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わが国で発生する下水汚泥の量は、昭和56年集計で240万トンに上る。現在は‾F水道の全国普及  

率が3ユ％，汚泥の有効利用率は10％に過ぎないが，数十年後の汚泥量はおそらく700万トン近くに  

達するであろうし，有効利用率もずっと上昇していなければならない。   

膨大な汚泥を内陸，沿岸の埋立地に処分することは，土地利用事情を一層厳しくし，環境のエ  

ントロピーを著しく増加きせる。処分用地が極端に少ない現在，埋立や土地造成には多額の費用  

がかかる。一方，汚泥有効利用の途としては，汚泥を焼成加工し，れんがや舗装材にする方法があ  

るが，この場合，最初から原材料を加工するのに比し，脱水濃縮，焼却工程があるため経済的に  

著しく不利である。   

また，わが国の化学肥料需給事情は近年急迫を告げている。原鉱石などの海列依存率が極めて  

高いうえ，将来見通しはよくない。こうした背景から，下水汚泥の緑農地還元にふさわしい条件  

を示すこと，還元による土壌へのインパクト微生物の消長，組成変化，酵素活性，土壌の理  

化学的性質の変化，作物へのプラス及びマイナス影響－を明らかにすることは大きな意義があ  

る。すなわち，還元汚泥の農地への施用可能性を明らかにし，土壌還元のための施用指針，ある  

いは基準づくりに反映させたい。   

下水処理では，処理水質や施設設計が基準化きれ管理されているが，汚泥の質，塁をもコント  

ロールする時代に早晩進むものと期待される。本報告は，この研究が土壌環境の保全，資源のリ  

サイクルによる環境エントロピー上昇の抑制，地力増進と農地の生産性向上につながることを認  

識し，多角的な立場から現象解明に踏出したもので，昭和53－55年度にわたる，第1期特別研究  

の成果である。  

国立公害研究所水質土壌環境部   

部 長 合 田  健   



序  

1．研究の目的  1   

2   

4   

9   

9   

9   

9   

11   

ユ4   

14  

2．研究課題と研究組織  

3．研究成果の発表  

4．研究成果の概要  

4．1研究対象としての有機廃棄物の選定  

4．2 使用施設及び装置の整備と予備実験  

4．2．1環境制御大型ライシメーター  

4・．2．2 実験は場及び有底枠  

4．2．3土壌溶液の採取法に関する模  

4．2．4 土壌中成分の分析法に関する  

4．3 土壌・底質環境に与える有機廃棄物の影響に関する研究（研究課題1）………………■ 15  

4．3．1有機靡菓物施用土壌の微生物フロラ  15   

16   

17   

52   

60   

63   

4．3．1．1既往の研究の成果  

4．3．1．2 汚泥単独施用土嚢の微生物フロラ  

4．3．1．3 汚泥と化学肥料の混合施用土壌の微生物フロラ  

4．3．1．4 汚泥以外の有機廃棄物施用土壌の微生物フロラ  

4．3．1．5 有機廃棄物施用土壌の酵素活性  

4．3．1．6 有機簡乗物施用土壌の微生物フロラに関する研究の総括………………… 64  

4．3．2 有機廃棄物の施用が土嚢の物理，化学的性質に与えろ影響…∴     ・‥64  

4．3．2．1物理的性質の変化  

4．3．2．2 化学的性質の変化  

4．3．3 下水汚泥施用土壌における植物   

4．3．3．1有底枠における裁培試験  

4．3．3．2 ほ場における裁培試験  

4．3．．4 研究課題1の総括  

4．4 環境汚染物質の土壌処理に関する研究（研究課超2）  

4．4．1土壌による汚泥の分解  

4．4．1．1汚泥申炭素の土鮨中における分解  

4．4．1．2 汚泥中萱素の土壌中における分解（無機化）   



4・4・2 汚泥に含有される窒素の土壌中における形態変化  

4・4・2・1汚泥が初めて施用きれた土壌における無機態窒素の経時変化……………77  

4▲4．2．2 汚泥連用土壌における無機態窒素の経時変化  81   

86   

87   

87   

90   

94   

96   

96  

4．4．3 汚泥施用土壌における水溶性リン酸の蓄積  

4．4．4 土壌環境における汚泥中成分の挙動   

4．4．4．1植物による汚泥中成分の吸収  

4・4．4．2 畑土壌に施用された汚泥中成分の溶脱  

4．4．4．3 底泥からの物質の溶出に関する基礎的研究  

4．4．5 有機廃棄物の減量化に関する研究  

4．4．6 研究課題2の総括  

4・5 土壌環境における有機廃棄物随伴重金属等の影響と挙動に関する－研究（研究課題3ト99   

4・5・1生活廃水中における重金属の由来と生物処理過程における挙動…・  ・99   

4・5．1．1生活廃水汚泥中の重金属の由来と生物処理過程における濃縮‥‥   ‥99  

4．5．1．2 家庭用浄化槽汚泥の重金属濃度  100   

100   

100   

101   

101   

102   

102   

102   

103   

103  

4．5．1．3 生物膜汚泥中の重金属濃度  

4．5．1．4 汚泥中の微小動物に対する重金属の影響  

4．5．2 汚泥中重金属の植物による吸収と土壌中での挙動  

4．5．2．1植物による吸収  

4．5．2．2 土壌中での挙動  

4．5．3 有害金属元素による植物の生育障害に関する基礎的研究  

4．5．3．1水田土壌におけるヒ素の挙動  

4■5・3・2 植物の元素吸収に対するヒ素の影響  

4．5．4 研究課題3の総括  

4・6 土壌・底質環境における合成有機化合物の分解と挙動に関する研究（研究課題4）…104  

4．6．1合成高分子凝集剤が植物の生育に与える影響  105   

106   

106   

107   

107  

4．6．2 土壌中における高分子凝集剤の分解  

4．6．3 土壌中における汚泥の分解に与える高分子凝集剤の影響  

4．6．4 土壌中におけるトリアジン系除草剤の挙動   

4．6．5 研究課題4の総括  

5．全体の総括と今後の研究課題  109   

110   引用文献  



特別研究「有機廃棄物，合成有機化合物，重金属等の土壌生   

態系に及ぼす影響と浄化に関する研究」の研究成果の概要  

藤 井 闊 博  

1．研究の目的   

廃棄物の緑農地での利用は．その処理，処分対策，省資源，省エネルギー対策，あろいは環境  

保全対策として緊急に取り組む必要のある重要な課題である。しかし，廃棄物は本来緑農地での  

利用を前提とした生産物ではないためlこ，その利用にあたっては十分な研究に基づぐ膜重な配慮が  

必要である。そのためには利用しようとする廃棄物の植物生産に対する効果だけでなく，利用に  

よって土壌や周辺の環境が受ける影響，廃棄物に含有される有害物質による土壌汚染と植物生育  

の阻害，きらにそこで生産される植物を通じての動物や人間の健康に与える影響，病原菌による  

動物や人間の健康への影響など環境保全あるいは衛生上の十分な配慮が必要であり，これらに関  

する総合的な研究とその成果に基づく適正な利用基準を設定する必要があろ。   

多種多様な廃棄物のうち，有機物がその組成の主体である有機鱒葉物は，緑農地における利用  

が積極的に進められようとしている。本研究では，有機廃棄物の緑農地利用が土壌環境に及ぼす  

影響について，含有きれる重金属や合成有機化合物を含め，多角的かつ総合的に把握するととも  

に，これらの廃棄物の負荷に対する土壌の適応または浄化能力を解明することを目的とするもの  

である。  

l国立公望子研究所 水質土嚢環境部 〒305茨城県筑波郡谷田部町小野川16番2   



2．研究課題と研究組織  

本特別研究の目的を達成するために次の4研究課題を設定した。   

研究課題  

1．土壌・底質環境に及ぼす有機廃棄物の影響に閲すろ研究  

2．環境汚染物質の土壌処理に関する研究  

3．土壌環境における有機廃棄物随伴重金属等の影響と挙動に関する研究  

4．土壌・底質環境における合成有機化合物の分解と挙動に関する研究   

研究のフローシートは，屈ユに示したとおりであり，本特別研究においては，第2段階までの  

現象の解明を目指した。また，本研究には4部延46名の研究員（表1），延29名の客員研究員（表  

2）及び多数の共同研究員が参加した。なお，本研究は，当研究所の土壌環境実験棟（ペドトロ  

ン），水生生物実験棟1，ガ（アクアトロン）及び実験ほ場を用いで行われた。  

l   

対象環境  対象物質  第1段階  零2段階  第3段階  

土壌環喚  
（畑  地）  

栄養塩  
合成有機化合物  

底質環境  

（黒潮底雷）  

図1 研究のフローシート  
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3．研究成果の発表   

昭和53年度及び54咋度までに得られた研究成果の一部は，中間報告書（国立公害研究所研究報  

告，第14号，表3）として公表され，それ以降の成果については，最終報告書（国立公害朝究所  

研究報乱第46及び47号，表4）にまとめられた。最終報告書は，第1及び第Z分冊から成り，  

第1分冊は，研究課題1に関連する研究成果が収録きれ，第2分冊は，研究課竃2，3，4及び  

全体に係る成果が簗録されている。   

この他，関連する学会等において研究成果が公表された。それを表5に示した。  

表3 中間報告書収録論文  

序（合田 健）  

1．研究の概モ  

藤井成博  
2▲合成凝集剤の土壌環境に与える影暫Ⅰ），コカプ幼植物および緑藻瑛に与えるポリアクリルアミド誘  

導体（合成高分子凝集剤）の影響  

久保井 徹・藤井団博  
3・合成凝集剤の土壌環境に与える影響（肌土壌中でのポリアクリルアミド誘導体の分解・・・・・・・・・21  

藤井国博・山口浩一・久保井 徹・矢崎仁也  
4．底泥の限界掃流力に関する実験的研究  

村岡浩爾・大坪国噸  
5．底質中の物質の流れによる溶出に関する基礎的噸究  

村岡浩爾  
6．降雨による土壌中の不飽和浸透に伴う栄養塩の吸着と流出に関する実験的研究…＝     …69  

村岡浩爾・細見正明  
7．‾F水汚泥の土壌施用が土壌環境に及ばす影響，ライシメーター実験（Ⅰ）  

藤井圃博・森 久之・久保井 徹・吉田富男・高橋英一  
8．下水汚泥の土壌施用が土壌環境に及ばす影響，ライシメーター実験（Ⅲ）  

藤井国博・久保井 徹・服部浩之  
9．下水汚泥の施用によるほ場環境の変化Ⅰ），下水汚泥の施用がナスの生育に与える影響…………159  

久保井 徹t服部浩之・藤井国博  

10．有機廃棄物施用土壌に関する研究（1），土壌の理化学性に与える影響  

久保井 徹・服部浩之・藤井固博・高松武次郎・向井 哲  
11．有機廃棄物施用土壌に関する研兜（［），有機廃棄物施用土壌の微生物フロラおよび土壌酵素活性185  

藤井国博・久保井 徹・服部浩之  
12．生活廃水汚泥中の重金席の由来について  

田井慎吾■岡田光正・須藤膵一  
13．ほ場および有底枠ほ場の均一栽培：試験成綬  

久保井 徹・藤井国博  
14．シマミミズによる汚泥処理の可能性に関する研究－ミミズの個体群の動態に関するシミュレー  
シランと汚泥処理のための最適条件の推定   
岡田光正・報 恩祥・須藤隆一   



表4 最終報告書収録論文  

「有機廃棄物，合成有機化令物，重金属等の土嚢生態系に及ほす影響と削ヒに関する研究」   

特別研究報告，第1分冊   

序  
合田 健  

1．下水汚泥施用土壌の微生物フロラに関する研犯1），石灰凝集下水汚泥の多量遠田が淡色患ポク土の   

徴真三物数に与える影響  
広木幹也・藤井闘博・服部浩之・久保井 徹・豊田敏治・松坂泰明・和田秀徳  

2．下水汚泥施用土壌の微生物フロラに関する研兜［），石灰凝栗下水汚泥連用淡色黒ポク土における土   

壌微生物フロラの季節変動  
広木幹也・藤井団博・服部浩之・久保井 徹・小林嘩雄・矢崎仁也・和凹秀徳  

3．下水汚泥施用土磨の微生物フロラに関する研兜肌土盛の違いと微生物性の差異  

広木幹也・藤井闘博・服部浩之・久保井 徹  
4，下水汚泥施用土壌の微生物フロラに関する研究削，下水汚泥頗用砂丘地及び火山灰土壌における微   

生物難  
聴井固博・服部浩之・広木幹也・久保井 徹  

5．下水汚泥施用土壊の微生物フロラに関する研兜Ⅵ，下水汚泥及び工場廃水汚泥施用水田土壌の微生   

物数  
藤井聞博・仏木幹也・服部浩之・久保井 徹  

6．有機廃棄物施用土壌の微生物教  

藤井圃博・広木幹也・服部浩之・久保井 徹  
7，ゴミコンポスト施用土壌の微生物数  

藤井圃博・久保井 徹  
8．下水汚泥の施用が土壌の三相分布に及ばす影響  

山口武則・久保井 徹・服部浩之・広木幹也・藤井闘博  
9，下水汚泥の土壌施用がコマツナの生育と成分組成に及ぼす影軌小型ライシメーター試験  

久保井 徹・藤井国博・服部浩之  
10，下水汚泥連用淡色黒ポク土における植物の生育  

山口武則・久保井 徹・服部浩之・広木幹也・藤井闘博・小林嘩雄・矢崎仁也  
11．各種土壌における下水汚泥の施用が植物の生育及び体内成分に及ぼす影響，有底枠試験  

山口武則・久保井 徹・服部浩之・広木幹也・藤井固博  

12．下水汚泥連用土嚢における植物による汚泥申成分と責金屑の吸収  

山口武則・久保井 徹・服部浩之・広木幹也・藤井固博・高橋英一  

「有機廃棄軌合成有機化合物，重金属等の土壌生態系に及ぼす影響と浄化に関すろ研究」  

特別研究報告，第2分冊  

序  
合田 健  

13，土壌中における各種汚泥の分解と分解に及ばす合成高分子凝集剤の影響  

服部浩之・山口浩一・久保井 徹・藤井国博・矢崎仁也  
14．下水汚泥施用土盛の理化学性  

服部浩之・贅沢清司・久保井 徹・藤井国博・松坂泰明・大羽 裕  
15．下水汚泥雇用土盛における全炭素・全室素及び無毛機態肇末長モの変化  

服部浩之・豊田敬治・久保井 徹・広木幹也・藤井国博・松坂泰明  

－5－   



表4（っづき）  

16・下水汚泥施用各種土壌における無機腰窒素の経時変化  

服部浩之■藤井国博・久保井 徹・広木幹也  
17．下水汚泥施用淡色黒ボク土畑土壌における無機憩室素の経時変化  

服部浩之・藤井国博・久保井 徹・広木幹也・小林時雄・矢崎仁也・大羽 裕  
18，不飽和浸透に伴う栄養塩の土壌吸着特性に関する研究  

村岡浩爾・岩田 敏  
19．底質中の物質の流れによる溶出に関する基礎的研究（第2謝〉  

村岡浩爾・平田健正  
20．水界における底泥の挙動に関する研究  

村岡浩爾・大坪国傾  
Zl．主成分分析による汚泥成分の地下浸透過程の解析  

久保井 徹・持田共之・服部浩之・藤井固博  
22・下水汚泥施用土壌における物質の移動に関する研究，下水汚泥成分の地‾F浸透  

広木幹也・久保井 徹・鷲沢清司・豊田敏治・服部浩之・藤井団博・松坂泰明  
23．廃水の生物処理施設から発生した汚泥申の重金属  

稲森悠平・田井慎吾・松重一夫・須藤隆→  
Z4．微小貧毛類の人量培養  

稲森悠平・鈴木理恵・須藤隆一  
25．廃水の生物処理に出現する微小動物に及ばす歪金屑の影響  

楷森悠乎・鈴木理恵・須藤隆一  
Z6．水稲を栽培したポット土壌でのヒ素の化学形態一ヒ酸，亜ヒ酸，モノメチルアルソン懲及びジメチ  

ルアルシン酸について一  
高松武次郎・青木 博・吉田冨男  

27．ヒ素汚染土壌に栽培された水稲の元素組成  

高松武次郎・比嘉房江・吉田胃男  
28．合成高分子凝柴剤の植物影響  

久保井 徹・藤井国博  
29．土壌・土壌粒径画分および有機物質中におけるシメト1ノンの吸着分布  

向井 酉・野田 潔・石塚拾遺  
30．環境制御ラインメーターの概略と運転＿との留意点  

久保井 徹・藤井国博・広木幹也・服部浩之・松坂泰明・吉田胃男  
31．吸収法による土壌溶液採取の間鼠点；汚泥成分の地下浸透東を把握するために  

久保井 徹・藤井固博  
32，土壌中の微量アンモニア態窒素の定訳における間超点  

服部浩之・久保井 徹・藤井国博  
33．腐植酸含浸折紙を用いたペーパークロマトグラフィーによる金屑一偏植酸相互作用の分析  

高松武次郎・草壁亮太郎・吉田富男   



番号  発  表  者   題  目   学 会 等 名 称  開催都市名  発表年月   

松累一夫・田井慎吾・ 土井賢二郎・小泉まゆみ  研究所廃水汚泥の性状とその処分  第Z9回廃棄物処理対策全国 協議会全国大会  大 阪  53．11   
2  藤井闘博   

有機廃棄物の施用が土地生態系に与  第Z回国立公賓研究所研究  筑 波  54．4    に 
える影響ついて   発表会   
下水汚泥の土壌施用が土壌環境に及  

3  森 久之、膝井筒博・   ほす影懐く第l報）一下水汚泥の土嚢  日本土壌肥料学会   

吉田7訂男   還元による汚泥成分の分解とその環  札 幌  54．8  

境影響に関する研究   
4   

村岡浩領・細見正明・  降雨ほよる非汚染土壊の不飽和浸透  土木学会年次学術講演会  福 岡  54．10  
飯沢雅人   に伴う物質流出実験   

下水汚泥施用土壌中の無機成分の変  国立公害研究所所内年次発  筑放  54、11  
5  服部撒之  動について   褒会   
6   
大坪国順・村岡浩儲・   粘樵土の限界掃動について   土木学会衛生工学研究討論   東 京  55．1   
高野恒堆  
服部浩之・久保井 徹・  下水汚泥の土壌施用が土i麺環境に及   7       日本土壌肥料学会   鳥 取  55．4  
藤井睨博   と土地理化学件の変化   

8   久保井徹・鷲沢清司・  
服部浩之・藤井閉博   

ポリアクリルアミド誘導体によろコ  日本植物生理学会1980年度会   
9  久保井 徹・藤井闘博  東 京   

一ド水汚泥の土壌施用が土墟環境に及  
10  藤井国情・久保井徹・  鳥 取   服部浩之・鷲沢清司  
円  大坪国噸・村岡浩爾  底泥の限界掃流力について   土木学会年次学術講演会  札 幌  55．9   
四  鈴木猛康・細見正明・  不飽和浸透琉に伴う栄養塩物質の輸   
村岡椚爾   送機構に関する基礎的研究   

13   熊 谷  55．10  

山口武則・久保井徹・ 藤井固博  下水汚泥の土地施用が土壌環境に及 ほす影響（郡5報）柄物体成分の変  日本土壌肥料学会関東支部 大A         化  

14   
服部浩之・久保井 徹・  同上（窮6報）連用に伴う土壌成分   

藤井閲博・豊田敏冶  の変化   
15   
広木幹也・服部浩之・  同上（第7報）連用に伴う土壌微生   

篠井国博・小林峰堆  物フロラの変動   
豊田敬治・久保井徹t  

16   松坂泰明・藤井団博   

小林峰雄・久保井徹・  
17   山口武則・矢崎仁也・  

藤井閻博   
18  久保井 撤・藤井朗博  ポーラスカソプによる土壌水の採取   

生物処理における微小後生動物の役  
19  稲森悠平・須藤隆一   割に関する研究，生物処理に出現す  大 阪  55．11   

る輸血とその増殖速度   

20  岩田 敏t村岡潜函  不飽和浸透流による物質の土壌吸着  土木学会第8回関東支部  東 京  56．1    容見に関する実験的研究  年次研究発表会   
21  大坪国噸・村岡澹爾  底泥の限界揃流力と物性の関連につ いて  土木学会第25匝L水理講演会  ケ   56．2   

生物処理における微小貧毛類の役割 にる1 

22  稲森悠平・狼藤隆一   関す研究，ん晶h朋Mん印－  56．3   

即血最およぴ〃正き坤の増殖速度   術講演会   

下水汚泥の土嚢施用が土壌環境に及  
23  服部浩之・久保井徹・    ほす影響（第10報）黒ポク土壌での  名古屋  56．4  
藤井闘博  微生物フロラと窒素の変動   



表5（つづき）  

番号  発  表  者   題  目   学 会 等 名 称  開催都市名  発表昨月   

久保井徹・袴田共之・ 月巨部浩之 名古屋  56．4   
24   ・藤井閲博   

藤井固博・久保井 緻・  同上（第12轍）患ポク土壌でのコマ   

服部浩之・西川雅高  ッナの生育とその成分組成   

26   久保井徹・服部浩之・ 広木幹也・藤井圃博  同上（第13報）土壌空気練成の変化  日本士別巴科学会関東支部 大会  松 戸  56．9   
同上儒14報）下水汚泥連用土壌の  

27   広木幹也・久保井緻・  
服部浩之・藤井鴎博  
月巨部浩之・久保井 徹・  同上儒15報）無機態筆弄および微  

28  

山口武則・久保井徹・  
服部浩之・広木幹也・  同l二（第16報）連用と植物の生育お   

29  

矢崎仁也   

（印  刷）  

番号  発 表 者   題  目   掲  載  誌  巻  頁  発表年   

ロ  森 久之 藤井国博 吉田冨男  下水汚泥の土壌還元による汚泥成 分の分解  日本土壌肥料学雑誌  田  435－440  1980   

DetectionofN－nitrosodimethy－  
SoilSci．Plant  

2  Yoneyama，T，   1amineinsoilsarnendedwith  27  249－253  1981   
Nutr．  

Sludges．  

－8一   



4．研究成果の概要  

昭和53－55年度までの3年間にわたる本特別研究によって得られた成果の概要を以下に述べる。   

4．1研究対象としての有機廃棄物の選定   

有機廃棄物とは，有機物を多昂に含有する廃棄物の総称である。その内容は，多種多様であり，  

成分組成も変化に富んでいる。これらの有機廃棄物全般を研究対象とすることは，本研究のよう  

な短期間の研究においては不可能であった。   

本研究が企画された当時，緑創出における有効利用が積極的に進められようとしていた有機廃  

棄物に下水処理場から発生する汚泥（F水汚泥）があった。これは，‾F水汚泥が他の有機廃棄物  

に比べて多良の肥料成分や土壌改良効果が期待できる成分を含有するためであった。なかでも，  

生活廃水処理場の汚泥は，重金属など有害物質の含有罠が低いことから緑農地における利用が最  

も有望視されていた。   

このような状況を踏まえて∴本特別研填では，生活廃水処理場から発生する汚泥く生活廃水汚  

泥）が主たる研究対象に選定された。その＿l二で，他の有機廃棄物については，可能な限り対象と  

することときれた。   

4．2 使用施設及び装置の整備と予備実験   

本特別研究においては，多くの施設及び装揖が使用されたが，研究課題1及び2ならびに3の  

－・部を包含する多角的な研究の場として選定きれた土壌環境実験棟（以下土偵棟と略記）内に設  

閃きれた畑地用環境制御大型ライシメーター （4其，以下大型ラインメーターと略記）と畑地用  

小型ライシメーター（12三釦，実場ほ場内の4面の調願ほ場及び8基の屋外ライシメーター（以下  

有底枠と略記）については，研究開始前の整備と特性解明のための予備実験が，必要であり，53  

～54年度前半にかけてこれを実施した。また，研究目的に則した分析法の検討や開発も必要であ  

った。   

ここでは，これらの予備実験や各種の検討結果について述べる。  

4．2．1環境制御大型ライシメーター   

ラインメーターは，土壌の水収支や物質収支を測定するための装澤である。本特別研究におい  

ては，これを生活廃水汚泥を施用した土壌における微生物の経時変化や物質収支の把握などの実  

験に利用した。   

土壌棟内に設置きれたライシメーター（図2）は，屋内に設置きれたものとしては，その規模  

値径1．7m，土層厚2．3m，体積約5m「）が大型であり，その内壁が合成ゴムでライニングきれ  

漏水が完全に防止されているというだけでなく，光を除いて地上部及び土層部の環境条件が一定   



図2 環境制御大型ラインメータⅦ  
内径：170cm，土層の深き：230cm，温室の気温：昼間 25℃ 夜間 20℃，温室の湿度：68‰地温（深部）：  

18℃，充てん土壌＝淡色黒ポク土・L＝ライシメーター木肌S：土凰TM：水分計・TS：地温センサー・  

GS：気体サンプラ－，SS：土壌溶級サンプラq，GL：地下水佗調節装置，PTこ浸透水胤GH：温室  

の範囲内で任意に設定できるという他に類をみないものである。特に地温を人為的に制御（15－  

50℃）しうるという点が最大の特徴となっている。   

このライシメーターは，土壌棟内に8基設置されているが，まず，畑地用の4塞が昭和53年3月  

の土壌棟のしゅん工と同時に完成した。これらには本研究所内の元落花生姻（当時は雑草原）から  

採取した顔色黒ポク土（胃ケ崎統，茨城県農試調査による）が，表層及び下層土に分けて充てん   



された（最終報告書，論文22，以下本報22と略記）。その後，附属装置である自動かん水，土壌水  

分測定，地下水位調節，地下水供給，地温測定，浸透水量測定及び地温制御の各装置の長期連続  

試運転が実施きれた（地温制御装置は，試運転開輪直後に起きた冷媒槽の事故のためにその使用  

開始は，54年3月からとなった）。   

この試運転に続いて予備実験が，次の項目について行われた（本報30）。すなわち，かん水と浸  

透水，地温制御，土壌溶液及び気体サンプラー，植物生育域（温室）の空調制御，土壌乾燥過程  

のライシメーター間差及び陸稲の均一栽培試麒である。   

これらの予備実験によって，本格的な運転を開始し研究に供用するために必要な改良点が明ら  

かにされ，必要な措債がとられた。その主な点は，土壌溶液及び空気の採取は，仕様の一部改変，  

温室（地上部の植物生育城）の欠点を補うため研究実施上の配慮と試験結果の解析に際して種々  

の補正を行うことである。   

このような予備実験を経て4基のラインメーターは，昭和54年9月から研究に供用された（本  

報1，14，15及び22）。しかしながら，その後自動かん水装掛こ重大な欠点があることが判明した。  

すなわち，かん水は，土層表面に張り巡らしたテフロンチューブで行う方式であったが，この方  

‾式では，処理区（この場合は汚泥兼用区）においてかん水むらが生じ，末かん水部分に多量の塩  

類が築積することが明らかになった（本朝15）。これに対処するために昭和55年9月（3回目の汚  

泥施用後）からは，じょうろによる人力かん水に切り替えた。このような欠点は認められたもの  

の従来のライシメーターの最大の欠点であった漏水は，全く認められず合成ゴムによるライシメ  

ーター内壁のライニングが精密な実験を保証することが明らかにされた。   

一方，水田・底質用ラインメーターは，54年12月に設置され，茨城県筑波町の水田から一定の  

層位ごとに採取された水田土壌が，現地と同一の層位噸に充てんされた。この充てん土は，沈下  

を続け，此著な沈下が終了したのは，57年3月であった。従って本特別研究では，使用すること  

ができなかった。   

4．2．2 実験は場及び有底粋   

実験ほ場（写真1及び2）は，当研究所構内（本構内ほ場と称する）と筑波郡谷田部町小白描  

にある（別団地ほ場と称する）。これらのほ場は，昭和52年12月に造成された。新規造成ほ場を試  

験研究の目的に使用するには，各ほ場内の植物の生育分布を把捉するとともに，あらかじめ同一  

納物を栽培し，その栽培成績をもとに地力（生産力）の平均化を図る必要があるl㌧そのために  

本構内ほ場（ト1及びⅠ－2ほ場，写克1）では53年度に3作（デントコーン，ソルガム及びコ  

ムギ），別団地ほ場（［－1及び［－2ほ場，写真2）では1作（コムギ），植物を栽培（均一栽培試  

験）し，ほ場生産九ほ場内の植物の生育分布などが調査された（中間報告書，論文13，以下申  

報13と略記）。なお，4面のほ場の土壌は，いずれも淡色黒ボク土であり，土壌統は，木偶内ほ場  

が宮ケ崎統（茨城県農試調査），別団地ほ場が丸山統（日本大学土壌学研究室調査）である0   

この栽培試験から4は場間で植物生産力に差があること，各ほ場内でも植物生育が不均一であ   



写真1実験ほ場（Ⅰ一1凰 ト2 手前）  

写実2  実麒ほ場（Ⅱ－1左，ロー2 右）  
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写真3 有 底 枠 試 験 地  

右上2ゴ．∈ 砂円土（川砂），右下2基 淡色黒ポク下層土，左上2韮 沖積水田下層土（畑状態），  

左F2プ．ち ブよモボク表層土  

ること，夏季及び冬季とも植物の生育が季節風に影響されることなどの結果が得られた。この結  

異に基づいて下水汚泥の土壌施用試験の開始（54年度）にあたっては防風ネットが設置され風の  

影響の軽減が図られるとともに，は場内生産力の不均一性を考慮して，小区画制を採用し，反復  

数を多くすることによって処理区間の差を明確に出せるように配慮がなされた。   

有底枠（コンクリート製屋外ラインメーター，面積16川’，有効土層1．2m，写真3）は，笑顔ほ  

場と同様，52年12月に16基が完成し，そのうち2基に砂質土（川砂で代用），2基に沖積水田下層  

土，■2韮に黒ポク表層土，残り10基には淡色窯ポク下層土がそれぞれ充てんされた（写臭3）。こ  

のうら前記3願の土壌を充てんした6基の有底枠について本特別研究で使用を予定していたが，  

これらの土壌は，その充てんにあたっててん王l三きれていなかったし，粒径も調整されていなかっ  

た。そこで，53年度は，まず，土壌を搬出し，13mm目のふるいでし別後，てん圧しながら再充て  

んした。その後，本構内は場と同様に3植物について均一栽培試験が行われた（中朝13）。   

その結果，同一土壌が充てんされた二つの有底枠間の植物生育にはほとんど差がないことが明  

らかにされたが，各有底件の植物については場と同様に季節風による影響が認められ，54年度に  

は防風ネットが設帯された。これらの有底枠を用いて54咋度からほ場と同様に下水汚泥の土壌施  

用試験が開始されたが，開始にあたって新しく淡色窯ポク下層土を充てんした2基が加わった。  

この有底枠の設繹場所に隣接して54年に野球場が完成した。これに伴ってボールの飛び込みによる  

植物被害が予想きれたために55年度からの研究は，裸地状態で行わざるをえない状況となった。  

この間，54咋度には各有底枠に転倒マス雨薫計を利用した浸透水昂の自動記録装置が設問され，   



55年度から連続測定が開始された。   

4．2．3 土壌溶液の採取法に関する検討   

本特別研究では，有機廃棄物の土壌による浄化に関する研究の一環として土壌に負荷された有  

機廃棄物中の各種成分の挙動を解明するための研究が行われた。これには，浸透水の分析はもら  

ろんであるが土層中の種々の層位の土壌溶液も採取し，分析する必要がある。この不飽和土層中  

の土壌溶液の採取方法として，土層中に埋設した多孔質の磁管（ポーラスカップ）を用いる吸引  

法を採用し，小型ライシメーター（中報7及び8），地温制衡大型ライシメーター（本報22）及び  

実験ほ場において，土壌溶液の採取に使用している。   

土壌溶液の採取には，置換法，圧縮法，嵐♭法など多様な方法が考案きれ，目的に応じて使い  

分けられている2〉。ポーラスカップ（多孔質磁管）を用いた吸引法3〉は，土壌中の物質の挙動を  

追跡するために広く採用きれている。この方法は，土壌構造を乱さずに物質の挙動の経過が連続  

的に追跡できること，装置が安価であること，轢作が簡便であることなどの長所をもつが，その  

欠点も指摘されていた。また，この方法によって採取される溶液の集水範囲も不明であった。そ  

こで，これらの欠点を補い，かつ未解明の部分を解明し，より正確な土壌中での物質の挙動を把  

握するために本法に関する検討が行われた（本報31）。   

その結果，注意すべき事項として，1）採取液鼓を50mI以上とすること，2）吸引圧を一定に  

保つことなどが明らかにされ，磁菅によって吸引きれる土壌溶液は，その周朗の回転だ円休部分  

からであること，この方法によって10cm層以内の土壌溶液組成を比較しうることなどの知見が得  

られた。   

4．2．4 土壌中成分の分析法に関する検討  

（1）土壌中の微量アンモニア態窒素の分析法に関する検討   

本特別研究の研究課題2は，土壌のもつ有機廃棄物の分解能力と有機廃棄物中の物質及び分解  

生成物の土壌環境中での挙動などを明らかにすることを目的として設定された。その一環として  

有機廃棄物に含有される窒素化合物の土壌中での形態変化を詳細に追跡する研究が計画され，実  

施された。これには微塁分析が可能でかつ多数の試料を短時間で分析しうる方法を必要としたた  

めに比色法を利用した自動分析法が採用された。   

しかし，土壌分析への自動分析法の応用に関する研究報告は，極めて少なく41，実験開脚こあ  

たって種々の検討がなされた。その結果，ろ紙巾に含有されるアンモニア態窒素がろ液に潜漉し，  

試料液中の含有蔓が低い場合は分析値に大きな影響を与えることが明らかにされ，その回避方法  

が検討され，確立きれた（本報32）。   

（2）ニトロソ化合物の分離・測定法に関する検討   

汚泥施用土壌では亜硝願（NO2－N）の較著な蓄積が起こることが室内実験によって明らかにさ  
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れていた（栗原・二宮5），吉田ら61）。また，土壌中での値物遺体やタンパク質の分解過程で各種  

のアミンが生成されることが報告されていた（藤井ら7り。これらのことからタンパク態窒素の多  

い（藤井・栗原8り汚泥を施用した土壌においてニトロソ化合物の生成が予測され，ニトロソ化  

化合物の土壌からの分離・測定法が検討された（表5 印刷発表の項参照）。しかし，本研究の申  

では，汚泥施用土壌にニトロソ化合物は検出されなかった。  

（3）重金属一馬植酸鑓体の安定度定数の測定法に関する検討   

後述するように有機廃棄物とくに郡市ゴミや下水汚泥には重金属など有害物質が含有されてい  

る9・10）。これらの土壌への施用は，植物の生育や食糧や飼料を通じて人間や動物の健康に影響を  

与える可能性があり，有機廃棄物の土壌への施用によって土壌に持ら込まれた重金属の挙動を明  

らかにすることは重要な課題である。士風こ存在する腐植酸や土壌に施用きれた有機廃棄物から  

生成されろ腐植酸は，土壌中での重金属の挙動に関連をもつことが予想された。重金属元素と腐  

植酸の結合様式やその強さを評価する有効な方法は，金属錨体としての要定度定数を測定するこ  

とであることも知られている。   

しかしながら，その測定は，多大の時間と労力を要する上に，分析法や研究者によって安定度定  

数の定義に統一性がなかった。そこで本特別研究では，腐植酸を含浸させた折紙で金属イオンを  

展開し，そのR日毎で安定度定数を代用させる方法を考案し，検討した結果，この方法は，簡便  

な安定度定数の測定法となりうることが明らかにされた（本報33）。   

4．3 土壌・底質環境に与える有機廃棄物の影響に関する研究（研究課題1）   

有機廃棄物を土壌を用いて処分したり，梼物生産に利用しようとする場合，まず，第一にそれ  

らの負抑こよって土壌とそこに生育する植物がどのような影響を受けるかということについて十  

分に把握しておく必要がある。   

この課題では，主な研究対象（4．1参照）を生活廃水汚泥として，その土壌への負荷によって  

土盛の基本的性質である微生物性，物理酢，化学性，これらが複合して発現する諸性質，並びに  

これらを反映する植物の生育が受ける影響を解明することを目的とした。なかでも，これまでほ  

とんど研究されていない土壌微生物に与える影響に関して詳細な研究を展開した。また，生活廃  

水汚泥以外の有機廃棄物に関しては，それらが施用きれている土壌の現地調査によって解明しよ  

うとした。なお，この課題では，水田やはす田の土壌，河川，湖沼，海底などの底質に対する有  

機廃棄物の負和こよる影響の把握も目的ときれていたが，4，2．1で述べたように使用を予定して  

いた装謂の完成が遅れたために，これに関する詳細な研究は，実地できず，水田土壌の現地調査  

による影響の把握のみを行った。  

4．3．1有機廃棄物施用土壌の放生物フロラ   

多種多様な有機廃棄物（液体，同体）が長年にわたって世界各地で土壌に施用されてきた。そ  
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して，これら廃棄物の緑農地土壌における利用や土壌を利用した処分が成功するためには分解者  

としての土壌微生物の役割が必須であるⅢということは，広く認識されていた。しかし，施用に  

よって生ずる土壌微生物数や代謝活性の変化を測定した例は少ない。   

従来から有機物資材として農耕地土壌に施用されてきた農業及び畜産廃棄物に関しては，藤井  

らIl・12）による植物遺体の土壌中での分解に伴う微生物相の変動や西尾■草野13）による稲わら堆肥  

施用土壌における微生物相の変化，加藤・鈴木川による家萬ふん尿施用吐壌の微生物相に関する  

研究があり，さらに英国のRothamsted農事試験場による堆肥の長期連用土壌の微生物相に関す  

る研究65）がある。これらの研究によって農業及び畜産廃棄物施用土壌の微生物相に関してかなり  

の知見が集積されている。   

生活及び産業廃棄物の土壌への施用が土壌微生物に与える影軌こ関する研究は，Miller】9と  

Varankaら16）による都市下水消化汚泥に関する研究と我が国では森下2刃の報告がある程度であり，  

本特別研究が企画きれた当時は極めて少ない状況であった。土嚢微生物数の計測には多大の労力と  

時間，専門的な技術を要し，これがこの分野における研究が少ない主因であろう。   

一万，有機廃棄物施用土壌における微生物の代謝活性に関する研究は，含有きれる炭素の分解  

や肥料としての効果の目安となる窒素の無機化という面から活発に行われており，我が国におい  

ても生活及び産業廃棄物についてこの面からの研究が行われ，かなりの知見が集積されてい  
た18～Z3）   

以上に示したように有機廃棄物施用土壊の微生物相に関する研究は，世界的にみても極めて少  

なく，解明が望まれていた。このような状況を踏まえて本研究課題では，土壌微生物相に与える  

有機廃棄物の影響を微生物数の面から把握することから研究を開始した。その研究の成果を述べ  
る前に既往の研究によって得られていた知見を紹介する。   

4．3．1．1 既往の研究の成果  

（1）MiIlerの研究   

Miller19は，都市下水消化汚泥を添加（乾物として90及び224t／ha）した3種の土壌を充てん  

したカラムの培養実験を行っている。彼は，この実験によって，汚泥の添加によって土壌中の細  

菌＋放線菌，嫌気性細菌及び糸状菌数が増加し，前二者は，汚泥添加宗主に比例して増加すること，  

細菌＋放線菌数は，培養1か月で最高となり，3ないし6か月で減少するが，糸状菌では歯数の  

岸時変化は認められないこと，土壌の違い，培養温度及び土壌の水分状態が微生物数にみ響を与  

えることを明らかにし，汚泥の分解に細執 政線菌及び糸状菌が関与していると予測している。  

さらに彼は，汚泥添加及び無添加土壌から分離した細菌株について調査し，無添加土壌に比べて  

グラム陰性細菌の割合が増加し，胞子形成蔚の割合が械少し，細胞のサイズが小きいものが多く  

なり，着色コロニーを形成するものが多くなることを明らかにした。  
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（2）Varankaらの研究   

Varankaら1qは，6年間にわたって乾物として合計0，92，184及び369t／haの多塁の都市下  

水消化汚泥が単独（カリ肥料のみ施用）で連用されたトウモロコシ連作は場の細菌，放線乱脱  

窒菌，アゾトバクター及び各様の土壌酵素偏性を測定し，全納菌，糸状蘭及び放線菌数は，最大  

汚泥施用区において決して少なくはないが，汚泥の施用によってこれらの繭数が明らかに増加し  

たのは，3回の測定［‡り回だけであること，脱室蘭の割合は，汚泥施用によって増加することを  

明らかにし，汚泥の多量連用土壌では，幽著な御生物数の増加が起こらないことを示す結果を得  

ている。  

4．3．1．2 汚泥単独施用土壌の微生物フロラ   

我が国における汚泥の農耕地における利用において，汚泥は，通乳化学肥料と組み合せて施  

用されている。この方法では，同時に化学肥料の与えるよ杉響も加算された1犬態にあり，汚泥本来  

のj影響を把握することは困難である。そこで本研究では，まず，汚泥が単独で施用された土壌に  

おける微生物相の特徴を数の面から把握することとし，研究を開始した。  

（1）生活廃水処理場の返送汚泥を施用した土鰻の微生物数   

汚泥は，土浦市内の住宅団地廃水処理場の返送汚泥であり，天日乾燥後粉砕して供試した。そ  

の成分組成を表6に示した。表7には，この汚泥を用いて行った実験の概要を示した。  

表 6 返送汚泥の成分組成  

成  分  含有舅  成  分  含有舅   
T－C （％）   13．Z  Mn（mg／g乾物）   0．32   

T－N （％）   2，3  Fe（ ケ ）  45．5   

C／N   5．7  Zn（ 〃 ）   0．303   

P （mg／g乾物）   9．0  Sr （ ク ）   0．103   

K （ 〃 ）   6．6  Cu （ 〃 ）   0，106   

Ca（ ケ ）   7．7  Cd（ 〃 ）   trace   

Mg（ケ）  3．8  0．070  

Na（ケ）  10．2   

土浦市内住宅団地下水処理場より採取  

これらの実験から得られた知見は，次の通りである。  

1）砂丘地土，淡色黒ボク」二，黒ボク土とも2％以＿との汚泥の施用によって微生物数は，対照  

無処理区より明らかに増加した。なかでも硝化菌（ァンモニア及び亜硝酸酸化細菌）数の増加が  

廠著であった（実験1及び2）。   

2）黒ポク土においては，亜硝酸隠化細菌以外の微生物数は，1％の汚泥施用によって無処理  

区より明らかに増加した。亜硝憤慨化細菌数は，ニー二壌pH補正を行った場合（7・0）には，1％の施  
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表 7 返送汚泥施用土壌の微生物数に関する実験の概要  

実験   目  的   
実験規模 土  壌   汚 泥 施 用 鼻   実 験 条 件   覿り 定   微  生  物  論 文   

小型ライシメーター  0，0■2，0．5，2，5，10％  全細菌  

微生物数に与える影響，   （75×75×50cm）  
対表層（1伽m）風乾土  裸二地，   放線菌   

施用塁と微生物敬   淡色黒ポク土   
重量％（面積換算0，2．2，  25℃温室内   施用後  

糸状菌  中報7  
4．4，22，44，8飢／ha）  土壌水分70－80％  3か月目            タンパク質分解菌  

アンモニア酸化細菌   

ビーカー笑顔  
砂丘地土   0，2，5，10％対風乾   

25℃  

2  同  上  土壌水分最大容水量  施用後   同＿ヒ及び   淡色男ポク土  土重電％  
の60％  

2，5週目  亜硝懲酸化細菌   
黒毛ポク土  

中報11  

ビーカー実験  施用後  
草  微生物数の経時変化   砂丘地上   0，10％対風乾土重畳％  同  上  0，1，2，  上   

3，5眉目   

25℃温室内，  
施用後1日，  

4   微生物数に与える影響  小型ライシメーター  0，1，5％対表層（10   裸地，植栽，土壌pH  
珊）風乾土重量％（面積  123  周ヒ及び   

及び経時変化   6，10，15  
中報8  

黒ポク土  換算0，9，44t／ha）   12処理区，降雨相当量  
のかん水  週目   

証1：小型ライシメータⅦ実験における土壌言式料の願駁は，表層0～5ぐm   

2：タンパク質分解菌数は，タンパク質分解能をもつ細菌と放線悶の合計数   



用で無処理区より明らかに増加したが，土壌pHの補正を行わなかった場合（5．8）には，5％の施  

用によ一．て無処理区より増加した（実験4）。   

3）淡色黒ポク土及び黒ポク土では，長期間（3か月以上）にわたって汚泥施用による影響が  

持続した（実験1及び4）。   

4）汚泥施用土壌における微生物数は，一般に，施用量の増加（5％まで）に伴って増加した  

が，無限に増加するわけではなく，多景（10％）の施用は，むしろ微生物数の増加を抑制（図3  

参照）し，限界が存在することが示唆きれた（実験1及び2）。   

5）汚泥施用土壌における微生物数は，経時的に変化した。砂丘地土では，微生物数は汚泥施  

用後増加を始め，全細菌，タンパク質分解菌及び糸斗犬菌が汚泥施用後1週目に，放線菌及び硝イヒ  

菌が2過日に，それぞれ最大菌数に達した後減少した（実験3）。盈ポク土においても微生物数は，  

汚泥施用後増加を始め，有機栄養微生物（全細菌，放線菌，糸状菌及びタンパク質分解菌）数の  

顕著な変化は，汚泥施用後6遥以内に起こり，硝化園の変動については，まず，アンモニア酸化  

細菌数が施用後2－3週で最大菌数に達し，続いて亜硝酸酸化細菌数が6－10退で最大菌数に達  

するという連続的遷移が認められた。   

6．）測定の時期によっては，汚泥施用土壌において放線菌数が全細菌数と同等ないしそれを上  

回ることが見い出きれた（実験1，2及び4）が，これは細菌数と放線菌数の増加時期の差（放  

線菌が細菌より遅れる）によるものであった（実験3及び4）。  

図3 返送汚泥施用土壌の全細菌数  

これらの結果の多くは都市下水酬ヒ汚泥を施用した土壌の微生物数に関するMiller19の結果  

と叫致するものであり，返送汚泥（余剰汚泥）が土壌の微生物にとって好適な基質となり得ること  

を示すものである。これらの実験は，Miller15切知見に加えて・1）返送汚泥施用土壌では放線  

菌数が顕著に増加すること，2）化学無機栄養微生物である硝化菌数が増加すること，3）糸状  

菌数も経時的に変化することを初めて明らかにした。2）に関しては，活性汚瀧の施用によって土  
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壌（植物の棍隠）の硝酸化成麓が上昇するという森下組の報告を菌数の衝から射寸けるものである。   

実験1、4に用いられた土壌は，いずれも採取当時休耕きれていた土壌であり，かつ使用にあ  

たって風乾されたものであった。また，比較の対照がいずれも化学肥料を加えない無処理土壌で  

あった。これらの点は，実際に汚泥が施用されている場の条件と異っている。また，Miller19の  

実験を含めて小規模な室内実験であった。したがって，得られた結果を実際の場に敷延するには，  

更に大規模な実験が必要とされる。   

折よく，土壌棟内の大型ライシメーターや実験ほ場及び有底枠の整備と予備実験が完了し，よ  

り大きな規模での自然及び制御環境下における実験が可能となった。これらの実験のために多貴  

の汚泥を入手する必要があったが，取手市から住宅団地寓水処理場の消石灰と塩化第2鉄を脱水  

助割とする未消化脱水汚泥（以下石灰凝集生活廃水汚泥と略記）が分与された。  

（2）石灰凝集生活廃水汚泥．を施用した土壌の微生物教   

生活廃水処理場の未消化脱水汚泥を施用した土壌の微生物数に関する研究は，4衝の実験ほ場  

と4種の土壌を充てんした8基の有底枠を用いて自然条件下で実施され，4基の大型ライシメー  

ターを用いて制御環境下で行われた。衰8に使用した汚泥の成分組成を，表9に笑顔の概要を示  

した。汚泥は，天日乾燥して用いたが，は場及び有底枠実験においては，有姿のまま表層0～15  

cmの土盛にロータリー桝転機によって混合きれた。また，大型ライシメーターヘは，粉砕後施用  

され，表層0～10cmの土壌に混合された。   

この頃では54年度に行われたほ場実験及び有底枠実験（実験5及び7）の結果について述べる。  

表 a 生活廃水処理場の未消化脱水ケーキの成分組成  

成  採 取 年 次  
分  採 取 年 次   成  分  1980   

PH  （H20）   10．1   10．1  T－Ca  （％）  15，3  21．3   

PH  （KCl）   10．0   9．9   T－Fe  （％）   6．9   5，0   

T－C   （％）   27．3   21．2   T－Ti （％）   0．11   0．02   

T－N   （％）   3．7   2．7   T－MTl （％）   0．07   0．08   

C／N   7．4   7．9   T－Zn（〝g／g乾物）  1390   530   

NH▲－N（〃g／g乾物）  1659   4．9   T－Cu（ 〃 ）   262   151  

NO2－N（ ク ）   7．7   1．1   T－Cr（ 〃 ）   88   

NO。一N（ ク ）   32．4   2．3   T－Ni（ ケ ）   37   ND  

T－P205 （％）   2．0   ユ，ユ   T－Pb （ ケ ）   88   44   

T－K   （％）   0．30   0．91  T－Cd（ 〃 ）   2   

ND：検出きれず  
取手7†J円址宅［月地下水処理場より採取した未消化脱水ケーキ  

脱水助剤 消石灰と塩化第二鉄  
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表 9 石灰赦集生活廃水汚泥施用土壌の微生物数に関する実験の概要  

施月け量  実験  巨】  的  年度  使用施設， 装置及び土壌  処理区  実 験 条 件  測  定3’   微 生 物  論 文   
乾物り‰   

無処理区  l－1．Ⅰ～2  
自 然 条 件   10月24日   

実験ほ場   化学肥料区  3 
放 線 菌   

，75   
腫物栽培   

54年11月6E】   
（107日目）  糸  状  菌  

5  汚泥初回施用土壌の  54  ll－111－2  汚泥中量届  75  隼1伺  ナ   ス   Ⅰ】－1，Ⅰ】－2  タンパク質分解菌  中搾11  

淡色黒ポク土  汚泥中舅区  （化学肥料区及び  コ ム ギ   10月Z5日  
年2回施用区）  

色素耐性細菌  
汚泥多舅区   （108日目）   硝 化 菌   

汚泥施用土壌におけ  同上処理区  55咋6月13日  

る微生物の経時変化  実験ほ場  
自然条件  

ⅠⅠ 植物栽培  （11回）  同  
ナス  冬季  

上  本朝2   

冬季における微生物  淡色黒ポク土  6    及び汚泥連用の影響，   ソルガム  
施用異同一   年2回施用区）  

‥1回十  
の経時変化   コムギ   

汚泥初回館用土壌の  有底枠（g基〉  54年度47及び  
1回目54年7月9日  

微生物教及び連用土  2回目54年11月6日  
7    壌における経時変化  同  上   巾朝11  

汚泥地利麦  7、5  年2匝】    3回目55年4月28日  
冬季における微生物  本＃3   

累ポケ土   4回目55年ユ0月24日   
の経時変化   

制御環境下   
1恒胴施用後は錐地  

地温制徽大型  
1回目54年9月4日2回目から両区1基  

8  汚泥多量連用土壌に おける微生物の経時  54 ロ   ライシメータ （4基） 淡色烹ポク土   無処理区  2回巨55年5月6日コマツナ栽培  0～25週  同  上   本報l  

年2回  

気温20」25℃  

地温1る℃  

註l：化成肥料（8－8－5）100kg／10a，苦土石灰1（旧kg／10a，ようりん60kg／10a   
2：化成肥料（8－8－5）105kg／10a，苦土石炊100kg／10a，ようりん60kg／10a   

3：土壌試料は，表層0－5cmから採取   



① は場実験   

初めて石灰凝集生活廃水汚泥が施用されたほ場（淡色黒ポク土）の微生物数に関して次のよう  

な結果が得られた（一例として全細菌数の結果を図4に示した）。  

刃
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慮
租
足
羽
 
 

図4 生活廃水汚泥施用土壌の全細菌数（ほ場実験）  

C：無処理区，F：化学肥料区，S：汚泥施用区（15t／ムa）  

1）Ⅰ－2は場の全細菌数以外の全微生物数は，全てのほ場において15t／haの汚泥の施用によっ  

て無処理区の微生物数の2倍以上となり，明確な増加が認められた（図4）。とくに，硝化菌数は，  

著しく増加し，無処理区の4．5－347倍の菌数に達した。有機栄養微生物のなかでは色素耐性細菌  

数の増加が顕著であり（無処理区の3■6－12．5倍），かつ，同細菌数は，ほほ施用塁の増加に伴っ  

て増加することが認められた。   

2）有機栄養微生物数について化学肥料区と汚泥区（15t／ha）を比較すると，全細菌，放線菌  

及びタンパク質分解菌数について，一部のほ場で両区の差が不明確であったが，汚泥区の微生物  

数が化学肥料区を上回った。なかでも色素耐性細菌数は，全ほ場で増加が認められ，化学肥料区  

の2．6～13．3倍に達した。   

3）汚泥施用区の硝化菌数が，化学肥料区のそれを上回る場合、は少なく，ほとんどの場合，両  

区間に大きな差は認められなかった。   

4）Ⅰ－1及びn－2ほ場においては汚泥施用区の放線歯数が，同区の全納菌数と同等ないし   

はそれ以上となったが，他のほ場では，同様の現象は，認められなかった。   

5）有機栄養微生物について無処理区及び化学肥料区の微生物数に対する汚泥施用区（15tノ爪a）  

の増加率（5種の微生物の平均増加率）を求めると，それは4は場で異なり，無処理区及び化学  

肥料区が低菌数であるⅡ－Ⅰほ場の増加率が高いことが認められた。は場間差は，無処理区に対  

する増加率について明確であった。   

以上の結束は，供試汚泥が，自然条件下の土壌の微生物にとって好適な基質であること，有機  

栄養微生物にとっては化学肥料より好適な基質であり，硝化菌にとっては化学肥料と同等の基質  

たりうることを示している。さらに，汚泥の施用に対する土壌微生物の反応が同一土壌から成る  

ほ場においても，ほ場ごとに異っていることも示した。  
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（診 有底枠実験   

汚泥施用後47日目（8月25日）と105日目（10月22日）に微生物数が測定された有底枠実験から  

は次に示す結果が得られた。  

1）汚泥施用後47日目において対照区である化学肥料区の微生物数より明確な増加（2倍以上）  

を示したのは，砂質ニヒの全細菌，放線菌及び色素耐性細菌数，淡色黒ポク土の全細菌，放線菌，  

糸状菌，色素耐性細菌及びアンモニア隠化細菌，沖層土の色素耐性細菌，黒ポク土の放線菌及び  

亜硝酸硬化細菌であった。   

2）同様に105日目では，砂質土の全細菌，放線菌，色素耐性細菌及び亜硝酸酸化細菌，淡色黒  

ポク土の放線菌，タンパク質分解菌及び亜硝酸酸イヒ細菌，沖積土のタンパク質分解菌，窯ポク土  

の放線菌，タンパク質分解菌及び色素耐性細菌であった。   

3）このように汚泥施廟に対する土壌微生物の反応は，淡色黒ポク土で高く，続いて砂質土，  

点ポク土，沖積土の噸序であった。微生物種では，放線菌が高く，続いて色素耐性細菌であり，放  

線菌は，砂質土及び両火山灰土（窯ポク及び淡色窯ポク土）では両測定時とも化学肥料区より明  

らかに増加した。とくに，淡色窯ポク土で顕著な増加を示した。しかし，全紙菌数よりは明らか  

に低菌数であった。   

4）汚泥施用土壌における微生物数は，窯ポク土で多く，砂質土が最低であった。化学肥料区  

の有機栄養微生物数に対する汚泥施用区のそれらの増加率は，微生物数の少ない砂質土及び淡色  

黒ポク土で高く，微生物数の多い沖積土及び黒ポク土で低いことが認められた。   

5）汚泥施用区における微生物数は，2回の測定時間で差が認められ，自然条件下においても  

経時的に変化するものと予想きれる。   

以上二つの実験から汚泥の施用に対する微生物の反応は，土壌の桓類によって果なり，かつ，  

同一の土壌でもほ場によって異なることが示唆きれる結果が得られた。また，供試汚泥施用土壌  

の微生物数が経時的に変動すると考えられる結果も得られた。これらの点を確認すると同時に汚  

泥の連用が土壌微生物に与える影響を解明するための実験が行われた（実験6，7，8）。  

（3）石灰凝集生活廃水汚泥を施用した土壌における微生物教の経時的変化   

石灰凝集生活廃水汚泥が初めて施用された土壌における微生物数の経時変化を明らかにするた  

めの実験は，大型ライシメーターを用いて制御環境下（本報1■）で，実験ほ場を用いて自然条件  

下（本報2）で，それぞれ行われた。   

① 制御環境下における経時変化   

この実験の概要は，表9（実験8）に示したが，汚泥の施用は，54年9月4日に行われ，施用  

罠は，乾物として50t／haという多量であった。  

この実験からは，次に示す結果が得られた。  
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〔微生物数の経時変化〕   

図5に示したように，それぞれの微生物は，それぞれ異なった変化を示し，次のような変動の  

特徴をもつことが明らかにされた。  

1）有機栄養微生物について連続的遷移が認められた。すなわら，全細菌及び色素耐性細菌数  

は，汚泥施用後厄ちに急紗こ増加し，1週目には最高菌数に達した。これらが減少を始めると，  

タンパク質分解菌，放線菌の噸序で増加し，最後に糸状菌が増加した。   

2）有機栄養微生物の変動を個別にみると，  

り全紙菌及び色素耐性細菌数の顕著な変化は，汚泥施用後初期（5週間）に終了した。  

ii）放線菌数は，汚泥施用後2過日まで増加を続けたが，その後長期間（9週間）にわたって高   

い菌数が保たれていた。  

iij）糸状菌数は，なだらかな増加を示し，2週目以降大きな菌数の変化を示きなかった。  

iv）タンパク質分解菌数は，細菌よりやや遅れ，放線菌より少し早く増却ルた。その後は，放線   

菌の変化とほぼ類似の変化を示した。   

3）硝化菌については，施用後3日目に亜硝酸酸イヒ細菌数のピークが認められたが，それ以降  

は，まず，アンモニア酸化細菌数が増加し，続いて亜硝酸酸化細菌数が増加した。硝化菌数の変  

化は，これ以降も繰り返し起こり，全期間にわたって変動した。  

〔無処理区と汚泥施用区の微生物数の関係ブ   

各微生物の平均菌数を基準に対処理区と汚泥施用区の微生物数を比較すると，次のとおりであ  

る。  

1）有機栄養微生物では．全細菌数が60倍，放線菌数が14胤糸状菌数が10倍，タンパク質分  

解菌数が52倍，色素耐性細菌数が65倍であり，色素耐性細菌の増加がとくに顕著であった。   

2）硝化菌数も顕著に増加し，アンモニア酎ヒ細菌数が，76倍，亜硝酸酸化細菌数が539倍と  

なった。このように化学無機栄養微生物である硝化菌の顕著な増加机返送汚泥を施用した土壌  

と同様に認められた。   

3）汚泥廊用から約6か月経過した時点における汚泥区の微生物教と無処理区のそれを比較す  

ると，タンパク質分解菌数は，無処理区の1．8倍にすぎなかったが，他の微生物教は，無処理区  

の8－2．625倍であり，長期にわたっで高い菌数が保たれていた。なかでも，亜硝酸酸化細菌数  

は，著しく高い菌数（2，625倍）を示した。   

54咋度までに行われた汚泥施用土壌に掛ナる土壌微竺物相の解明に関する研究では，タンパク  

質分解菌の計数にHankinら2引が提案した平板塗抹法が用いられた。この方法はその操作がはん経  

であること，流動性のコロニーが形成された場合は，計数不能になること，計数値がしばしばア  

ルブミン寒天培地を用いて計数された全納菌数＋放線菌数の計数値を上垣lること（図5）などの理  

由によってHankinらの方法2印と同一の培地を用いる希釈平板法に改変され，55年度の研究から  

は一瓢の例外を除いてこの方法によってタンパク質分解菌数が測定された。  
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図5 生活廃水汚泥多貴地用土壊における微生物数の経時変化  

（大型ラインメーター実験） 汚泥施用畳 50t／ha  

② 自然条件下における経時変化   

この突鰍士ノ ロー1及び［－2ほ場を用いて行われ，54年度には無処理で柄物が栽培きれた予  

備区に55咋度新たに乾物として3．75，7．5及び15t／haの石灰凝集汚泥を施用して実施された（表  

9）。なお，u1ほ場は，造成以来実験開始までの1年半の間に化学肥料が1回だけ施用きれた  

微生物数の低いほ場であり，［－2は場は，造成以来実験開始までに化学肥料が3臥 堆肥が3  

恒胤用されたu－1は場より微生物数の多いほ場である。このほ場実験の結果を以下に示した。  

〔［－1及び［－2ほ場における微生物数の経時変化〕   

表10に両ほ場の汚泥多罠区（15t／ha）における微生物数の経時変化の特徴を示した。なお，Ⅱ  

－1ほ場の有機栄養微生物及びⅢ－2は場の全微生物数は，少昂区（3．75t／ha）及び中墨区（7．5  

t／ha）においてもほぼ多貴区と類似の変動を示したが，Ⅳ－1ほ場の硝化繭は，施用量によって  
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表10 汚泥初回施用区における微生物数の経時変化－ほ場実験－  

ロ ー1 ほ   場   Ⅶ － 2 ほ   場   

○汚泥施用後，緩やかに増加   ○汚泥施用後，急激に増加  

全 癒 菌       04及び10週目にピークを形成   03及び10週目にピークを形成  

○ピークの高さ 第1≒第2   ○ピークの高き 第1＞第2   

○汚泥應用後，緩やかに増加   ○汚泥施用後，急激に増加  

放  線  菌       ○以後10週目まではぼ一定   01週目にピ」ク形成  

○その後，緩やかに減少   02過日以後緩やかに減少   

○汚泥應用蔭後から増加   ○汚泥施用後やや減少（1週目），以後急増  

02週目から急激に増加   02過日にど一ク形成  

糸  状  菌            03週目にピーク形成，6過日にかけて急減，  04週日にかけて急減  
06週目以降の変化はほとんどない   04週目以降の変化はほとんどない   

○菌数の変動幅は小きい   ○菌数の変動帖は小さい  
色 素 耐 性       ○汚泥彪用後2過日から増加   ○汚泥施用後，起ちに増加   

細  菌  04及び10週目にピークを形成   02～4及び10過巨＝こ■ピークを形成  

○ピークの高さ 第1≒第2   ○ピークの高き 第1＞第2   

○汚泥施用後，3週目から増加   ○汚泥施用後，緩やかに増加  

タ ン パク質       04週目に急増   04週目にど一クを形成   

分  解  菌  ○以後増減を繰り返しながら緩やかに減少  06週目に減少後，緩やかに増加，17週目に  

04週目以降の変化は，放線菌に類似   は，4週目とほぼ同等の菌数となる。   

アンモニア  ○汚泥施用後，2過日以後増加   ○汚泥施用後，出ちに増加  

03，6～8，12週目にピーク形成   02，10－12週目にピーク魯形成  

酸化細菌            ○ピークの高さ 第1≒第2≒第3   ○ピークの高さ 窮1＞第2   

0汚泥鹿用後，2週目以後に増加   ○汚泥施用後，直ちに増加  

亜 硝 厳        04，10週目にピークを形成   02，14週目にピークを形成  

酸化細菌            ○ピークの高き 第1＜第2   ○ピークの高さ 第1≒第2   

異なる変化を示した。   

表10に示したように，．多くの微生物の変動パターンが，両ほ場で異なり，全細菌（図6参照），  

色素耐性細菌，タ・ンバク質分解菌及び硝化菌数の第1のピークが形成きれた時期は，Ⅱ－2ほ場  

がⅡ－1ほ場より早いととが明らかにされた。  

〔両ほ場の汚泥施用区における微生物数〕   

表11に，最高曲数を基準として無処理区あるいは化学肥料区の微生物数と汚泥区のそれとの比  

鮫，及び汚泥施用妄吏と微生物教の関係をそれぞれとりまとめて示した。   

表11に示したように，汚泥施用区の菌数が撫処理区あるいは化学肥料区のそれより多い微生物  

揺の数，並びに汚泥施用塁の増加に伴って菌数が増加する微生物楼の両面からみても両ほ場間で  

差が認められ，いずれもⅢ一1ほ場がⅡ－2ほ場より多かった。この評価の基準を汚泥の施用に  

対する微生物の数的な反応とすれば，Ⅱ－1ほ場におけるそれが，Ⅲ－2ほ場より高いと言えよ  

う。   



ここで両ほ場の無処理区における微生物数を比較すると，全細執 政線蘭及びタンパク質分解  

菌数にはほとんど差が認められなかった。しかし，糸状菌，．色素耐性細菌及び硝化菌数について  

は，善が認められ，いずれもⅡ－2ほ場＞Ⅰ－1ほ場であった。また，54年度の両は場における  

無処理区の微生物数（中朝11）に関しても放線菌，糸状菌，色素耐性細菌及び硝化菌数でⅢ一2  

は場＞Ⅱ－1ほ場の関係が認められた。   

これらの結果は，無処理区の微生物数の低いほ場（Ⅱ－1）における汚泥の施用に対する微生  

物の反応時期は，無処理区の微生物数の多いほ場（Ⅲ－2）よりも遅れるが，汚泥の施用に対し  

て反応する微生物踵は，前者が後者より多いことを示している。このような差が生ずる原因につ  

いての考察は，次項で述べる。   

更に，この実験から有機栄養微生物の巾では，色素耐性細菌の汚泥施用に対する反応が，両ほ  

場とも，もっとも明確であり，その菌数も無処理区及び化学肥料区に対して，最も高い増加率  

（対無処理区］－12．4～5．0倍，［－2 2．2←5．3倍，対化学肥料区ロー11．5～3．1倍，［  

－Z 2．0～4．引告）を示すことが明らかにきれた。したがって，汚泥施用土壌の微生物フロラの  

特徴は，色素耐性細菌にあると言えよう。   

一方，硝化菌では，アンモニア酸化細菌の無処理区に対する増加率が亜硝酸酸化細菌の与れよ  
り高かった。しかし，化学肥料区を＿l二回る場合はなく，両ほ場の亜硝酸酸化細菌数は，全施用鼻  

区で化学肥料区より明らかに低い菌数となり，n－2は場のアンモニア硬化細菌数は，少員及び  

中量区で同様に低い蘭数となった。このようにこの天顔からは，汚泥施用土壌における微生物フ  

ロラの特徴として硝化関の増加を挙げることはできないと考えられる。  

〔制御環境下における微生物の経時変化との退い〕   

前項①で示した制御環境下における汚泥施用土壌（大型ラインメーター実験）の微生物数の変  

動と自然環境下におけるそれを比較すると，有機栄養細菌（全細蘭及び色素耐性細菌）数の変動  

が大きく異なっていた。すなわち，制御環境下での細菌数の顕著な変化は，汚泥施用後初期（5  

週間）にのみ認められたのに対して，自然条件下では，かなり長期（10週間）にわたって細菌の  

変動が認められることである。また，制御環境下では，有機栄養微生物に関して連続的遷移（細  

菌→タンパク質分解閣下放線菌→糸状菌）が，認められたが，ほ場実験では認められなかった。  

きらに，制御環境下では，汚泥施用初期に硝化繭の遷移が認められた。Ⅲ－1ほ場では，同様の  

現象が認められた。］－2ほ場では，初期には両硝化蘭が同時に増減したが，後期（10～14週）  

には，遷移が認められた。   

このような差が生ずる原因としては，汚泥の施用形態の違い（粉砕物＝制御環境下，有姿＝自  

然条件下），施用星の差（50t／ha，3．75～15t／h且），気軋土壊水分などの環境条件の違いが考えら  

れる。これらのうち何が主因でこのような差が生ずるのかに関しては今後の検討課題である。  

（4）石灰汚泥の連用が土壌微生物フロラに与える影響  

これまでに述べた研先の成果は，いずれも汚泥を初めて施用した土壌の微生物フロラに関する  
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表11Ⅲ－1及び［－2は場の汚泥初回施用区における微生物数  

（最高菌数を基準として評価）  

［一1ほ場   Ⅱ－2ほ場   

①全区とも明確な増加を示  色素耐性細菌  
すもの   アンモニア酸化細菌  

②中童区から明確な増加を  放 線 菌   全 細 菌  
示すもの   糸可犬歯  糸 斗犬 菌  

無処理区に  タンパク質分解菌  
対して1〉  し   放 線 菌  

示すもの  アンモニア酸化細菌  
径）全区とも明確な増加を示  全 細 菌   タンパク質分解傑  

きないもの   亜硝酸醒化細菌   亜硝酸酸化細菌  
⑤明らかに低いもの   な  し   な  し   
①少晶区から明確な増加を  し   色素耐性細菌  
示すもの   
②中量区から明確な増加を  糸 状 菌  
示すもの   糸状菌  

色素耐性細菌  
③多量区のみ明確な増加を  

化学肥料区  
し   放 線 菌  

示すもの   
に対しで）  

④全区とも明確な増加を示  全 細 菌   全 細 菌  
さないもの   タンパク質分解菌  タンパク質分解菌  

アンモニア酸化細菌  アンモニア酸化細菌  

亜硝酸酸化細菌  
⑤明らかに低いもの   亜硝酸酸化細菌   アンモニア酸化細菌（少，中ぷ区）  

（全区）   亜硝酸酸化細菌（全区）   

（む施用量の増加に伴って明  し   アンモニア酸化細菌  
確に増加するもの2）   

②施用鼠間差は明確でない  全微生物   放 線 菌  
施用塁と微  糸 斗犬 歯   
生物数  色素耐性細菌  

タンパク質分解菌  

③増加傾向を示きないもの  な  し   全細菌  
亜硝酸酸化細菌   

註1：有機米遅微生物は，無処罠区あるいは化学肥料区の2倍以＿1∴硝化菌は，3．3倍以上の場合，明確な増  

加があるとした。   

2：汚泥の施用昆比（2及び4倍）にほぼ対応する増加を示すもの。   

3：汚泥の施用罠比には対応しないが，施用蛍の増加に伴って増加の傾向を示すもの。   



ものであった。汚泥を毎年あるいは毎作ごとに施用した場合，土壌の微生物はどのような影響を  

受けるであろうか。この点を解明すべく本特別研究では，制御環境下（大型ライシメーター）及  

び自然条件下（ほ場及び有底枠）において汚泥の連用実験が実施された。このうち比較的少歪の  

汚泥を連用した場合に関しては自然条件下（実験6及び7）で，多責の汚泥の連用実験は大型ラ  

イシメーターを用いて制御環境下（実験8）でそれぞれ実施された。   

① は場実験   

比較的少遺の石灰汚泥の施用実験が54年度に開始きれていた］－1及びⅠ㌦2ほ場の汚泥施用  

区に55年度も当初の設計（表8）通りに汚泥が連用されるとともに新規に汚泥を施用した区が設  

けられた。これらの汚泥施用区について55年夏作期間中に土壌微生物数が経時的に計測され，汚  

泥の適用が土壌微生物フロラに与える紗響が明らかにされた（本報2）。  

川－1及びⅡ－2ほ場の汚泥連用区における微生物数の経時変化〕  

l到6に全紙菌数の経時変化を一例として示し，表12に各微生物数の経時変化の特徴をまとめて  

示した。   

表12に示したように，それぞれの微生物は，処理区ごとに異なった経時変化を示した。きらに，  

タンパク質タ）解繭を除く全ての微生物の経時変化について両ほ場間で差が認められた（但し，少  

量区の全細菌及び放線菌こついては，差は認められない）。それは次のような点であった。  

Ⅲ11ほ場  
汚泥3回連用区  

－－4－－一汚泥少鼠区  

‾－●－一化学肥料区 60      ‾－■＞’‾汚泥申昆区 ヰ0  

刀一2ほ場  
汚泥3回連用区  
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図6 生活廃水汚泥連用土俵における全紙菌数の経時変化（ほ場実験）  

汚泥施用貴（乾物）汚泥少舅区：3，75りha，汚泥申舅区：7．5t／ha，汚泥多出区：15りha  
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表12 汚泥連用区における微生物数の経時変化－ほ場実験－  

微 生 物   ］1 ほ   場   ［－ 2 ほ   場   

○全区とも汚泥施用後1週目以降に急激に増加  ○全区とも施用後1過日に減少，その後急増，  
3及び10過日にピークを形成   3及び10週目にピークを形成  

全 細 菌            ピーク高 全区 第1＞第2   ピーク高 少量及び中立年2回区 第1≒第2  
○中，多量区の第1ピークは鋭い  中量年1回及び多量区 第1＞第2   
○少量区の変化は緩やか  

○少量区はほとんど変化しない   ○中量年2回区 2及び10週目に小ピークを形  
放 線 菌        ○中，多量区 施用後1過日以降増加，2－3  成，ピーク高 第1≒第2   にピ 

週目ークを形成，6週目以降の変化はわ  
ずか   

○全区とも施用後2週目以降増加，3週目にピ  ○全区とも1週目に減少，2週目以降増加，  
－ク形成   ○中生年2回区 2過日にピーク形成  

糸 状 菌             ○多望区は10週目に小ピークを形成   ○他区 3週目にピーク形成  

○他区は6週目以降の変化なし   ○全区とも6過日以降の変化なし   

○中屋年1臥多見区 施用後置らに増加，  ○少鼻，中立年2回区 初期の変化はわずか  
○中量年2回，少塁区 施用後1週目以降増加  10過日にピーク形成  

色素耐性               ○中，多量区 2～3及び10過日にピーク形成  ○申童年2回，多量区 3及び10題目にピーク   

細   菌  ○少量区 3週目のみピーク形成，6週目以降  形成  
の変化小  ピーク高 弟1≒第2   
○ピーク高弟1＞第2  

○少哀区 緩やかに増減，8及び14週目にピー  ○少蓑区 明確な変化なし  
ク形成，ピーク高 第1≒第2   ○中量年2回区 3及び8週目にピーク形成  
○中員年2回区 3過日から急増，4及び＆遍  ピーク高 第1≒第2  

タンパク閂 解                       目にピーク形成，以後緩やかに減少（ピーク  ○中鼻年1回区 2週目以降増加，3週目以降  
分菌                             裔 第1≒第2）   ほぼ一定  

○中量年1回区 緩やかに増減，4，10，14過  ○多皇道区 2過日以降増加，8週目にピーク形  
目にピーク形成（ピーク高同等）  成，その後減少，10過日以降はば一定   
○多量区施用直後から増加，4過日にピーク  
形上丸8～10過日に小ピーク形成，以後減少  

○少量区 施用後迫らに増加，2及び4週目に  ○少毘及び中量区1週目に減少，2過日以降  
ピーク（第1く第2），以後減少   増加  
○中量年2回区 施用後寝ちに増加，2及び4  ○多品区 施用後直ちに増加  
過日にピーク形成（第1＞第2），以後減少  ○少量区 3及び10週目にピーク形成（第1≒  

アンモニア                          ○中量年1回区 施用後1過日から増加，2及  第2） ○蛍年 
酸化細菌   中2回区4及び10過日にピーク（第1    び4週目にど一ク形成く第1＜第2），以後械  少  ＞第2）  

○多望区施用後厄ちに増加，1及び4過日に   ○申墨年1回区4及び10過日に虻㌧ク（第1  
ピーク，8～10週目に小ピーク（第1≒第3  
＜第2），以後減少   ○多昆区2，4，10週目にピーク（第1≒第  

2≒第3）   

○全区とも施用後1週目に減少，2週目から急  ○少塵区 3週目まで施用直後と同一菌数，以  
増   後減少，6週目以降増加，8及び14週目にビ  
○少壁，中屋年2匝Ⅰ区 3及び10過日にピーク  一ク（発1≒第2）  
（第1≒第Z）   ○中毘年2恒】区1過日に減少，以後増加，3  
○中表年1回区 3及び14週目にピーク（第1  －4，10及び14週馴こど一ク（第1＜弟2≒  

亜 硝 酸                              ≧第2）   第3）   

酸化細菌  ○多量区 3，10及び14週目にピーク 儒1≒  ○巾封年1回区 施用後起らに増加，1，4，  
第2＞第3）   8及び14遇即こど一ク（第2≒第4＞第1＞  

第3）  

○多良区施用後世ちに増加，1，3－4及び  
14週目にピーク（窮2＞第3＞窮1）   

－3（トーー   



1）全細菌数 Ⅱ－1は場では，汚泥施用後初期（0～6遇）の変化が後期（6～12遇）に比  

べて著しい。これに対してⅠ一2は場では，雨期とも同様の変化を示した。   

2）放線菌数 Ⅰ－1ほ場のそれは，初期にのみ顕著な変化を示したが，Ⅱ－2ほ場では全期  

を通じて変化に乏しい。   

3）糸状菌数 両ほ場とも初期のみ変化を示したが，Ⅱ－1ほ場における変化がロー2ほ場の  

それより大きい。   

4）色素耐性細菌数 ［一1は場では初期における変化が顕著であるが，Ⅰ－2ほ場では，後  

期の変化が大きい傾向にある。   

5）硝化菌数 施用童ごとにそれぞれ異なっており，全処理区を通じて共通の相違点はない。   

以上のように，タンパク質分解菌以外の有機栄養微生物に関する共通の相違点は，Ⅲ－1ほ場  

の初期（0～6週）における変化がⅢ－2は場のそれより大きいことである。しかし，汚泥初回  

施用の場合に認められた全細軌糸状蔚及び色素耐性細菌数が最初のピークに達する時期が両ほ  

場間で異なる（］一2ほ場で早い）という現象は，連用区では認められず，前記の微生物は，は  

ば同時に最初のピークに達することが明らかにされた。一方，硝化菌数が最初のピークを形成す  

る時期を比較すると．アンモニア酸化細菌数では全区ともⅣ－1ほ揚が早かった。中量年1回及  

び多長吉区の亜消燈酸化細菌数は， Ⅱ－2は場が早く最初のピークに達したが，少塁区のそれは逆  

にⅢ一1ほ場で早く，中晃年2回区では同時に最初のピークが形成されるというように施用是に  

よって異なることが明らかにされた。  

〔汚泥連用区の微生物数〕   

両は場の微生物数を比較すると全細菌及びアンモニア酸化細菌数についてほ場間差が認められ，  

両者ともロー1ほ場＞n－2は場であった。しかし，他の微生物数については明確な差は，認め  

られない。   

無処理区及び化学肥料区の微生物数と連用区のそれを比較した結果を表13に示した。これによ  

るとロー1ほ場では，少昂区の全細菌数が無処理区と明確な差を示きなかった以外は全区で無処  

理区より高い菌数を示した。なかでも硝化菌と色素耐性細菌の菌数の増加率が高く，アンモニア  

酸化細菌が，20～54倍，亜硝酸酸化細菌が7～21倍，色素耐性細菌が5へ－14倍に達した。また，  

同ほ場においては，硝化菌及びタンパク質分解菌以外の微生物は，化学肥料区より明らかに高い  

菌数を示した（少昂区の全細菌を除く）。とくに色素耐性細菌の増加率は，3～9倍ともっとも顔  

著であった。さらに，放線菌の増加率は，この菌に次いで高いことも明らかにきれた。   

これに対して，Ⅲ－2ほ場の汚泥区の微生物数で全区とも無処理区及び化学肥料区より明らか  

に高い菌数を示したのは色素耐性細菌だけであり，微生物の反応が両ほ場間で異なることが明ら  

かにされた。この色素耐性細菌数の無処理区及び化学肥料区に対する増加率は，それぞれ2．5～  

5．5倍，2．3～5．1倍であり，増加率もⅢ－1ほ場より低い。   

汚泥の施用塁（55年度実験開始直前の施用量）と微生物数の関係を同じくごミ13に示した。これ  

によると両ほ場とも施用塁の変化に伴って微生物数が明確に変化する場合は少ない。   



表13 ロー1及び［－2は場における汚泥連用区の微生物数  

（最高菌数を基準として評価）  

］－1は場   Ⅲ－2ほ場   

①全区とも明確な増加を示  色素耐性細菌  
すもの   糸状菌  

色素耐性細菌  
タンパク質分解菌  
硝化菌  

②中昂年1回区から明確な  全 細 菌   全 紙 歯  
無処理区の   タンパク質分解菌  
微生物数に  アンモニア酸化細菌  
対して1〉  

（∋多義区のみ明確な増加を  な  し   放 線 菌  
示すもの  糸 状 菌  
④全区とも明確な増加を示  し   亜硝酸靡化細菌  
さないもの   
⑤明うをゝに低いもの   な  し   な  し   
①全区とも明確な増加をホ  色素耐性細菌  
すもの   糸状菌  

色素耐性細菌  
②中屋年1回区カさら明確な  全細菌（この区のみ増）  

増加を示すもの   
③中量年2回区から明確な  し   な  し  
増加を示すもの   

化学肥料区   
の微生物数 j  
に対しで  

⑤全区とも明確な増加を示  タンパク質分解菌  放 線．繭  

きないもの   亜硝酸酸化細菌   タンパク質分解菌  
アンモニア懐化細菌  
亜硝酸酸化細菌  

（◎明らかに低いもの   東硝酸酸化細菌   アンモニア硬化細菌（少鰯区）  
（少，中墨年2回及  

び多量区）   

①施用量の増加に伴って明  な  し   亜硝酸厳化細菌  
確に増加するもの2－  （施用罠の増加率以上の増加）  

（a施用壁間差は明確でない  全 細 菌   糸 状 菌  
が増加傾向を示すもの3）  糸状菌  

施用貴と微  
色素耐性細菌  

色素耐性細菌  
生物数  

③増加傾向を示さないもの  放 線 菌   全 細 菌  
タンパク質分解菌  放 線 菌  
アンモニア酸化細菌  タンパク質分解菌  
亜硝酸酸化細菌   アンモニア酸化紳菌   

証1，2，3：表11の胸証参照  
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以上に示したように汚泥の施用に対してもっとも高い反応を示す微生物は，色素耐性細菌であ  

るといえよう。  

〔汚泥の連用が微生物の経時変化に与える影響〕  

前項で述べたⅢ－1ほ場の汚泥初回施用区における微生物数の経時変化と連用区のそれを比較  

すると，次のような相違が認められた。  

1）全ての微生物は初回施用区と違ったパターンを示すこと0   

2）連用区の全納鼠色素耐性細菌及び硝化菌は，初回施用区のそれらより早く最初のピ‾ク  

に達すること，すなわら，運用によりこれらの微生物の増加が早まること。   

3）少量区を除く中，多量区の放線菌及びタンパク質分解菌は，汚泥施用初軌こ明確なピーク  

が形成されること。   

4）中，多良区の全細菌数の第1のど一ク及び刹犬歯のピークは・初回施用区のそれらより著  

しく鋭いものであること。   

5）全細西燕びアンモニア髄化細菌の顕著な変化は，汚泥施用初期（6週間以内）に終了する  

こ上、   

丑一2は場については，次のような相違点が認められた。  

1）連用区においては，汚泥施用後1週目に菌数の減少が認められたが，初回区では認められ  

ないこと。   

2）遁帽区の糸状菌数の変動幅は，初回区より小さく，かつ，連用区においては，施用直前の  

菌数より増加しないこと。   

3）多量及び中量年Z回区のタンパク質分解菌数の変化が，汚泥の連用によって明確になるこ  

と。   

4）硝化菌数は，施用量あるいは施用回教によって異なった変動パターンを示すが，連用によっ  

て変動幅が大きくなること。   

以上のような相違点が篭められたものの，Ⅲ一2ほ場においては，m－1ほ場で認吟られた汚  

泥の連用によって全細胤色素耐性細菌及び硝化菌の増加が早まるという現象は認められなかっ  

た。また，放線菌及び色素耐性細菌数に関しては，連用の影響が認められない。このように汚泥  

の連用が微生物の経時変化に与える影響もは場によって異なることが明らかにされた。  

〔汚泥の連用が微生物数に与える影響〕   

汚泥の連用が各微生物数に与える影響を，最高菌数を基準として評価すると，Ⅱ－1ほ場にお  

いては，全細蘭，糸状胤色素耐性細菌及び硝化菌の最高菌数は，汚泥の連用によって増大する  

傾向が認められ，このうち全細菌，糸状軋色素耐性細菌及びアンモニア酸化細菌のそれは，汚  

泥の多塁（15t／b）の連用によって顕著な増加（それぞれ3，2．3，5．5倍）を示すこと，これに  

対して放線菌数（最高菌数）は，連用によっても菌数がほとんど増加しないことが認められた。  

一九 Ⅲ一2ほ場においては，有機栄養微生物では，連用区と初回区の間に菌数の差がほとんど  

見られず，アンモニア酸化細齢ま，中童3回施用区が同初回区よりやや高い程度であった。亜硝   



酸酸化細菌は，少量区を除く連用区において初回区より高く，多量区の同菌は連用により明らか  

に増加（4．6倍）した。   

以上が実験ほ場を用いた実験の結果である。この実験によっていくつかの興味深い事項が明ら  

かにされた。   

その第1は，汚泥の施用に対してもっとも鋭敏に反応する有機栄養微生物は，色素耐酢細菌で  

あるということである。この細菌は，土壌の栄養状態を反映していると言われている漁。汚泥施  

用土壌においてこの細菌が鋭い反応を示すということは，土壌の栄養状態が汚泥の施用によって  

改善きれたと言える。換言すれば，色素耐性細菌の反応を調値することで施用された汚泥が土壌  

の栄養状態に与える影響の大きさを評価する・ことができるものと考えられる。   

第2は，硝化菌数の増加である。硝化菌は，化学無機栄養細菌であり，その増殖に有機物を必  

要としない。汚泥施用土壌においては，後述（本報13）するように汚泥中の炭素の分解によって  

炭酸ガスが発生し，有機態窒素の無機化によって無機憩室素（NH．－N）が生成される。これら  

は，硝化菌の基質であり，これらによって硝化菌の増加が起こったものと考えられる。この硝化南  

の増加は，植物への窒素の供給という面（畑作物は，硝酸態窒素を好むものが多い）からは有利  

なことであるが，硝慨態窒素は，土壌から潜脱される。これは，今後問題となる点である。   

第3は，汚泥の施用に対する微生物の反応がほ場によって異なるという点である。笑顔に使用  

した2は場は，同時期に造成きれた淡色窯ポク土（丸山統）のほ場であり，互いに隣接している  

（写真2）。その基本的な相違点は，実験開始までの施肥歴にある。すなわち，Ⅰ－1は場は，造  

成以来実験開始までの1年半の間に化学肥料が1回施用され植物が栽培されていた。一方，［－  

2ほ場は，化学肥料が3同，堆肥が3回施用きれた。実験開始時におけるⅢ－1ほ場の土壌微生  

物フロラは，貧弱であったと考えられる。これに対して堆肥が施用された［－2は場では摘広い  

フロラが形成されていたと考えられる。これらのは場に汚泥が施用されると，Ⅲ－2ほ場では，  

汚泥中成分を基質として生育できる微生物が甫ちに反応する。しかし，このほ場では，幅広いフ  

ロラが形成されているために汚泥を基質とする微生物の極端な増加は起こらない，すなわち，汚泥  

を基質とする微生物中心のフロラは形成されないものと考えられる。一方，Ⅰ－1は場において  

は，微生物フロラが貧弱なために汚泥の施用に対する反応が遅れたものと考えられる。しかし，  

そこでは汚泥を基質として生育する微生物中心のフロラが形成される。そこへ汚泥が連用される  

と鋭い反応を示すようになる。事実，Ⅰ－1ほ場では，多くの微生物について汚泥の適用によっ  

て微生物数の増加時期が早まり，かつ，数が増加することが認められたが，Ⅲ－2ほ場では認め  

られていない。これが汚泥の施用に対する微生物の反応が両ほ場で果なる原因であると推察する。  

この推察を裏付けるためには，さらに連用を続けた場合の変化を追跡する実験や確認のための実  

験が必要である。  

② 有底枠実験  

以上に述べたほ場笑顔と同時に55年度は，4楳類の土壌（砂質二L淡色黒ポク土，沖積土，黒  
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ポク土）が充てんされた有底枠を用いて，汚泥連用土壌における微生物数の経時変化が追跡され  

た（本朝3）。この実験に用いられた有底枠には，54年度から石灰汚泥の施用試験が開始されてい  

たことはすでに述べたとおりである。55年度は，さらに汚泥の連用を繰り返し，春から夏（夏季），  

秋から翌年の春先（冬季）までの土壌微生物数の変動が追跡された。本項では，春（4月28日汚  

泥施用）から夏（8月16日）までの微生物数の経時変化を調査した結果を述べる。なお，本実験  

は，4．2．2に示した理由により植物を栽培しない裸地で行った。  

〔土盛微生物数の経時変化〕   

図7に一例として全納菌数の経時変化を示し，表14に全微生物の経時変化の特徴を示した。図  

7及び表14に示したように，全ての微生物が土壌によってそれぞれ異なった変動を示した。最も  

顕著な変化は，黒ポク土で認められ，最も変動の乏しいのは砂質土であった。しかし，色素耐性  

細菌は砂質土でも顕著な変化を示した。沖積土における放線菌は，他の土壌に比べるとごくわず  

かしか変動しなかったが，他の有機栄養微生物や硝化繭は著しい菌数の変動を示した。淡色窯ポ  

ク土の有機栄養微生物及び硝化菌の変動は，汚泥施用初期にのみ認められた。この結果は，亜硝  

酸鮒ヒ細菌を除いて前述のⅡ－1は場の汚泥連用区で得られた結果と一致していた。   

汚泥の施用に対する各微生物の反応時期，すなわち，最初のピークを形成する時期についてみ  
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図7 汚泥連用土壌における全細菌数の経時変化一夏季一  

汚泥施用克（乾物）：7．5t／h且  
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表14 生活廃水汚泥を連用した4樫の土壌における微生物数の経時変化 一有底枠笑顔－  

微 生 物   砂  毘  土   淡 色 黒 ポ ク 土   神  官  土   窯  ポ  ク  土  

○汚泥施用後厄ちに増れ1及び4過日ほ  0施用後置らに増弧1眉目に小ピーク，  ○施用後1日ちに増加，1週目にど一ク形成（最  ○施用後厄ちに増加，1週目にピーク形成，  

ピーク形成（第ユ≒第2）   4j頃日にピーク（最高蔚数）形成   高菌数），以後急減   2遇目に急減，3過日から急増，β週目ほ  
06週目以降緩やかに減少，1胡乱∃以降緩  08週目まで急減，以後一定菌数   03週目に急増，以後8過日まで緩やがこ瑚n  第2のピーク形成（ピーク応第1＞第2）  

やかに増加  ○その後は急減   ○以後急減，14眉目から再び増加   

○施用後3過日以降に増弧 6週目にピー  ○施用後3週目以降に増加，6週目にピー  0施用後1j題目に増加   ○施用後1週目に急増しピーク形成  

ク形成，以後減少   ク形成，以後急減   0小過目まで一定   OZ過日に減少後，3週目から急増  
放 線 菌                     014題目以障再び増加   01Z眉目から再び増加，14週目に小ピーク  06眉目にピーク形成   06週目にピーク形成（君1＜第Z）  

形成   08～12過日まで一定，以後減少   D8週目に急減，以後一定   

○施用後8週日までほほ一定   0施用後2日目は施用前1〉より著しく低い  ○施用後2日目は施用前l－より苦しく低い菌  ○施用後2日目は施用前1－より苦しく低い歯  

08過日以降増加   菌数   数   数  
糸 状 菌  014過日にど－ク形成，以後急減   0施用後2日日以降に増血 2及び4i頃日  02［柑以降に増加，1過日にピーク形成，  01週目に急増，その後3週目まで一定  

にピーク形成（第1＜窮2），以後急械  2週‡引こ急減，3題目から緩やかに増加  04過日にピーク形成，以後減少  
012過日から再び増加   08及び14遇削こど一ク形成  014週目に急増しど－ク形成（ピーク高第  

0ピーク高第1≒第2≒第3  1＞第2）   

○施観後直ちに増加   0施用後泣らに増加   0施殉後試ちに増加   ○施用後但ち忙増加  
色素耐性           ○ユ及び4週目にピーク形成僑1＞昂2）  ○ユ及び6題目にピーク形成（願1≒第2）  01i頭即こど一ク形成，2週目に急減   01及び4遇且にピーク形成，以後減少   
細   菌  以後減少．12週目から再び増加   08週日に急減，以後－▲定   04過日から再び増瓜6i当日に小ピーク形  

成．8週目に減少，以後ほぼ】定   ○ピーク高第1＞第2＞第3   

○施用後2日目は施用前‖より著しく低い  ○施用後薗らに増加   0施用後寝ちに増加   ○施用後2日日は施用前1〉と同一菌数  

タ ン ペク  菌数   02［】臼及び4週日にピーク形成   02日目が駐高菌数，以後2遇削こかけて急  02日日が最高函軌以後2週目にかけて急減   
06題目まではば一定，その後戒少   （第1≒第2），以後減少   減，その後】g過日Jこかけてわずかに増加，  ‡三．    ＝＝    ■〒‾     ’  

質分解菌                        014遇削こ施用後2日目のレベルに増加  14過日に再び急減   0以後穏やかに減少，14過日に再び増加し小  
ピーク形成   

○施用後2日日は施用前1■よりやや減少  0施用後迫らに増加，2及び4過日に鋭い  ○施用後2日日は施用前＝より低い菌数  ○施用後2日目は施用前1■より低い菌数  
アンモニア           06過日にかけて緩やかに増加，以後援や  ピーク形成（第1≒第2），以後6週目に  06週目まで小きな増減を繰り返す   01及び3月目にど【ク形成，4週目に急減   
酸化細菌  かに械少   かけそ急減，8週目にわずかに増弧以  08眉目以後急増，1創動冒にピ㌧ク形成以後  06－1Z題目までほぼ一7乙14題目に第3の  

後一定   急減   ピーク形成，ピーク高 第1≒第3＜第2   

○施用後厄ちに増加   0施用後償ちに増加   ○施用後置らに増加   ○施用後12過日まで施用前l■とほほ順一－  

！≡・ ‾ 葎           01通日にピーク形瓜 2月目に急減  01週目にピーク形脱，以後急減   02日－1週日及び3週目にピーク形成  014週日に急増しピ→ク形成   

酸化細菌  03週目以降ほぼ一定   06題目以降ほぼ一定   0ピーク高発1＜第2  

○以後急減，6週日以降一定   

註1：汚泥施用1腔周（4月12日）の微生物数（図7参照）   



ると，全納執政線菌及び色素耐性秘跡こついては，土壌間差は認められず，それぞれ施用後1過  

日に最初のピークに遷した。糸状菌については，淡色黒ポク土以外の3土壌では他用後1週目に  

ピークに達し，淡色黒ポク土では，2週目にピークに達した。しかし，この土壌の糸状菌は，Z  

週目と3週目の菌数差が少ないことから，糸状菌についても4土壌ともほぼ同時期に汚泥の施用  

に反応するものと考えられる。タンパク質分解歯数は4土壌とも施用後2日目にピークを形成し  

た。この微生物の測定は施用後2日目のみ4．3．1．2（3）で述べたHankinら鵠lの塗抹平板法によっ  

て行い，それ以降は，希釈平板法で測定している。このために2日目が高菌数を示したものと考  

えられる。2巨目以降についてみると砂質土で6遇臥他の土壌で4週目にピークが認められ，  

砂質土において遅れるものと考えられる。このようにタンパク質分解菌以外の有機栄養微生物は，  

ほほ同時に汚泥の施用に対して反応すると考えられる。黒ボク土のアンモニア酸化細菌は，1週  

目に，淡色黒ボク土の同菌は2週目に最初のピークを形成した。沖積士の辞硝酸酸化細脚ま，1  

週目に他の3土壌のそれは，2週目にそれぞれ最初のピークを形成した。古削ヒ掛乙ついては，汚  

泥施用初期に火測（砂質土1週目のアンモニア願化細菌，黒ポク土の1週目の亜硝酸酸化細菌）  

があり，正確な比較はできないが，前記のように土壌によって反応が異なるものと推測される。   

次に各微生物が最高菌数に達する時期，すなわら，汚泥の施卿こ対して最高の反応を示す時期  

を4土盛で比較してみると，紗質土，沖積土及び黒ポク土の全細菌と色素耐性細菌は，汚泥施用  

後1週目に最高菌数を記録し，淡色黒ポク土の全納動ま4週目に，色素耐性細菌は6過日にそれ  

を記録した。4土壌の放線菌は，虎用後6週目に一斉に最高菌数に達した。一万，淡色黒ポク土  

及び黒ポク土の糸状菌は4週目に，沖積土では1週目に，砂質土は14週目にそれぞれ最高歯数を  

示した。このように有機栄養微生物が最高の反応を示す時期に差が認められる場合があることが  

明らかにされた。一方，硝化俄については砂質土と淡色窯ポク土の亜硝酸酸化細菌が同時（2週  

目）に最高菌数に達したもののほとんどの場合，各土壌で異なった時期に最高菌数に達すること  

が明らかにされた。  

〔各土壌の汚泥施用区における微生物数〕   

表15に最高潮数を基準として化学肥料区の微生物数と汚泥施用区のそれとを比較した結果を示  

した。   

表15に示したように，化学肥料区に対して明確な増加を示す微生物は，砂質二王：が最も多く，続い  

て淡色黒ポク土，沖積土であり，黒ポク土がもっとも少ない。全土填で共通して明解な増加を示  

す微生物は，全細繭及び色素耐性細菌であった。この2種の微生物について，化学肥料区に対す  

る増加菌数をみると，黒ポク土が最も高く，砂質土が最低であった。一方，化学肥料区の歯数に  

対する増加率をみると，全細菌については土壌闇で大差はないが色素耐性細菌数については，黒  

ポク土が低いことが明らかにされた。   

硝化繭については，化学肥料区より明らかiこ高い菌数を示す場合は，全く認められず，淡色黒  

ポク土のアンモニア酸化細菌は，化学肥料区より明らかに低い菌数となった。   

以上のように，この実験からは汚泥を施用した各土壌における微生物の変動パターンは，土壌  
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表15 生活廃水汚泥を連用した4種の土壌における微生物数（夏季）  

⊥有底枠実験－  

化学肥料区に対し   増  加  率  化学肥料区より  
土  壌    増加菌数  明らかに低い菌  

す微生物＝  菌数／g乾土  教を示す微生物1）   

全 細 菌   10．0×100   2．4   

放 線 菌   4．7×108   8．5  

砂 質 土  10．7×10‘   3．2  な  し  
タンパク質分解菌  3．2×106   2．4  

色素耐性細菌   3．3×100   4．3   

全 細 菌   37．4×106   3．3   アンモニア  
淡色黒ポク土  17．8×10‘   2．1  

色素耐性細菌   10．9×10－   3．4   
酸化細菌  

全 細 菌   61．4×10●   2．3   

沖 積 土  2．3  な  し  
色素耐性細菌   27．4×10■   3．2   

全 細 菌   91．6×10l   黒 ポク 土  3．4   

色素耐性細菌   
な  

32．5×10‘   2．3  
し  

註1：表11の脚註を参照  

によって異なり，かつ，汚泥の施用に対して明確に反応する微生物の種類も土壌によって違って  

いることが明らかにされた。しかし，全土壌を通じて共通の点は，汚泥の施用に対して明確に反  

応するものは，全細菌及び色素耐性細菌であるということであった。とくに，後者（色素耐性細  

菌）は，全土壌で明確な経時変化を示したことから，これら4土壌に共通した特徴として挙げら  

れよう。   

③ 大型ライシメ肌タ一美願   

以上は，比較的少塁の汚泥を連用した自然条件下の土壌における微生物フロラの変化であった。  

55年度は，これらの研究に加えて多塁（乾物として50t／ha）の石灰汚泥を連用した淡色窯ポク土  

における微生物教の経時変化が制御環境下で追跡された（本報1）。この研究は前項で述べた大型  

ライシメーターの汚泥施用区に石灰汚泥を連用（2，3回目施用）する形で実施された。この実  

験の結果を表16に示した。また，全納菌数の経時変化を図8に示した。なお，汚泥初回施用の場  

合の微生物数の変動は，前項①で述べた。  

〔汚泥の多量連用が土壌微生物数の経時変化に与える影響〕   

図8（汚泥の初回施用時）と表15に示したように，土壌微生物の経時変化は汚泥の多昂連用に  

よって次に示す影響を受けることが明らかにきれた。  

1）全細菌数 全細菌が最高菌数に達すろ時期は，1同日より2回目が早くなった。しかし，  

2回目と3回目の差は認められず，同時（3日目）に最高菌数に達した。最高菌数に達した後の  
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図8 汚泥多量連用土壌における全細菌数の経時変化一大型ライシメーター実験一  

汚泥商用舅（乾物）：50tノha   

菌数の減少は，3回目が最も早く，汚泥の施用回数の増加とともに減少時期が早まった。汚泥施  

用後期（6過）以降の菌数も汚泥の連用によって減少した。とくに，2回目は初回より著しい減  

少を示した。また，連用の場合は，6週目以降の菌数の顕著な変化は認められなくなった。   

2）色素耐性細菌 汚泥施用後，最高菌数に達する時期及びその後の菌数減少については，全  

細菌と全く同様である。しかし，6週目以降の菌数につし∵ては，全細菌のような顕著な連用の影  

響は認められない。   

3）放線歯数 汚泥施用後第1のピークを形成する時脚ま，汚泥の施用回数の増加とともに早  

まった（14日，11日，3日目）。また，菌数の変動が単純になり，かつ，短期間で終了した。きら  

に最．キ菌数も施用間数の増加とともに低下の憤向を示し，2回目施用後の歯数は，1回目より著  

しく減少した。しかし，2回目と3回目の差は初期（3週目まで）のみ認められた。   

4）糸状菌数 汚泥施用後3過日以後については，連用の影響は，菌数の変動の頂からも，菌  

数の面からも認められない。しかし，施用後3週目までの変化は，運用の影響を明確に受けた。  

とくに，21萱l目の施用後における変化が最も顕著であり，施用後1週目に鋭いピークを形成した。  

3恒†目の施用後の変化は，初回及び2回目より早まるが，菌数の変動は，もっとも小幅であった。   

5）アンモニア酸化細菌 菌数の増加時期及び施用後最初のピークを形成する時期は，2回目  

が1回目より早いが，2「亘】目と3回目の間に差は認められなかった。また，適用国数の増加とと  

もに変動のパターンが単純化し（ピークの数が減少），変動が認められろ期間が短くなった。   

6）亜硝懲酸化細菌 施用後初期については，連用による差が明確でないが，後期（6週目以  

降）の変化は，施用回数の増加に伴って小さくなる。すなわち，アンモニア酸化細菌と同様に，  

その変化は，施用後初期にのみ起こるようになった。   

このように多量の汚泥を連用した淡色黒ボク土における微生物数の変動は，汚泥施用後短期間  

に起こるようになることが明らかにきれた。また，多くの微生物で連用によって施用後後期の菌数  
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表16 生活廃水汚泥の多量連用土壌における微生分数の経時変化  

一大型ライシメーター実験－  

微  生  物   汚泥施用 2 回 目   汚泥施用 3 回 目   

○施用後厄らに増加   ○施用後世ちに増加  
○施用後3日目に最高菌数   ○施用後3 日日に最高歯数  

全  細  菌             0その後2週日にかけて急減   ○その後6日目にかけて急減  

05週目に小ピーク形成   04週目に小ピーク形成  

06週目以降緩やかに減少   ○以後緩やかに減少   
○施用直後（30分）は施用前より高い歯数，  ○施用直後は施用前より増加  

1過日に減少   ○その後1日目に減少  

放  線  菌            011日日に急増ピーク形成（最高歯数）   03日臥10日目及び4週目（最高菌数）に  

03過日に急増第3のピーク形成   ピーク形成  
04週目に急軌 以後緩やかに減少   ○その後緩やかに減少   
○施用後廼ちに増加   ○施用後わずかに増加  
01過日ピーク形成（最高菌数）   03日目に小ピーク形成  

糸  斗犬  繭            03週目に小ピーク形成   ○その後2過日にかけて減少  

○以後小きな増減を繰り返すがほぼ一定   04週目にど一ク形成（最高菌数）  

○その後緩やかに減少   
○施用面後に最高歯数を示し，その後2週目  ○施用後厄らに増加  

タ ン パク質       にかけて急減   06日臼にピーク形成（最高菌数）   

分  解  菌  03，6及び10題目にピーク形成   03～4週目にもピーク形成，以後減少  

○以後緩やかに減少   020過日に再び増加   

○施用後南ちに増加   ○施用後直ちに増加  
色素耐性細牒       03日目（最高菌数），3及び5週目に   03日目（最高菌数），10日目にピーク形成  

○ピーク形成，以後減少   02週目に急減，以後小さな増減を示す   

0施用後備ちに増加   ○施用後蹟ちに増加  
ア ン モ ニ ア       03日目，3及び7週目にピーク形成   03日計及び2過日にピーク形成   

靡 化 細 菌  ○ピーク高 第1≒第2≒第3   ○ピーク高 訝1＜第2  

08週目以後の変動は少ない   04週目以降の変動は少ない   

○施用後直ちに増加   ○施用後直ちに増加  
亜硝酸駿化細菌       01，3（最高菌数），6及び10週目に   06日目，4及び1根引∃にピーク形成  

ピーク形成（第2＞第4＞第1＞第3）  ○ピーク高 第1＞第2＞第3   

が減少する低向が認められた。なお，タンパク質分解菌数については，1回目と2及び3回目の  

測定方法が異なるために比較しなかった。  

〔微生物数に与える影響〕   

汚泥連用土壌の各微生物数は，初回施用時と同様に無処理区に比べて著しく高い菌数を示した  
（最高菌数で比較）。無処理区に対する増加率をみると，全細菌及び硝化菌数は，汚泥の施用回数  

の増加に伴って，増加率が＿1二昇した。色素耐性細菌のそれは，大幅に変動しなかった。放線菌の  

それは，2回目に著しく＿l二昇したが，3回訓こは顕著に低下した。糸状菌のそれは，1回目と2  
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回目は差がないが，3回目には著しく低下した。放線菌及び糸状菌の最高菌数は，3回目に著し  

い低下を示した。このように，汚泥の多貴連用は放線菌及び糸状菌に対しては，抑制的に働き，  

全細菌及び占削ヒ菌など細菌中心のフロラに土壌微生物フロラを変えるものと考えられる。  

〔自然条件下における汚泥連用の影響との比較〕   

前項①（は場実験）で示した自然条件下における微生物数の経時変化に対する汚泥の連用の影  

響と比較すると次のような類似点と相違点がある。   

大型ライシメーター実験と同様の連用の影熟ま，正一1ほ場の全細菌，放繹菌，糸状菌及びア  

ンモニア酸化細菌について認められる。しかし，ロー2ほ場においては全く認められない。これ  

らの実験に用いられた土壌は，いずれも淡色黒ポク土である。大型ライシメーターに充てんされ  

た土壌は，旧畑地の土壌であるが充てんまで数年間放招きれ雑草が生育していた地点から採取し  

た。また，採取にあたらては，表層0～5cmの土壌を取り除いて5～40cmまでを表土として採取  

し，これでライシメーターの表層土を形成させた。土壌充てん後汚泥施用まで施肥は，全く行わ  

れておらず，植物は陸稲が一度だけ栽培された。実験閲姶時（汚泥施用亀後）の無処理区の微生  

物数と，両ほ場の無処理区における54咋度の微生物数（実験5，中報11）を比較すると多くの微  

生物について，大型ライシメーターの土壌のそれが，丑一2ほ場より低く，むしろⅡ－1ほ場の  

菌数に近い偵を示した。このように，大型ライシメーターの土壌の微生物フロラは，Ⅲ→1ほ場  

に近い斗犬態にあったものと考えられ，それが，汚泥の連用が微生物フロラに与える影響に共通性  

を示した原因であると考えられる。  

（5）冬季における微生物フロラの経時変化   

前項（4）に示した自然条件下における微生物フロラに関する実験は，いずれも春から夏及び秋に  

かけての変化に関するものであった。汚泥の施用は，冬作物の栽培前に行われる場合もある。そ  

こで本特別研究においては，冬作期間中の汚泥施用土壌における微生物フロラに関する研究が行  

われた（本報2及び3）。この研究は，Ⅱ－1ほ場及び有底枠を用いて行われたが，施用汚泥は，  

表8に示した昭和55咋採取汚泥が用いられた。  

（D ほ場実額（本報2，実験6）   

ほ場実玖は，Ⅱ一1ほ場を用いて行われ，その微生物数は，無処理区，化学肥料区，汚泥少量  

施用区（咋Z回施用）及び汚泥中貴年2回施用区について測定された。この実験で得られた結果  

のうら全細俄及び色素耐性細菌数の経時変化を図9に示し，汚泥施用区における全微生物の経時  

変化の特徴を表17に示した。  

〔冬季における微生物数の経時変化と微生物数〕   

表17に示したように汚泥施用区の微生物は，冬季において次のような特徴を示した。  

1）放線軌 糸状菌及びタンパク質分解菌教は，ほとんど変化しない。   

2）全細菌及び色素耐性細菌数は，汚泥施用初期（10月下旬から11月下旬）と後期（2月中旬一   



3月中旬）に顕著に変化する（図9）。   

3）硝化菌は，施用後初期，中期（12月中旬）及び後期にど一クを形成し，菌数の変化が認め  

られる。   

4）汚泥施用区の微生物数と無処理区のそれとを最高菌数を基準として比較すると・糸状菌及  

びアンモニア酸化細菌以外の全微生物数は両施用量区とも無処理より明らかに高い菌数を示し・  
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図9 冬季における全細菌及び色素耐性細菌数の経時変化－ほ場実額一  

汚泥施用鼻（乾物）：汚泥少量区 3．75t／ha，汚泥巾畏区 7．5t／ha  

中産年2回施用区の糸状菌及びアンモニア酸化細菌数は，無処理区より明らかに高い菌数を示す。   

5）同様に化学肥料区と比較すると，両施用量区とも化学肥料区に対して明確な増加を示すも  

のは，色素耐性細菌だけである。中屋年2停】のみ高い菌数を示すのが，全紙凧糸状菌及びタン  

パク質分解菌である。化学肥料区より明らかに低い菌数を示すのは，両施用貴区の亜硝酸酸化細  

菌及び少量区のアンモニア酸化細菌である。   

6）冬季における8回の測定時の平均蘭数についてもほぼ同様である。   

以上に示したように，冬季においても顕著な変化を示す微生物は全細菌，色素耐性細菌及び硝  

化菌であり，■いずれも細菌であることが明らかにきれた。なお，無処理区に対して最も高い増  

加率を示すのは硝化菌であり，化学肥料区に対して最も高い増加率は色素耐性細菌で記録され  

た。   

このように色素耐牡細菌は，無処理区及び化学肥料区に対しても明確な増加を示しており，年  
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表17 冬季における汚泥塵用ニヒ塵の微生物数の経時変化  

－ほ場実験（］－1は場）一  

微  生  物   汚 泥 少 量 区   汚泥申立年2回区   

○施用後置らに増加   ○施用後直らに増加  
全  紙  薗       01，7及び16、19週目にピーク形成   01，4及び19過日にピーク形成  

○ピーク高 弟1＞第2≒昂3   ○ピーク高 第3＞第1＞弟2   

放  線  菌  ○ほとんど変化せず   ○はとんど変化せず   
016週目までほとんど変化せず  ○左と同じ   

糸   
幽  状   019週目（3月12日）にやや増加  

タ ン ′ヾク 質  ○施用後から7週目まで緩やかに増加   0左と同じ   

分  解  菌  ○その後緩やかに減少   
○施用後1週目にピーク（最高菌数）   ○施用後1，3及び19週目にピーク形成  

色素耐性細菌       011週目にかけて緩やかに減少  ○ピーク高 第2＞第3＞第1   

016～19遁即こかけて増加  

ア ン モ ニ ア  ○施用後1，11及び19過日にピーク形成  ○施用後3，7及び19週目にピーク形成   

恨 化 細 幽  ○ピーク高 第1≒窮2＞第3   0ピーク高 第3＞第1≒第2   

亜  硝  酸  ○施用後2，7及び19適齢こピーク形成   ○施用後7及び19週目にピーク形成   

感 化 細 菌  ○ピーク高 弟3＞窮2＞第1   0ピーク苗 第2＞第1   

問を通じて汚泥施用に対して反応する微生物であると考えられる。また，硝化菌の変化も冬季に  

おいて認められるが，春先（3月）の変動がもっとも著しく硝化作用は，春先に起こると考えられ  

る。一方，化学肥料区の硝化菌数の扱著な変化は，12月上旬に終了しており，春先（2月）にも  

増加するがその変化は初期に比べて小さい。  

②有庇枠琴験侠験7）   

有底枠を用いた実験においては，10月24日の汚泥施用後から翌年春先（3月24日）までの間の  

微生物の経時変化が追跡きれた。その結果のうち，全細菌数の経時変化を図10に，各微生物の経  

時変化の特徴を表18に示した。  

〔微生物数の経時変化〕   

冬季における各土壌の微生物は次のような経時変化を示した。  

1）‘全細菌の変化は，砂質土及び淡色黒ポク土では，施用後初期（11月中旬まで）にのみ認め  

られた。沖積」二及び黒ポクニヒのそれは，初期にも認められたが，後期（2月中旬）の変化が著し  

かった（図10）。全細蘭数の変動バターンの土壌間差は，後期の増加のみである。   

2）糸状菌及び放線菌数の変化は，ほとんど認められない。   

3）色素耐性細菌は，全ての土塵で施用初期と後附こ菌数の変化が認められたが，後期の変化  

は，砂質二1二及び沖積土で著しい。   

4）タンパク質分解菌の変化は，4土壌とも初期のみ認められる。   

5）ァンモニア隠化細菌の変化は，淡色黒ポク土及び黒ポク土においては初期のみ認められた  
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図10 冬季における全細菌数の経時変化一有底枠実験一  

汚泥施用蛍（乾物）：7．5t／ha  

が，抄質土における菌数の朗著な変化は，ユ月以降に起こった。沖慣士では全期間を通じて明催  

な菌数の変化が認められる。   

6）亜硝簡酸化細蘭の変化は，沖積ニヒではほとんど認められない。淡色黒ポクニf二及び黒ポクモ  

における顕著な変化は汚泥施用初期にのみ認められたのに対して，妙質士では初期と後期に顕著  

な変化を示した。   

このようI与，全細菌，色素耐粧細菌及び消化菌数の変動が，各土壌で異なっていることが明ら  

かにきれた。  

〔冬季における微生物数〕   

表19に化学肥料区の最高菌数と汚泥馳用区のそれとを比較した結果を示した。冬季における微  

生物数は次のような特徴を示す。  

1）化学肥料区より明確な増加を示す微生物種は，砂質土でもっとも多く，続いて淡色黒ポク  

土であり，沖領土及び窯ポク土が少ない。   

2）全土墳に共通して明確な増加を示す微生物樺は，全納菌，色素耐性細菌及びタンパク質分  
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表18 生活廃水汚泥を連用した4種の土壌における冬季の微生物数の経時変化一有底枠実験－  

微 生 物   砂  質  土   淡 色 黒 ポ ク 土   沖  漬  土   盈  ポ  ク  土   

○施用後1眉目から3過日までわず如こ減少  0施用後1週日の関数は施用前－）より高い  ○施用後1週目の聞取は施用前l■より高し、  0施用後1週日の函数は施用肝】と同一  

04週目に1週目と圃レベルまで増加  04過日に1週目と同レベルに増加   03週日以降増加，4週目にピーク形成  03娼目に小ピーク．以後減少  

全 細 菌                    0それ以後一定   07遇闘こ再び減少，以後一定   011過日まで減少，1も週目に急増ピーク晩  

以後急減（ピーク高弟1＜窮2）   ピーク高弟1＜第2   

○施用後初期（1－4題）にわずかに変化  0施用後2－3週目にかけてわずかに増加  0施用後1－18週目にかけてわずかに増加  ○施用後4週日までわずかに変化  

放 線 菌           0それ以降の変化なし   ○それ以後の変化なし   022過日にわずかに減少   ○以後の変化なし   

0はとんど変化しない   0ほとんど変化しない   0施用後1～4週目にかけてわずかに変化  
糸 状 菌  ○それ以後の変化なし   0それ以外の変化なし   

○施用後1週目が最高菌数   ○施用後1遅目の菌数は施用前■より高い  ○施用後1題目の菌数は施用前lより高い  ○施用後ユ週目の菌数は施用前l■より高い  

色素耐性           ○以後3過日にかけて急減   0施用後2及び4眉目にピーク形成   ○施用後1－4過日にかけて増加   02～3i司目にピーク形成，以後7i室員まで   

細   菌  0ヰ遠目に小ピーク形成   0その後減少，7－1箋週目までほほ一定  0以後成少．1竃週目に再び増加，以後減少  減少，7－11週目まで一定  

O18過日以降22遇目にかけて増加   022過日にやや増加   ピーク高 弟1≒第2   018週目にわずかに増加   

○施用後1－3過日にかけて減少   ○施用後1週目の菌数は施用前l■より高い  ○施用後1i司日の菌敬は施用前l〉より高い  ○施用後1過日の菌数は施用荊‖と同じ  
タン′でク買  

04過日に増加ピーク形成   04逓引］にと一ク形成，その後減少   02及び4週目にピーク形成（第1＞重2）  03過日に小ピーク形成  

分解菌                    ○その後減少，7過日以降の変化なし  07i喝目以降の変化なし   0以後減少，7題目以降の変化なし   04週目以降ほとんど変化しない   

○施用後1週目の歯数は施用l汀】とほぼ同じ  ○施用後1週目の菌数は施用前l■とはほ周  ○施用後1過日の菌数は施用前1〉より高い  ○施用後1週目の菌数は施用前‖と同じ  

アンモニア           011j日日以降22週日にかけて増加   じ   02週目に急軌 3i葛目以降増加   02過日に急増ピーク形成．3遇馴こ急減   

酸化細菌  01週目以閲急増，Z及び4i頭目にピーク  04週目以降の変化なし   

形成（第1＞第2），以後緩やかに減少   

○施用後1遠目の菌数は施用前】）と同じ  ○施用後1週目の関数は施用肝■と同じ  ○施用後1週目の菌数は施用前l〉と同じ  ○施用後1過日の菌数は施用肝〉と同じ  

亜硝酸酸化             04週日に急増ピーク形成，以後急減  ○右週目に急増ピーク形成，7過日に急減  ○はとんど変化しない   04週目に急増ピーク形成，以後急減  

細 菌                    ○ユ8週目に急増ピーク形成（第1＞第2）  0以後の変化なし  07i当日以降の変化なし   

荘l：8月19日（前回の汚泥施用後16週目）の菌数   



解菌である。   

3）化学肥料区の色素耐性細菌数に対する汚泥区のそれらの増加菌数の噸位は，窯ポク土＞沖  

積土＞淡色窯ポク土＞砂質土であるが，増加率は砂質土＞淡色黒ポク土＞窯ポク土＞沖積ニヒとな  

り，砂質土及び淡色黒ポク土の増加率が高い。   

以上のように，4土壌とも全細菌，色素耐性細菌及び硝化菌数の顕著な変動が冬季においても  

認められること及びその変動パターンは土壌によって異なることが明らかにされると同時に，化  

学肥料区に対して明確な増加を示す微生物が全細菌，色素耐性細菌及びタンパク質分解菌であり，  

その増加の程度（汚泥施f引こ対する反応）は，土葺掛こよって異なることが明らかにされた。  

③ 冬季における汚泥施用土壌の微生物フロラの特徴   

以上二つの実験を通じて冬季における微生物フロラの特徴としては，次のことが挙げられる。  

1）冬季においても微生物数の顕著な変化が認められるものは，全細菌，色素耐性細菌及び硝  

化菌であること。   

2）化学肥料区より明確な菌数の増加を示すのは，色素耐性細菌だけであること。  

表19 生活廃水汚泥を連用した4種の土嚢における冬季の微生物敬  

一有底枠実験▼  

化学肥料区より   増加率  
土  壌   明確に増加する  （化学肥料区を  

微生物1〉   菌数／g乾土    1．0とする）   数を示す微生物”   
全 細 菌   14．3×10‘   12．3   

放 線 菌   13．4×105   4．0  

糸 状 菌   5．8×10‘   3．5  

砂  質 土  
な  

8．3  
し  

色素耐性細菌   3．7×10‘   38．3  

亜硝酸酪化細菌   46．0×105   5．9   

全 細 菌   24．5×10‘   4．1   

糸 状 菌   6．1×10‘   2．0  

淡色男ポク土  4．3  な  し  
色素耐性細菌   16．0×10一   13．3  

亜硝酸酸化細菌   112 ×105   5．5   

全 細 菌   80，2×10‘   4．9   

沖 積 土  Z．3  な  し  
色累耐性細菌   19，3×10‘   2．7   

全 細 菌   105 ×100   5．6   

黒 ポク 土  2．0  な  し  
色素耐性細菌   29．0×106   4．9   

証1：表11の脚証を参照  
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このように色素耐性細菌は，夏季だけでなく冬季においても汚泥の施用に対して明確に反応す  

ることが明らかにされた。  

④ 夏季と冬季の違い   

以上に示したようにⅢ－1ほ場の一部の区及び有底枠では年間を通じて微生物数が経時的に測  

定された。したがって，夏季と冬季の変動の違いを明らかにできると考えられるが，供試汚泥が  

55年冬作から変わり，それに伴って成分組成も変化した（表8）。したがって，厳密には評価できない。  

とくに，微生物数の面からの比較は不可能である。しかし，経時的変化については，比較しうる  

ものと考えられる。ここでは，有底枠実験の結果を示す。   

夏季における微生物の経時変化と冬季のそれを比較すると，次の微生物に関してその経時変化  

に明らかな差が認められた。すなわら，沖積土と黒ポク土の全細菌，砂質土，淡色惑ポク土及び  

黒ポク土の放線菌，4土壌の糸状菌，黒ボク土のタンパク質分解乱砂質土及び沖積土の色素耐  

性細菌及びアンモニア酸化細菌，砂質土，沖積土及び窯ボク土の亜硝酸酸化細菌であった。   

このように計測した全ての微生物で，夏季と冬季の経時変化に相違が認められる。  

（6）汚泥施用土壌の細菌フロラ   

前項（2卜（5）までに示したように，石灰凝集生活廃水汚泥を施用した土壌の有機栄養微生物のな  

かで色素耐性細菌が最も明確に汚泥の施用に対して反応することを明らかにしてきた。前述  

のようにこの細菌は，土壌の水分や栄養状億掩反映すると言われている25）。また，その性質とし  

て，そのほとんどがグラム陰性細菌であるとされている掛。先に述べたようにMiller15）は，都市  

下水消化汚泥を多量に添加した土壌から分離した細菌株についてその性質を調査し，無添加土壌  

に比べてグラム陰性細菌の割合が増加し，分離菌株の50％以上となることを報告している。これ  

は，細菌フロラが汚泥の施用によって変化することを示唆している。   

先に述べたように色素耐性細菌のほとんどは，グラム陰性細菌であるとされていることから，  

全紙曲数に対する色素耐性細菌数の割合（C／B値）を求めることによって，Mil】er（19が見い出し  

た現象が，石灰凝集汚泥を施用した土壌でも認められるかどうかを間接的（細菌を分離しグラム  

反応を確認するという直接的方法ではなく）に確認できるものと考えられる。そこで，ほ場実験  

（本報2，実験6）及び有底枠実験（本報3，実験7）で得られた全納菌数と色素耐性細菌数か  

らC／B値を求めた。その結果を表20に示した。   

表20に示したように，Ⅰ－1及び］－2ほ場の汚泥施用区の夏季におけるC／B値は，化学肥料  

区及び対照無処理区より高く，Ⅱ－1は場の汚泥初回施用区のC／B値は，汚泥施用量の増加に伴  

って増加し，汚泥の連用によってもはっきりと増加した。さらに，このほ場の汚泥施用区のC／B  

値は，汚泥施用回数の増加とともに増大した。Ⅱ－2ほ場の汚泥連用区のC／B値は，55年度の施  

用量に応じて増大した。しかし，汚泥の連用による明らかなC／B値の増大は，多量施用区でのみ  

認められた。このようにC／B他についても両ほ場で相違が認められる。さらに，冬季におけるⅢ   



表 20 生活廃水汚泥を施用した土壌における全細菌数に対する  

色素耐性細菌数の比（C／B値）（平均菌数を基準として算出）  

1）実験ほ場  

施用童  季  冬 季  
処  理  区  

乾物t／ha   

夏  

無  処  理  区  0．18   0．20   0．21   

化 学 肥 料 区  0．22   0．16   0．24   

少 環 区   3．75   0．24   0．44  
汚泥初                中 量 区   
回施用  

7，5   0．37   0．44  

多 畏 区   15   0．46   0．51   

少 量 区   3．75   0．43   0．34   0．47  

汚 泥  7．5   0．39   0．47   

連 用  中量年2回区   7．5   0．47   0．47  0．59  

多 量 区   15   0．57   0．65   

2）有 底 枠  

土  冬  季  
壌  化学肥料区  汚泥施用区  化学肥料区  汚泥施用区   

砂 質 土   0．12   0．22   0．09   0．Z7   

淡色黒ポク土   0．24   0．40   0．12   0．48   

沖 積 土   0．23   0．30   0．34   0．45   

黒 ポク 土   0．49   0．46   0．27   0．48   

‾1ほ場の汚泥施用区のC／B値は，無処理区及び化学肥料区のそれよりも明らかに高い値を亭す  

ことが明らかにされた。また，夏季の有底枠実験の結果は，黒ポク土を除く三土壌の汚泥施用区  

のC／B値は，化学肥料区より高く，冬季では4土壌とも汚泥区が高い値を示すことを明らかに  

した。   

このように石灰凝集汚泥施用土壌のC／B値は，無施用土壌のそれより高く，かつ汚泥多芸主（15  

tルa）連用土壌においては，全細菌数に占める色素耐性細菌数の都合が50％以上となることが明  

らかにされ，グラム陰性細菌の割合が無施用土壌より高くなるというMillerl別の報告が，間接的  

に立証された。このことは，同時に汚泥の施用によって細菌フロラが変化することを示唆してい  

ると考えられる。  

（7）汚泥の施用に対する放線菌の反応   

前項（1）で示したように返送汚泥施用土壌において，放線菌数が著しく増加し，細菌数と同等な  

いしは，それ以上の菌数を示すことが明らかにされた。石灰凝集生活廃水汚泥を施用した土壌の  

放線菌数についてみると，  

1）乾物として50t／haの多量施用二l二墟（大型ライシメーター）においては，汚泥施用後7週目  

一48一   



以降の放線菌数は全細菌数の80～120％を示したが，連用した場合にはほとんどの場合，全細菌  

よりかなり低菌数を示すこと。   

2）ほ場実験からは，Ⅲ一1は場の汚泥施f削茎における放線菌の平均南徽は，全納菌数の84～  

150％を占め，無処理区及び化学肥料区の同割合より明らかに高く，放線蘭数の顕著な増加が認  

められること，また，Ⅲ－2は場の汚泥施用区における放線菌の平均菌数は，全細菌数の81～100  

％を占めロー1ほ場と同様の結果を示すこと。   

3）しかし，Ⅲ－1は場の汚泥施用区における冬季の放線菌の平均歯数が余細菌数に占める割  

合（A／B伯）は，撫処理区及び化学肥料区より低く，放線蔵敷の扱者な増加ほ認められないこと。   

4）有底件実験においては夏季及び冬季とも放線菌数は，細菌数より明らかに低く，全細菌数  

と同等ないしは，それを上回る場合は認められないことが明らかにされた。このように，汚泥の  

施用によって，放線菌数が全細菌数と同等ないしはそれ以＿i∴に増加するということば，汚泥施用  

土壌の共通の現象ではないものと考えられる。また，これまでに述べたように汚泥施用土壌の故  

緑菌数が無処理区あるいは化学肥料区より明らかに増加するということも汚泥施用土壌に共通の  

現象ではないものと考えられる。  

（81汚泥を連用した砂丘地土壌の微生物フロラ   

新潟大学農学部砂丘地実験ほ場では，有機凝集剤を使用した都市下水脱水汚泥（未消化），し尿  

消化汚泥及び堆肥化生活廃水汚泥（これらの汚泥の成分組成は表21に示した）の単独連用試験が  

同大学肥料学研究室によって行われていた。この土壌について微生物フロラの調査が汚泥雇用3  

回目の昭和55咋に実施された僕瞼9，本報4，表22参照）。このほ場では、，化学肥料施用区が対  

照区とされていた。   

化学肥料区の微生物教と汚泥施用区の微生物数を比較すると次のような結果が得られた。  

1）し尿汚泥及び汚泥堆肥を施用した区の有機栄養微生物数は，施用後4及び9か月経過した  

時点でも化学肥料区より明確に増加していた。   

2）都市下水汚泥の施用による有機米養微生物数の明らかな増加は，施用後4か月目にのみ認  

められた。   

3）し尿消化汚泥の施f引こよって放線菌（11－16倍）及びタンパク質分解菌（14～15倍）数の  

著しい増加が認められた（施用後4か月日）。   

4）汚泥堆肥の施用によって刹犬菌数の著しい増加（4か月日，4－6倍，9か月目，5－6  

倍）が認められた。   

5）都市下水汚泥区のアンモニア酸化細菌数は，化学肥料区より低い菌数であったが，同汚泥  

区の亜硝酸酸化細菌数及び他の汚泥施用区の硝化菌数は，化学肥料区とほぼ同等の菌数を示した。   

以上の結果は，全炭素，全窒素含量及びC／N比の高いし尿汚泥及び汚泥堆肥を施用した場合の  

方がこれら成分及びC／N比の低い都市下水汚泥を施用した場合より長期にわたって無施用土壌よ  

り高い有機米養微生物数が保持きれることを示すものである。また，汚泥施用4か月後における   



各汚泥の多量施用区（30t／ha）のC／B値は，化学肥料区のそれより高く，これらの汚泥の施用に  

よって細菌フロラが変化することが示唆された。  

表 21新潟砂丘地土に施用された汚泥の成分組成（新潟大学肥料学研究室提供）  

土壌水分  T－C  T－N  T－P】Os  T－K】0   
汚  泥  

％   （H20）  乾  物  ％   

C／N  凝集剤  

都市下水汚泥  67，1  7．08  17．33  1．97  2．94  0，18   8．80  有 機   

し 尿 消 化汚泥  29，3  7．31  30，45  Z．79  8．52  0．33  10．91  凝集剤   

堆肥化生活廃水汚泥簑  54．8  6．94  43，03  2．58  1，48  0．09  16．68   

＃オガクズとといこ堆肥化  

（9）汚泥の単独施用が土壌微生物に与える影響（まとめ）   

以＿L二が汚泥の単独施用が土壌微生物に与える影響に関する研究の成果である。このような環境  

条件，実験の規模，土壌の種類，汚泥及び凝集剤の種乳施用童などを変えた大がかりな実験は，  

過去に行われたことはない。従って，この分野における研究の発展に多大の冒献をするものと思  

われる。また，実験条件が多岐にわたるために単一の実験から得られるような明確な結論を引き  

出せないのは当然のことと考えられる。しかし，以＿l二の実験を通してみると，下記の特徴が浮か  

び上がる。   

1）汚泥の施用が微生物数に与える影響   

汚泥の施用によって全細乱 放線菌，糸状菌，タンパク質分解菌及び色素耐性細菌の有機栄養  

微生物の数は，対照とされた無処理区もしくは化学肥料区の菌数より増加することが，これらが  

計測された全ての実験において認められること（実験1～9）。硝化菌数も無処理区に比べると顕  

著に増加し，有機物を多量に含有する汚泥が化学無機栄養微生物であーる硝化菌の基質となりうる  

こと（実験1～8）。しかし，化学肥料区と比較すると，明らかに増加する場合は，少なく，はと  

んどの場合，汚泥施用区の硝化菌数は，化学肥料区とほぼ同等の菌数を示すこと（実験5～7及  

び9）。   

2）汚泥施用土壌における微生物の経時変化   

汚泥施用土壌の微生物数は，経時的に変化し，著しい菌数の変化は，汚泥施用後1か月以内に  

終了すること（実験3，4及び8）。自然条件下の汚泥施用土壌においても微生物数の経時変化が，  

夏季及び冬季とも認められること（実験6及び7）。また，微生物の経時変化のパターンは，土壌  

によって異なること（実験7）。   

3）汚泥の施用に対する反応の微生物種間差   

汚泥の施用に対して最も明確な反応（菌数の増加）を示す微生物種は，色素耐性細菌であ  

ること（実験4～9）。これは，無処理区を基準としても，あるいは化学肥料区を基準としても変  

わらず，かつ，冬季においても色素耐性細菌数の明確な増加が認められること（実験6及び7）。  

－5ひ－   



4）汚泥の施用貴と微生物数   

汚泥の多貴施用区の微生物数は，少芸皇区より多く，施用貴の増加に伴う微生物数の増加が認め  

られること（実験1，2，4及び6）。しかし，施用畏の増加に伴って無限に増加するわけではな  

く，限界の存在が示唆されること（美顔2）。   

5）汚泥の連用が土壌微生物に与える影響   

土壌によって異なることが示唆される。すなわち，過去に有機物の施用が行われたことのない  

土壌においては，汚泥の連用によって微生物数の増加時期が早まる（実験6及び8）が，近い過  

去に有機物が施用された土塵においては，このような現象は認められないこと（実験6）。汚泥の  

多最適用は，有機米壬微生物（とくに放線菌及び糸状執）数を減少させ，汚泥の施用に対して微  

生物数の面からの限界が示唆きれること（実験8）。   

6）土壌閻差   

汚泥の施用に対する微生物の反応に土壌間差が認められること（実験2及び7）？すなわち，柄  

物生産力が低く，微生物数の低い土壌において汚泥の施用に対して明確に反応する微生物種が多  

いとと 侠験7）。また，同「の土壌から成るは場においても植物生産力の低いは場では，高いほ  

場より微生物の反応時期は，遅れるが，汚泥の施用に対して明確な反応を示す微生物種が多く，  

かつ，連用によって微生物の反応時期が早まり，菌数の増加も明碓に現われるが，植物生産力の  

高いは場ではこのような現象は，明確に認められないこと（実験6）。   

7）制御環境下と自然環境下との違い   

自然環境下における微生物数の変動は，制御環境‾Fよりも激しく，複雑で，かつ，長期間にわ  

たって続くこと（実験6，7及び8）。制御環境‾Fにおいては微生物種の遷移が明確になりやすい  

こと（実験4及び8）。   

8）帆物栽培の有無と微生物数   

硫物栽培の有無は，他の要因に比べて土靡微生物に与える影響が小さいこと（実験4）。   

9）汚泥施用土壌の細菌フロラ   

色素耐性細菌は，汚泥の施用に対して最も明確な反応を示す微生物であること（実験4～  

9）。全鮒菌数に対する色素耐粧細■菌数の比（C／B帆＝ま，無処理区及び化学肥料区のそれより高  

く，汚泥の施脚こよって細菌フロラが変化すること。（実験6及び7）。  

10）汚泥施用土壌の放線菌   

汚泥施用最が多い場合は，放線菌数の著しい増加が起こり，全細菌数と同等もしくはそれ以上と  

なる場合がある（実験1～4及び8）が，これは全細菌と放線菌の遷移と関係していること（実  

験3，4及び8）。   

このようlこ各棟の条件下における汚泥単独施用土壌の微生物フロラの特徴が初めて明らかにき  

れた。   



4．3．1．3 汚泥と化学肥料の混合施用土壌の微生物フロラ   

我が国における下水汚泥等各種汚泥の農耕地への施用は，通常，化学肥料と組み合せて施用され  

る。その施用方式は，汚泥中の成分（とくに窒素）の含有量を考慮して化学肥料の施用屋を調節  

する方式と化学肥料に上乗せして施用する方法の二つが採られている。いずれの方法で施用され  

た場合でも土壌の微生物フロラに関する研究は、ほとんど行われておらず解明が要望されていた。  

本特別研究では，汚泥が化学肥料と組み合せて土壌に施用された場合の土壌微生物フロラに与える  

影響の解明を各地の汚泥施用試験の実施地の土壌を採取し，その微生物フロラを調査することに  

よって明らかにしようとした。調査を行った土壌は，農林水産省北海道農業試験場畑作部実験は  

場，兵庫県及び山口県農業試験場及び大分県農業技術センターのほ場から採取した。これらの実  

験の概要は，表22に示した。  

（1）汚泥施用畑土壌の微生物フロラ  

（9 褐色火山灰土の場合   

農林水産省北海道農業試験場畑作部の実験ほ場（褐色火山灰土，米神統）では，消石灰と塩化  

第二鉄を脱水助割とする都市下水汚泥（未消化）とその堆肥化物を用いて汚泥の連用試験が実施  

されていた。4回目の汚泥施用後にあたる昭和54年8月に土壌試料が採取され，その微生物数が  

調査された（本朝4）。この実験の概要を表22に，施用汚泥の成分組成を表23に示した。なお，表  

22に示した実験においては，有機栄養微生物数の処理区間差の判定には最小有意差（LSDO．05憤）  

が，硝化菌数のそれは，3．3倍の差が用いられた。  

衰23 褐色火］」灰土に施用された都市下水汚泥及び汚泥堆肥の成分組成  
（北海道農試畑作部提供）  

水分  T－P－05  T－K－0   

汚  
泥   ％  p 

c／N      脱水助剤  

都市下水脱水汚泥  81．9  12．0  19．3  2．5  7．7  1．9  0．18  L消石灰  
【塩化第二鉄  堆肥化都市下水汚泥輩  72．2  7．0  27．9  1．4  19．9  1．0  0．76   
Ⅰ：ムギワラとともに堆肥化   

この褐色火山灰土における微生物数の測定によって次のことが明らかにきれた。  

1）都市下水汚泥少量区（20t／ha）におけるタンパク質分解菌及びアンモニア酸化細菌数は，  

対照区である化学肥料区の菌数より少なかったが，これ以外は対照区より多い菌数を示し，全細  

菌放線菌，糸状菌及びタンパク質分解菌数は，施用泉によっては化学肥料区より明らかに多い菌  

数を示した。   

2）汚泥堆肥施用区における微生物数は，化学肥料区より多く，全細菌及びタンパク質分解菌  

数は，全区で化学肥料区より明らかに多い菌数を示し，糸状乱放線菌及び硝イヒ菌数は，施用童  

によって牒化学肥料区より明らかに多い菌数を示した0  
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表 22 汚泥施用土辟の微生物フロラに関する実験の閣要一現地調査－  

実験  調 査 は 場   施 用 汚 泥   施 用 方 法  施 用 量  調 査 時 の   土 塊 採 取   測定微生物  論 文  及 び 土 壌   （脱水助剤）   （対照区）  乾物t／ha  施 用 回 数   （施用後経過月数）   

都7†i‾F水汚泥  全細菌  
（有機凝集剤）  

0  

放線菌  
9  新潟大学農学部    し煤消化汚泥   汚泥単独施用  3回目   55年7月1日（4か月【≡】）    糸斗犬蘭   
砂丘地土   （同 上）  （化学肥料1亘）  15 30  12月7日（9か月日）  タンパク質分解憐  

本報4  

堆肥化生活廃水汚泥  色京耐性細菌  
（同 上）  硝化菌   

都市下水汚泥  化学肥料と組  0  農水省北海道農業   同 上  
合せ姫川  10   試験場畑作部  

火山灰土  堆肥化都市下水汚泥  
（同＿上二）  

（化学肥料区）  
20 40 60  4回巨  54iF8月11日 （土壌服人後3か月目）  

（諾盃聖慧警菌）  本報4   

都市下水消化汚泥  
（消石快と塩化第二鉄）   0   

55年1月31日く3か月日）   

兵辟県農業試験場  1及び2回目  
5  

3月3日（4か月日）   同  上   
同   上  5月29日（7か月目）  沖積水田土塵  （同＿1二）  10  

皮革工場廃水汚泥  20   
（志‖拍作雷）  12月4日（1か月目）  本報5  

し）  

5叫三2月27日（4か月目）  
（な  

発酵工場痍水汚泥  0  

山口県農業試験場   （有機凝集剤）   5   55咋3月6 日（5か月l三†）  同  
lZ  合成槌脂工場廃水汚泥  

同   上  
10  
同   上  上   

56咋2月26日（4か月l…l）   
本報5  

（な  し）  20  

都市下水汚泥  0  

（消石灰と塩化第二鉄）  5  大分県農業技術 センタ Z及び4回目  
13   ー  

（消石灰と硫酸アルミ）  
同   上  12月16日（3か月目）  上   本報6  

褐色森林土  石油化学工場廃水汚泥  10 20  

（有機擬欒剤）  Z．5  



3）都市下水汚泥区の放線菌及び亜硝酸酸化細菌数，汚泥堆肥区のタンパク質分解菌及びア  

ンモニア顧化細菌数は，施用量の増加に伴って増加した。   

4）多量区（60t／もa）の全細菌数についてみると，都市下水汚泥区のそれは，40t／ha区より低く，  

汚泥堆肥区のそれは，40tとほぼ同等の菌数を示した。この傾向は，汚泥堆肥区の放線菌，両汚  

泥区の糸状菌，都市下水汚泥区のタンパク質分解菌教についても認められた。   

4）の現象は，先の石灰凝集生活廃水汚泥の多量連用土壌でも認められた（本報1）。すなわち，  

汚泥の多量連用によって有機栄養微生物の数が減少することが明らかにきれている。また，Var－  

a血ら（1976）16）も嫌気消化下水汚泥の多量連用土壌で細菌，放線菌及び糸状菌数が，化学肥料  

区のそれらより明確な増加を示さないことを報告している。これらの結果は，汚泥の多量連用に  

対して微生物的な限界が存在し，施用壁がそれ以上に増加すると土壌生物数は，減少に向かうこ  

とを示唆するものであろう。  

（多 褐色森林土の場合   

大分県農業技術センターの実験ほ場（褐色森林土，貝原統）では，都市下水汚泥，パルプ工場  

廃水汚泥及び石油化学工場廃水汚泥を用いて汚泥の連用試験が昭和54年度夏作より実施きれてい  

た。この土壌について2回目及び4回目の汚泥施用後（も「ずれも冬季）土壌試料が採取きれ，そ  

の微生物数が測定された（実験13，本報6）。この実験の概要は，表22に，施用汚泥の成分組成を  

表29に示した。   

この実験で得られた結果から汚泥の施用に対する微生物の反応を化学肥料区の微生物数を基準  

に検討した結果を表24に示した。   

表24に示したように汚泥の施用によって明確な増加を示す微生物種は，都市下水汚泥区が最  

も多いことが明らかにされた。とくに硝化菌数の増加は著しく，化学肥料区の8－4，280倍に  

増加した。また，有機栄養微生物では，色素耐性細菌の増加率が高く，・化学肥料区の2－11倍に  

達した。硝化菌数は，パルプ工場廃水汚泥の施用によっても増加し，化学肥料区の6－66倍に達  

した。一方，石油化学工場汚泥の施用に対して明確に反応した微生物種は少なかったが，これは  

他の二つの汚泥に比べて施用量が少ないことによるものと考えられる。   

汚泥施用畑土壌における微生物フロラに関する既往の報告としては，合田ら（19糾）27）の報告が  

ある。彼らは，自然条件下の畑土壌への汚泥の施用が，土壌微生物に与える影響を明らかにするた  

めに，各種の汚泥が施用された農地の微生物数を調査している。彼らは，無機脱水助剤（塩化第  

二鉄，消石灰，カーバイトスラリー）を用いた二種類の都市下水汚泥（未消化）を乾物として0，  

10，20及び40t／ha施用した神奈川県農業総合研究所の沖積畑土壌（汚泥2回避用後20日目に採取）  

の微生物数について次のように報告している。  

1）汚泥の施剛乙よって全細鼠色素耐性細乱 タンパク質分解菌及び硝化菌数の増加が起こ  

る。なかでも硝化菌（化学肥料区に対して3～32倍）及び色素耐性細菌（同じく3－27倍）の増  

加が著しい。  
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表24 汚泥の施用に対する土壌微生物の反応  
一大分県農技センターほ場－  

汚  泥  反  汚泥2回目施用後  汚泥4回目施用後  
応】〉   5か月日       3 か月日   5 か月日   

全細菌  
全細菌  

全区とも明確な 増加を示すもの  全 細 菌 色素耐性細菌   色素耐性細菌  
亜硝酸酸化細菌  

都市下水  
亜硝酸酸化菌細  

汚  
中量区以上で明確  放  線  菌  タンパク質分解菌  
泥  

多量区のみ明確な 増加を示すもの  糸  状  菌  放  線  菌  

少，中量区で明確  

な増加を示すもの  
糸  状  菌   

全区とも明確な  全細菌  

増加を示すもの  
色素耐性細菌  

パルプ工場  亜硝酸酸化細菌   

廃水汚泥  
中量区のみ明確な  
増加を示すもの   
多量区のみ明確な  
増加を示すもの   

色素耐性細菌  アンモニア針ヒ細菌  全  細  菌   

石油化学工場  
放線菌  

廃水汚泥   
タンパク質分解菌   色素耐性細菌  

アンモニア馴細菌   
註1）有機栄養微生物については，最少有意羞で判定 硝化菌数については，3，3倍の差で判定   

2）施用虫は，少量区5t／ha，中量区10t／ha，多量区20t／h8   

2）多量（40t／h8）施用によって放線菌及び糸状菌も増加する。  

また，彼らは，有機疑簗剤を用いた都市下水汚泥と消石灰と塩化第二飲を脱水助剤とする都市下  

水汚泥を乾物として0，5，10及び20t／ha2回連用した群馬県農業試験場の淡色窯ポク土（施用  

後約5か月目に採取，冬季）の微生物数について次のように報告している。  

1）汚泥の施用によって色素耐性細菌，放線菌，全細菌，タンパク質分解菌及び硝化菌数が増  

加する。なかでも色素耐性細菌（化学肥料区の2－27倍），放線菌（同じく3－9倍）及び硝化菌  

（同じく5－10倍）の増加が著しい。   

彼らの微生物の計数値から全細菌数に対する色素耐性細菌数の比（C／B値）を求めると，両土  

壌とも汚泥区の値が化学肥料区より高く，汚泥の施用によって細菌フロラが変ることが明らかに  

された。   

以上が畑土壌に関する実験の結果と既往の知見である。これらの研究の結果から汚泥が化学肥  

料とともに施用された畑土壌の微生物フロラの特徴として，色素耐性細菌と硝化菌数の増加が起  
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こることが挙げられよう。  

（2）汚泥施用水田土壌の微生物フロラ   

水田土壌への汚泥の施用は，通常，冬作物の作付前の秋季に行われる。水田土壌への汚泥の施  

用か土壌の微生物フロラに与える影響を解明するための研究の第一段階として，この冬作物の栽  

培期間中（土壌は畑状態）における微生物数の調査が，兵庫県及び山口県農業試験場の汚泥施用  

水田土壌について行われた（本報5）。この実験の概要は表22に示した（実験11）。   

① 兵庫県農業試験場の場合   

兵庫県農業試験場の沖積水田土壌（灰色低地土，宝田統）には都市下水消化汚泥，生活廃水消  

化汚泥及び皮革工場廃水汚泥が年1回冬作物の播種前に施用されていた。表25に施用汚泥の成分  

組成を示した。土壌試料の採取は，1回目の汚泥施用後に3回，2回目の汚泥用後に2回の計5  

回行われた（表22参照）。なお，冬作物としてイタリアンライグラスが栽培されていた。  

表25 兵庫県農業試験場の水田土壌に施用きれた汚泥の成分組成  
（兵庫県農試提供）  

汚  
汚泥施  

泥   用年次   ％  p （H20）   乾 物 ％   
C／N  脱水助剤  

1979  83．5  12．9  12．1  2．31  2．46  0．10  31．3  5．24   

都市下水消化汚泥  
消石灰  

1979  83．9  8．8  12．6  2．57  2．04  0．10  26．6  5．10  

生活廃水消化汚泥                     1980  1，7  10．9  29．1  3．77  2．57  0．37  27．1  7．72   酎ヒ第二鉄  

1979  72．7  9．0  30．6  5．50  0．49  0．19  9．0  5．56   

皮革工場廃水汚泥  
な  し  

〔汚泥施用に対する微生物の反応〕   

この報告では，5回の調査時を通じて，汚泥施用区の微生物数が，対照区である化学肥料区の  

微生物数より明確に多くなる頻度で汚泥施用の影響が評価され，表26に示した結果が得られてい  

る。   

表26に示したように計測された微生物の中では，アンモニア酸化細菌が，汚泥の施用に対して  

最も鋭い反応を示し，化学肥料区の菌数に対して都市下水汚泥施用区では7－60倍，生活廃水  

汚泥区では15～167倍，皮革工場汚泥区では4～108倍の極めて多い菌数を示した。消石灰を脱水  

助剤とする汚泥（都市及び生活廃水汚泥）施用区では，亜硝酸酸化細菌も高い反応を示し，化学  

肥料区の6～1，057倍と極めて高い菌数の増加率を示した。しかし，皮革汚泥の施用に対する亜硝  

酸酸化細菌の反応は，低く，かつ，石灰汚泥区の歯数より著しく低い菌数であった。   

石灰汚泥施用に対する有機栄養微生物の反応は，主として全細菌及び色素耐性細菌について認  

められたが，一般に低く，、とくに放線菌及び糸状菌の反応は，極めて低かった。   

これに対して皮革汚泥施用区における有機栄養微生物の反応は，極めて高く，1回目の汚泥施  
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表26 汚泥の施用に対する土壌微生物の反応  
一兵庫県農業試験場水Etlほ場  

汚泥区の微生物数が化学肥料区  
より明らかに多くなる頻度（％）  

微  生  物  
都 市 下 水   生 活 廃 水   皮 革 工 場  
消 化 汚 泥   消 化 汚 泥   廃 水 汚 泥   

全   細   菌   60   57   87   

放  線  菌   20   29   93   

糸  状  菌   0   14   80   

タンパク質分解菌   0   38   78   

色素耐性細菌   60   50   73   

アンモニア酸化細菌   100   93   100   

亜硝酸酸化細菌   87   86   53   

用後3か月日を除いてほとんどの場合化学肥料区より明らかに高い菌数を示した。このような相  

違は，皮革汚泥の成分含有量が，石灰汚泥に比べて極めて高いことによるものと考えられる。  

〔微生物数の経時変化〕   

この二1∴填では，非常に粗いものであるが，汚泥施用後経時的に微生物数が計測されている。そ  

れによると，1回目の汚泥施刷後では，全汚泥区の糸状菌及びアンモニア酸化細菌，都市及び生  

活靡水汚泥区の亜硝酸隠化細菌，皮革汚泥区の放線乱全細菌及び色素耐性細菌で経時変化が認  

められ，2回目の汚泥姫川後では，全汚泥区の放繚乱皮革汚泥区のタンパク質分解菌，色素耐  

性細菌及びアンモニア酸化細菌について経時変化が認められた。  

〔汚泥の連用が微生物に与える影響〕   

この土壌では，1回目と2回目の汚泥施用後ほぼ同じ時期（4か月目）に微生物数が測定きれ，  

汚泥の連用が微生物に与える影響が評価された。その結果次のことが明らかにされた。  

1）汚泥のj動jによって増加する傾向を示す微生物は，生活廃水汚泥区の全細菌，色素耐性細  

菌及び硝化菌，都市下水汚泥区の硝化菌及び皮革汚泥区の亜硝酸酸化細菌であること。   

2）減少の傾向を示す微生物は，皮革汚泥区の放線菌及びアンモニア酸化細菌，全汚泥区の糸  

状菌であること。   

また，1回目の汚泥鹿川後3か月目と2回目施用後1か月日の微生物数の比較から，皮革及び  

生活廃水汚泥区の全細菌及び色素耐性細菌，皮革汚泥区の糸状菌，全汚泥区の亜硝酸酸化細菌  

数は，汚泥の連用によって増加時期が早まるものと考えられる結果も得られている。  

〔細菌フロラ〕   

汚泥施用区の全細菌数に対する色素耐性細菌数の比（C／B値）は，多くの場合，化学肥料区の  

値より高く，汚泥の掛りによって細菌フロラが変化することが明らかにされた。しかし，全細菌  

数に占める色素耐性細菌数の比率は，少数の例外を除けばいずれも40％以下と低いことも明らか  

にされた。   



② 山口県農業試験場の場合   

山口県農業試験場の沖積水田土壌（灰色低地土，国領統）には，発酵工場及び合成樹脂製  

造工場の廃水処理汚泥が年1回冬作物（イタリアンライグラス）の播種前に施用されていた。土  

壌の採取は，1回目及び2回目の汚泥施用後，各1回ずつ行われた（但し，合成樹脂工場汚泥区  

の30t／ha区は採取されなかった）。この実験の概要を麦22に，施用汚泥の成分親戚を表27にそれぞ  

れ示した。この実験によって以下に示す結果が得られた。  

表27 山口県農業試験場の水田土壌に施用された汚泥の成分組成  
（山口県農試提供）  

汚  
泥  汚泥施 用年次  水分 ％  ptl （H20）  T－C  T－N  T－P！05  T－K】0  T－CaO   乾 物 ％   

C／N  脱水助剤  

1979  3．4  6．0  43．7  8．70  2．11  0．55  1．57  5，02   

発酵工場廃水汚泥  有機凝集剤  

1979  26．2  6．6  42．8  7．70  6．16  0．60  3．79  5．56   

合成樹脂工場廃水汚泥  な   し  

〔汚泥の施用が土壌微生物数に与える影響〕   

化学肥料区と汚泥施用区（5～20t／ha）の微生物数を比較し，汚泥の施用に対する微生物の反  

応を評価した結果を衰2引こ示した。   

表28に示したように両汚泥の施用は，有機栄養微生物に大きな影響を与えることが明らかにさ  

れた。とくに，成分含有量の多い汚泥（1回目の発酵工場汚泥及び馴旨工場汚泥）が施用された  

場合に化学肥料区の微生物数に対して顕著に増加することが明らかにきれた。  

〔汚泥の連用の影響〕   

樹脂工場汚泥区は，2回ともほほ成分含量の近い汚泥が施用されている。そこで連用の影響を  

みると，色素耐性細菌数が増加し，放線菌及び硝化菌数が減少する傾向が認められた。この放線  

菌及びアンモニ7酸化細菌数の汚泥の連用に伴う減少傾向は，兵庫県農試の皮革汚泥施用区にお  

いても認められている。両汚泥に共通する性質は，成分含有量が多く，かつ，凝集剤が使用きれ  

ていないことである。  

〔汚泥施用土壌の細菌フロラ〕   

この土壌の汚泥施用区のC／B値についてみると，1回目の汚泥施用後では，両汚泥区の値は，  

化学肥料区の2倍以上の値を示し，細菌フロラが汚泥の施用によって変わることが明らかにされ  

た。しかし，2回連用区では，化学肥料区のC／B値が，1回目の3倍以上に増加したために，樹  

脂工場汚泥20t区のみで化学肥料区より高い値を示しただけであった。なお，これらの区におい  

ても全細菌数に占める色素耐性細菌数の割合は，いずれも40％以下であった○  
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表28 工場廃水汚泥の施用に対する土壌微生物の反応  
－］」ロ県農業試験場水田は場－  

反   応1）   
汚泥1回目施用  汚泥2回目施用  

発酵コニ場汚泥  合成樹脂工場汚泥  発酵工場汚泥  合成樹脂工場汚泥   
放 線 菌  

全  細  菌   糸 状 菌  全  細  菌  
全区とも明確な        放  線  菌                色素耐性細菌   色素耐性細菌  色素耐性細菌   
増加を示すもの  放  線  菌  糸  状  菌  タンパク質分解菌  タンパク質分解菌  

糸  状  菌  アンモニア酸化細菌  
亜硝酸酸化細菌   

中屋区以上で明確  
全細菌  

な増加を示すもの  色素耐任細菌  
東硝酸酸化細菌   

多望区のみ明確な  
増加を示すもの   
少鼻区のみ明確な  
増加を示すもの  

亜硝懐懐化細菌   

中畏区のみ明確な  
亜硝酸酸化細菌  

増加を示すもの  
少，中量区で明確  

な増加を示すもの  放  線  菌   

全区とも明確な増  アンモニア  
加を示さないもの  酸化細菌  
荘1） 表24の脚証参照  2）施用蜃は，少舅区5t／ha，中表区10t／ha，多読区20t／ha  

〔汚泥多量施用区の微生物数〕   

山口県農試は場には，30t／ha区が設けられており，発酵工場汚泥の同区の微生物数が計測され  

ていろ。1回目に施用されに発酵汚泥は，表27に示したように非常に成分含有量の多い汚泥であ  

った。この汚泥の30t区の微生物数をみると，全紙菌数は20t区と同等であったが，放線菌，色  

素耐性細菌及び硝化菌数は，20t区より著しく低い菌数を示すことが明らかにされた。このこと  

は，成分含有量の高い汚泥の施用には，土壌微生物の面での許容限界があることを示すものであ  

ろう。   

（3）汚泥と化学肥料の混合施用が土鹿の微生物フロラに与える影響に関する研究の総括  

（1汲び（2）に示したのが汚泥を化学肥料とともに施用した場合に，土壌微生物が受ける影響を解  

明する仁めに行われた研究の成果である。これらの研究は，表22に示したように，環境条阻土  

壌の尉乳汚泥の種類と成分含有量，施用の剛凱計測の時期などに大きな相違がある。また，  

汚泥単独施用の場合のように詳細な計測もされていない。したがって，これらの成果から普遍的  

な結論を導き出せないが，これらの研究によって少なくとも以下に示すことが解明されたと考え  

られる。  
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1）汚泥の彪用は，基本的には，土壌の微生物教を増加きせる0とくに，カルシウムを多量に  

含有する汚泥の施用は，土壌中の硝化菌数を著しく増加させる（実験11及び13）。したがって，硝  

化菌数の増加が化学肥料と混合施用した場合の特徴である。   

2）有機栄養微生物の中では色素耐性細菌の汚泥施用に対する反応が大きく，硝化菌とともに  

汚泥施用土壌の微生物フロラの特徴として挙げられよう0また，全細菌数に対する同菌数の比  

（C／B値〉も化学肥料区より一・般に高く，したがって，汚泥の施用によって細菌フロラが変わる  

ものと考えられる。   

3）個々の実験の成果の頓において記載していないが，汚泥施用量の増加に伴って微生物数は，  

増加する傾向を示す。しかし，無限に増加するわけではなく，多量の汚泥の連用や高成分含有量  

の汚泥の多量施用は，微生物を減少させる（実験10～12）。これは，汚泥の施用に対して土壌微生  

物の面での限界が存在することを示唆している。   

4）汚泥施用土壌の微生物数は，冬季においても経時的に変動する（実験11）。   

以上に述べた事項は，基本的には汚泥の単独施川土壌における微生物フロラに関する研究で得  

られた結果と一致する。しかし，測定が粗いために明確な事実から導かれる結論とするためには，  

更に詳細な研究が必要とされる。これには多大の労力と時間が必要なために多くの研究者の参加  

が必要である。本特別研究の成果が契機となり，広範な研究が行われることを期待している。そ  

れによって初めて普遍的な結論が導き出され，土壌微生物学的にみて適正な汚泥の土壌施用方法  

が確立されるものと考えられるからである。   

4．3．1．4 汚泥以外の有機廃棄物施用土壌の微生物フロラ  

（1）大分褐色森林土の場合   

前項（4．3．1．2）に述べた大分県農業技術センターの実験ほ場では，三種類の汚泥の他に稲わら  

堆肥，樹皮堆肥 ミミズのふん土及びけいふん堆肥（オガクズ混合）の計7種の有機廃棄物の連  

用試験が昭和54年以来行われている。本特別研究では，各種の有機廃棄物を施用した土壌における  

微生物フロラを解明するためにこの大分農技センターほ場の微生物数が調査きれた（本鞘6）。稲  

ワラ堆肥，樹脂堆肥，ミミズふん及びけいふん堆肥の施用量は，乾物として10t／haであり，年2回  

化学肥料とともに施用されている。施用有機物の成分組成を表29に示した。土壌試料の採恥よ，  

汚泥施用区と同じ時期（表22参照）に行われた。  

〔有機廃棄物の施用に対する微生物の反応〕   

化学肥料区の微生物数を基準に，有機物の施用によって明確な増加を示す微生物を表30に示し  

た。   

このように汚泥を除く有機廃棄物の中では，けいふんの施用に対して明確に反応する微生物煙  

が最も多く，続いてミミズふん，樹皮堆肥であり，稲ワラ施用に対するそれが最低であった。  

都市下水，パルプ工場及び石油化学工場汚泥区を加えた7有機物施用区を前記基準で比較する  

（都市及びパルプ汚泥は10t区）と，その順位は，都市下水汚泥＞けいふん＞パルプ汚泥＞ミミズ  
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表29 褐色森林土に施用された有機物の成分組成  
（大分県農技センター提供）  

施用  
有 機 物   年次  水分 ％  pH 鮎0）  T 

C／N  脱水助剤  

1979  63．2  8．9  27．1  2．99  2．36  0．07  17．3  9．1  消 石 灰  
都市下水汚泥                         1980  39，3  11．3  39．6  2．77  Z．19  0．08  18．1  14．3  塩化第二鉄   

1979  60．3  7．5  33．2  0．74  0．30  0．06  4．5  44．9  消 石 灰  
パルプ工場廃水汚泥                         1980  67．7  8，1  31．5  0．71  0．28  0，06  1，8  44．4  硫酸アルミ   

1979  4．7   

石油化学工場廃水汚泥      5．1  40，1  8．92  3，25  2．11  0．9  4．5   有機凝集剤  

1979  58．8   
栢 ワ ラ 堆肥  

9．1   

38．5   

樹 皮 堆 肥  1979  64．9  6．7  43，9  1．14  0．28  0．40  1，5   1980  67，9   48．9  1，15  0．31  0．87   42．5  
18．1   
な   し  

ミ  ミ ズ ふ ん    55．9  8．4  28．8  1．59  3．85  0．50  6．2   1980  56．9   27．4  1．25  2．48  0．53   21．9  

け い  12．9  

ふ ん    47．6  9．4  4．4  2．67  4．39  2．52  10．5   1980  54．9   43．3  3．24  4．10  0．86   13．4  

表30 有機廃棄物の施用に対する土壌微生物の反応  
（各有機廃棄物の掛りによって対照区の微生物数より明確な増加を示す微生物種）  

有 機 物   2回目施用後  4回目施用後  
5か月目  3か月日   5か月目   

全  細  菌  全  細  菌  
1）  全  細  放  線  菌  放  線  菌  

都市下水汚泥  線  菌  状  菌  糸  状  菌  菌  色素耐件細菌 亜硝酸酸化細菌  
色 素 耐 性 細 菌  アンモニア酸化細菌    アンモニア酸化細菌  
亜硝酸酸化細菌   
細  菌  放  線  菌  パ ル プ 工 場  全  細  菌  全   色素耐性細菌  

廃 水 汚 泥り  アンモニア硬化細菌  アンモニア酸化細菌  亜硝酸酸化細菌  

油じ工 放  線  菌  
z）  

タンパク質分解菌     色素耐性細菌  
アンモニア酸化細菌   

稲 ワ ラ 堆 肥＝  細  菌  
亜硝酸酸化細菌   

樹 皮 堆 肥1）  糸  状  菌  全  細  菌  全  細  菌  亜硝酸酸化細菌  色 素 耐 性 細 菌   
全  細  菌  

全  細  菌     放  線  菌  
み み ず ふ んり  色 素 耐 性 細 菌  色 素 耐 性 細 菌  

亜硝酸硬化細菌  アンモニア酸化細菌  
亜硝酸酸化細菌   

全 細 
糸 状 菌   線  菌  

け い ふ ん1）  糸  状  菌  菌    色素耐性細菌 アンモニア酸化細菌  
亜硝酸酸化細   

菌   

詑1）施用銃（乾物）10t／ha 2）施用塁（乾物）2，5t／ha   



ふん＞樹皮堆肥＞石油化学工場汚泥＝稲ワラ堆肥であった。しかし，これらの有機廃棄物施用区の  

うち都市下水及びパルプ汚泥施用区を除く他の廃棄物施用区では，化学肥料区の微生物数より明  

らかに低い菌数を示す場合があることも明らかにされた（放線乱糸状菌及び硝化菌）。  

〔微生物数の有機物間差〕   

微生物数の面から7種の有機物を比較すると，全細菌，放線菌，色素耐性細菌及び硝化菌数は，  

下水汚泥区が最も高い菌数を示し，汚泥以外では，けいふん施用区の微生物数が高い菌数を示し  

た。  

〔有機廃機物施用土壌の細菌フロラ〕   

汚泥以外の有機廃棄物施用区のC／B値で化学肥料区より明らかに高い値を示したのは，4回目  

5か月後のけいふん区だけであり，同区の全細菌数に占める色素耐性細菌数の割合は59％であっ  

た。このように汚泥の施用による細菌フロラと同種の変化は，これらの有機廃棄物の施用では認  

められないことが明らかにされた。   

以上に示したように，有機廃機物の施用に対する土壌微生物の反応は，各々の有機物によって  

異なることが明らかにされた。施用量が同一である6種の有機廃棄物を比較すると，土壌微生物  

は，都市下水汚泥の施用に対して最も高い反応（化学肥料区より明確に増加する微生物種が  

多い）を示し，稲ワラ堆肥の施用に対する反応が最も劣る。このような差は施用回教の少な  

い段階で顕著に現われる。しかし，施用回数の少ない段階での反応性が乏しかった有機物につい  

ても施用回数が多くなると，明確な反応（増加）を示す微生物種が増加する。このことは，土壌  

の微生物が反応し易い有機廃棄物と，反応しにくい（連用を重ねる必要がある）ものがあること  

を示していると考えられる。   

一方，微生物種の面からみると，これらの有機廃棄物の施f耶こ対して反応性の高いものは硝化  

菌と色素耐性細菌であることが明らかにされた。これは前項（4．3．1．2）で述べた結果と一致する  

事項であり，有機廃棄物施用土壌における微生物フロラの特徴と言えよう。   

以上の結論は，冬季の計測によって導き出されたものであり，一般性を持たせるためには，夏  

季における計測が必要である。   

は）長崎細粒質赤色土の場合   

下水汚泥の他に農耕地への施用が企画されている廃棄物にゴミを発酵堆肥化した物，いわゆる  

ゴミコンポストがある。本特別研究では，ゴミコンポストの土壌への施用が，微生物フロラに与  

える影響を解明するための研究が長崎市内のゴミコンポスト施用土壌について行われた（本報7）。  

土壌の採取は，54年1月に長崎市内の野菜畑及びミカン園（土壌は全て細粒質赤色土であった）  

から採取された。この土壌試料について微生物（全細執政線菌，糸状菌及び硝化菌）数が測定  

され，次のことが明らかにされた（本報7）。  

1）ゴミコンポスト施用野菜畑の土壌微生物数を，対照区とした隣接する林地表土のそれと比  

較すると，全細菌数が9胤放線菌数が2胤糸状菌数が6倍，アンモニア髄化細菌数が，2，430  
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倍，亜硝酸酸化細菌数が273倍と硝化菌の著しい増加が認められた。   

2）この野菜畑の硝化菌数は近隣のみかん国土壌の硝化菌数と比較してもアンモニア顧化細菌  

数で3倍，亜硝懐髄化細菌数で約2倍の菌数を示した。   

3）ミカン国土壌へのゴミコンポストの施用によって，糸状菌数が無施用区の2倍，亜硝酸酸  

化細菌数が同じく4倍の高い菌数を示すことが明らかにされた。  

ゴミコンポスト施用土壌の微生物数に関しては，夜久と山県（1980）28）の報告がある。彼らは，  

ゴミコンポストを施用して大根を栽培した跡地の土壌微生物教を調査し，全細菌，放線菌，糸状  

菌及び硝化菌数が無施用区より著しく増加することを報告している。このように畑土壌へのゴミ  

コンポストの施用は，土壌微生物数を雷化させること，なかでも，硝化菌数の増加が顕著である  

ことが明らかにされた。  

（3）汚泥以外の有機廃棄物施用土壌の微生物フロラに鯛する研究の総括   

汚泥以外の有機廃棄物の施用が土壌の微生物に与える影響は，その種類，施用量や成分含有量  

によって異なるものと考えられるが，基本的には，微生物数を寓化させるものと考えられる。本特  

別研究や既往の研究を通じて特徴として挙げられる点は，硝化菌数の増加である。   

4．3．1．5 有機廃棄物施用土壌の酵素活性   

土壌中には，ウレアーゼ，フォスファターゼ等多くの酵素が存在することがこれまでに報告さ  

れている29）。これら二1二壌酵素は，土壌中における物質循環に重要な役割を担っている。有機廃棄  

物の施用によって土壌酵素がどのような影響を受けるかを明らかにすることは，これらの土壌中  

における形態変化を知る上できわめて重要なことである。本特別研究では，各種の有機廃棄物施  

用土壌の酵素活性が測定された。  

（1）汚泥施用土壌の酵素活性   

生活廃水処理場の返送汚泥を施用した淡色黒ポク土（小型ライシメーター実験）のウレアーゼ  

とフォスファクーゼ（フォスフォモノエステラーゼ）活性が測定され（中報7）。ウレアーゼ活性  

は，多炭施用区（5及びiO％）で無慮用区のZ．4－3．Z倍に，フォスファターゼ活性も多量区で無  

施用区の2．2～3．1倍に増加することが明らかにきれた。  

（2）有機廃棄物施用土壌の酵素活性   

長野，広島，香川県下の有機廃棄物件ふん，牛ふん堆肥及びタネ油粕）施用土壌（牧草地，  

水軋野菜畑，ミカン園）のウレアーゼ活性が測定きれ（中報11），これらの有機廃棄物が施用さ  

れた土壌のウレアーゼ活性は，無施用土地あるいは化学肥料施用土壌より高いことが明らかにさ  

れた。   

有機廃棄物施用土壌の酵素活性に関しては，ここに示したようにウレアーゼ及びフォス77タ  
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－ゼ活性について測定したが，個々の有機廃棄物の施用に対して最も敏感に反応する土壌酵素の  

検索や有機廃棄物施用土壌における物質代謝において土壌酵素が担う役割など解明すべき多くの  

課題が残されている。   

4．3．1．6 有機廃棄物施用土嚢の微生物フロラに関する研究の総括   

有機廃棄物施用土壌の微生物フロラに関する研究は，汚泥を中心として行われたために，汚泥以  

外の有機廃棄物に関する研究は，不足している。したがって，全体像の正確な把握はできない。  

しかし，これまでの研究を通じて，少なくとも下記の事項については，明確にされたと考えられる。  

すなわち，  

1）有機廃棄物の施用が土壌の微生物に与える影響は，有機廃棄物の種類，施用量，施用回乳  

成分含有量，土壌の種類，環境条件などによって異なるが，基本的には，微生物数を増加させる  

ものと考えられること。   

2）有機廃棄物の施用に対して顕著な反応を示す微生物種は，硝化菌及び色素耐性細菌であり，   

これらは，とくに，汚泥の施用に対して鋭敏に反応することである。   

これに対して，汚泥施用土壌の微生物フロラに関しては，詳細な研究が行われ，多くの新しい  

知見が見い出された。とくに，自然条件下の汚泥掛I仕壌における微生物フロラに関しては，こ  

れまで詳細な研究が行われておらず，本特別研究で得られた成果は，世界動こみても全く新しい  

知見であり，この分野における研究の進展に大きく貢献するものと考えられる。また，汚泥の施用  

に対する土壌微生物の反応に限界が存在することが見い出されたことは，汚泥の緑農地における  

利用や土壌を用いた処理・処分に対して，新たに土壌微生物の面からの基準を設定する必要があ  

ることを示唆するものであろう。   

この土壌微生物フロラに関する研究の成果は，他の分野の研究，例えば，汚泥の施用に伴う土  

壌の物理，化学的性質の変化や植物の生育に与える影響，土壌中における汚泥の分解と汚泥中成  

分の挙動等に多くの情報を提供するものと考えられる。   

4．3．2 有機廃棄物の施用が土壌の物理，化学的性質に与える影響   

土壌の物理的，化学的性質は，土壌の微生物的性質と並んで土壌の基本的性質であり，かつ，植  

物を含めた土壌生態系に面接間接に影響を与える要因である。それゆえ，土壌の物理，化学的性  

質の変化は，有機廃棄物の農耕地での利用を進めるうえで解明しておかなければならない極めて  

重要な課題である。本特別研究では，主として下水汚泥施用土壌について物乳化学的性質の解明  

が行われた。  

4．3．2．1物理的性質の変化  

（1）汚泥の多量施用が土壌の三相分和こ与える影響（制御環境下）  

多量（乾物として50t／ha）の生活廃水汚泥（脱水助剤として消石灰使用）が施用きれた制御環   
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墳下の淡色黒ポク土（表9，実験8）について，その三相分布が調査され（本報14），固相率が低  

下し，水分率及び空気率が増加することが明らかにされた。これは，この汚泥の施用により土壌  

の通気阻透水性，保水性が良好になることを示唆するものである。   

Lu。t（1953）30）は，下水消化汚泥の施用によって土壌の含水率，孔隙率及び団粒生成率が高まる  

ことを報告している。高橋柑）は，含水率55％の下水汚泥を1回20t／ha（乾物として9t／ha）8  

回運用した鉱質土壌（赤黄色土）において，同相率が低下し，液相及び気相率が増大する傾向を  

示すことを報告している。また，Lawら31）は，下水汚泥の施用が土盛の有機物含量を増加させ，  

土壌の物理，化学性を改善するために有効な手段であると報告している。   

このように汚泥の施用によって土壌の物理性が改善されることが示された。  

（2）自然条件下の汚泥連用土壌の物理性   

本特別研兜では2年間にわたって総計11．25－30t／ha（乾物として）の前記（本鞘14）と同一の生  

活廃水汚泥乾燥物が有姿のまま連用きれた淡色黒ポク畑土墳あるいは，同一の汚泥が2年間で総  

計30t／ha連用きれた砂質土，淡色黒ボク九沖積土及び黒ポク土の物理量が測定された（本報8）。  

その結果，仮比重，其比重，圃相率，液相率，気相率，孔隙率及び実容積とも対照区である化学  

肥料区のそれらと有意な差が認められないことが明らかにきれた。   

以上に示したように汚泥の施用により土壌の物理性に影響が発現するのは，一度に多量の汚泥  

が施用された場合か，あるいは，多年にわたり連用された場合であろうと考えられる。  

（3）土壌の水分含量の変化   

L。。t30）は，汚泥の施恥こよって土壌の含水率が高まることを報告している。本特別研究にお  

いては，種々の汚泥が施用された各種の土壌の水分含量が測定されている○   

その結果をみると，自然条件下の土壌では，汚泥の施用による土壌水分の顕著な変化が認めら  

れない場合が多い（本報2，4，5及び6）。しかし，制御環境下で行わ叫た汚泥の多量連用実験（本報  

14，表9の実験8参照）の結果から，汚泥施用区の表層土（0～5cm）における平均水分含量は，  

無施用区より低いことが明らかにされた。このことは，汚泥を多量に施用した土壌の表層は，乾  

燥し易いことを示しており，同様の結果が他の報告32）でも指摘されている。   

4．3．2．2 化学的性質の変化  

（1）土嚢pH   

本特別研究では，種々の汚泥が施用された各種の土壌のpHが測定されている。   

そのうち，消石灰が脱水助割として用いられた汚泥を施用した土嚢のpH（H20）についてみる  

と，多量の生活廃水汚泥（50t／ha）を施用した淡色黒ポク土（本報15）では，汚泥の施用により土壌  

のpHが顕著に上昇すること，また，PHは，汚泥の施用回数の増加に伴ってさらに上昇し，3回目の  

汚泥施用後では，8以上となること，この連用による土】熟）Hの上昇は，汚泥施用後4週目以降に  

一65一   



明確に現われることなどが明らかにされた。この淡色黒ポク土における生活廃水汚泥の施用に伴  

う土壌pHの上昇は，自然条件下の畑土痴（淡色窯ボク土）でも認められている（本報17）。   

4種の土壌（砂質土，淡色黒ポク土，沖積二L黒ポク土）に前記の汚泥を施用した場合（乾物  

として7．5t／ha）の土壌のpHの変化は，土壌によって異なり，有機物含有量が少なく，緩衝力の弱い  

土壌（砂質土）でpHは大きく上昇すること，各土地とも汚泥の連用によって土壌pHは上昇する傾  

向を示すが，連用を重ねると，上昇の程度は小さくなり，限界の存在が示唆されることなどの結  

果が得られている（本朝16）。   

この他，脱水助剤として消石灰が用いられた都市下水汚泥を連用した大分褐色森林畑土壌におい  

ても無施用土壌に比べて顕著なpHの上昇が認められること，また，乾物として20t／ba施同区のpH  

は8に達すること（本報6），脱水助剤に消石灰が用いられた都市及び生活下水消化汚泥が施用さ  

れている兵庫沖積水田土壌（乾田期間に測定）において，無施用土壌より明らかに高いpHが記録  

され，施用量の増加とともに上昇すること（本報5），カルシウムを多量に含有する発酵工場汚泥  

が施用きれた山口沖積水田土壌（乾田期間に測定）において，同様に無施用土壌より高いpHが記録  

されたこと（本報5）など消石灰を脱水助剤とする汚泥の施用によって土壌pHが上昇することが  

明らかにされた。   

これに対して，消石灰を脱水助剤としない汚泥を施用した土壌のpHをみると，生活廃水処理場  

の返送汚泥を施用した黒ポク土において，無施用区に比べて明らかなpHの低下が認められること，  

その低下は汚泥施用後短期間に起こること（申報7），同一の汚泥を施用した砂質土，窯ポク土  

及び淡色黒ボク土においても同様にpHの低下が認められること（中報11）が明らかにされている0   

しかし，同様に脱水助剤が用いられていない皮革工場汚泥が施用された兵庫沖積水田土壌（本  

報6）では，多量（乾物として20t／ha）施用区のpHは，無施用区より明らかに高い値を示した。  

これは，この汚泥が，かなりのカルシウム（T－CaOとして9％）を含有しているためであろう（本  

報5）。山口水田土壌には，脱水助剤が用いられていない工場廃水汚泥（T－CaO5～7％）が連用さ  

れている。この土壌のpHは，1回目の汚泥施用後は，無施用区よりやや高い値を示したが，2回  

目の施用後のpHは，無施用区より明らかに低い値を示し，施用量の増加とともに低下する傾向が  

認められた（本報5）。   

有機凝集剤を使用した汚泥が，新潟砂丘地土壌に施用されている（本報4）。都市下水汚泥及び  

堆肥化生活廃水汚泥施用区のpHは，無施用区のpHより明らかに低く，し尿消化汚泥施用土壌のそ  

れは，やや低い値を示した。しかし，有機凝集剤が使用されている汚泥でもカルシウム含有量の  

高い汚泥では，無施用区より高いpHを示すことが明らかにされている（本報5）。   

このように汚泥の施用が土壌pHに与える影響は，土壌pHを上昇させる場合，低下させる場合及  

び大差ない場合があり，きわめてまちまちであり一定の傾向は示されなかった。ただ，pHを上昇  

させた汚泥は，カルシウムを多量に含有する汚泥であることは間違いない事実である。高橋18）は，  

ト般に汚泥の施用は，窒素の無機化に伴う硝酸の生成や，硫化物の醸イヒによる硫酸の生成によ  

り，本質的には土壌のpHを低下せしめるものと考えられろ」としている。この説は，本特別研究   



において認められたように，返送汚泥やカルシウム含有塁の低い汚泥で土壌pHが低下することか  

ら裏付けられるものと思われる。  

（2）その他の化学性の変化   

生活廃水汚泥を多量（乾物として50t／ha）に施用した淡色黒ボク土について以下のことが明ら  

かにされた（本報14）。  

1）汚泥の施用によってリン髄吸収係数が高まること   

2）塩基飽和度が著しく増加し，100％を大きく越えること   

3）置換怪力ルシウム及びマグネシウムは，無施用土壌に比べて約3倍に増加するが，置換怪  

力リウム及びナトリウムは，ほとんど変化しないこと   

4）電気伝導度は，著しく高まり，その変動パターンは，土壌中の硝憩態窒素の変動パターン  

と酷似していること   

このうち，置換怪力ルシウム及びマグネシウムの増加と電気伝導度の上昇は，高橋18）によって  

も報告されている。  

（3）有機廃棄物の施用が二l二腐の物理，化学的性質に与える影響に関する研究の総括   

以上に述べたように汚泥の施用は，二†二壌の物乳化学的性質を改善する効果をもつが，その効  

果が発現するのは，一度に多量の汚泥が施用された場合か，あるいは，多年にわたって連用され  

た場合であろうと考えられる。少量連用の場合の影響に関しては，今後の検討が必要である。   

ただし，二†二壌pHの変化に関しては，施用する汚泥によっては顕著に変化することから，カルシ  

ウム含量の多し、汚泥を施用した場合は，pHの上昇に伴う植物のアルカリ障害を，カルシウム含量  

の低い汚泥を施用した場合は，土壌pHの低下に伴う植物の酸性障害や重金属の可溶化に伴う植物  

被害等に対して十分な配慮が必要である。   

4．3．3 下水汚泥施用土壌における植物の生育   

我が国における有機廃棄物の農耕地への施用に関する試験研究は，そのほとんどが化学肥料と  

組み合せて施用される形で行われ，多くの成果が得られており，消化汚泥に関しては，種々の作物  

に対して適性施用量の指針が出されている32）。これに対して本特別研究では，生活廃水汚泥を単  

独で施用した土壌における植物の生育状況の把握が行われた。下水汚泥等各種の汚泥は，他の有  

機廃棄物に比べて高い肥料成分を含有しているため，これら汚泥自体の肥料としての効果（肥効）  

や単独で施用した場合の植物生育に対する影響を把握しておくことは，より効果的に汚泥を農業  

生産に利用する上で必要であると考えたからである。  

4．3．3．1有底枠における栽培試験  

54年度は，有底枠を用いて実験が行われた（本報11）。先に述べたように有庶枠には4踵の土壌   



が，それぞれ2基の有底枠に充てんされている。これらは53年度に化学肥料が全基に施用され均  

一栽培が行われている（中報13）。54年度は，表9（実験8）に示した実験条件で，夏作としてナ  

スが，冬作としてコムギが，それぞれ栽培された。汚泥の施用量は乾物として7．5t／haであり，化  

学肥料の施月］量は，窒素（N）84kg／ha，リン酷（P）159kg／ha及び加里（K）44kg／haであった。  

（1）夏作ナスの栽培成績   

ナスの生育を果実部新鮮物収量で評価すると，黒ポク土，沖積土及び淡色黒ポク土では，化学  

肥料区と汚泥区の差がほとんど認められず（5－7％の増減），汚泥の肥効が化学肥料のそれとほ  

ぼ同等であることが明らかにされた。砂質土の汚泥区におけるナスの果実部新鮮物収員は，化学  

肥料区より14％低い収量であったが，このニヒ壊においても化学肥料施用の場合の80％以上の収量  

が得られることが明らかにされた。  

・（2）冬作コムギの栽培成績   

このナスの収穫後，化学肥料あるいは汚泥が所定量各土壌の化学肥料区あるいは汚泥区に施用  

きれ，冬作としてコムギが栽培された。コムギは，青刈の状態で55年4月に収穫された。   

各土壌の汚泥施用区におけるコムギの生育を地上部新鮮物収量を基準に評価すると，砂質土及  

び淡色黒ボク土における収量は，化学肥料区の49及び61％と低く，沖積土の収量は，化学肥料区  

の70％に相当する収量を示し，黒ボク土の収量は，化学肥料区の91％相当収量となった。汚泥施  

用区におけるコムギの化学肥料区に対する収量の比がナスの場合より低いのは，冬季における汚  

泥の分解が夏季より劣ることによるものであろう。そのため原土の植物生産力の低い砂質士と淡  

色黒ポク土（下層土）で著しい収量の低下が現われたと考えられる。   

このように汚泥の肥料としての効果（肥効）は，土壌によって異なり，生産力の高い土壌（中  

朝13）における汚泥の肥効が高く，黒ポク土では化学肥料を施用した場合と同等の収量が得られ  

ることが明らかにされた。   

4．3．3．2 ほ場における栽培試験   

54年度は，前記有底枠試験を開始すると同時に実験ほ場を伺いて汚泥ゐ連用が植物の生育に与  

える影響を解明するための実験を開始した（本報】0）。この実射こは，研究所構内の二面のほ場  

（Ⅰ一1及びⅠ－2）と飛地（別団地）にある二面のほ場（ⅠⅠ－1及びⅠⅠ－2）が用いられた。こ  

れらのは場の土壌はいずれも淡色男ボク土である。ほ場実験の概要は，表9（実験5及び6）に  

示した。施用した汚泥は，前記の有底枠試験に用いたものと同一であった。  

（1）54年度夏作ナスの栽培成磨   

これらのほ場を用いた植物栽培試験の最初の植物として全ほ場にナスが栽培された。その収量  

成槙（中報9）から次の結果が得られた。  
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1）研究所構内にあり地下水位の高い二つのは場（Ⅰ一1及びⅠ－2）では，ナス茎葉部及び  

果実の新鮮物収量は，少量区（3．75t／ha）でも化学肥料区の80％以上の収量を示し，多量区（15  

t／ha）では，ほとんど化学肥料区と変らない収量を示した。また，汚泥施用区の収量はいずれも  

対照熊処理区より高く，茎葉部新鮮物収塁で24－41％，果実部新鮮物収量で44－65％の増収とな  

った。   

2）造成以来実験開始まで3回の化学肥料と堆肥が施用されたⅢ－2ほ場の汚泥施用区におけ  

ろ茎葵部の新鮮物収量は，多量区でも化学肥料区の84％にすぎず，少量区では同じく63％であっ  

た0 しかし，果実部の新鮮物収量は，少量区でも化学肥料区の80％であり，多量区は，化学肥料  

区と同等の収量を示した。   

3）これらのほ填での好成績に比べて，造成以来実験開始までに化学肥料が1回だけ施用され  

たⅡ－1ほ場の汚泥区における収量は低く，茎築部の新鮮物収量は，化学肥料区の19－41％にす  

ぎなかった。また，果実部の新鮮物収量は，化学肥料区の52－77％であった。このようにこのほ  

場でも多量区の果実収量は，かなりの収量を示した。   

以上に示したようにナスの生育を果実部の収量で評価すると，植物生産力の低いⅠト1ほ場を  

除いて，多量（15t／ha）・の汚泥を施用するとほぼ化学肥料区の収量に匹敵する収景が得られ，こ  

の汚泥の肥効が高いことが明らかにされた。また，ほ場の生産力の速いが汚泥の植物に対すろ肥  

効の発現程度に反映することが明らかにされた。  

（2）汚泥連用土壌における植物の生育   

この54年度夏作ナスの栽培に続いて，全ほ場に汚泥及び化学肥料が施用設計に従って54年冬作  

前，55年夏作前，同冬作前に所定最連用され植物の栽培実験が実施された（本報10）。各ほ場にお  

ける栽培植物ほ，表31に示した。55年度には，H－1及びⅠトー2は場に新しく汚泥施用区が設け  

られ，汚泥の連用が，植物の生育に与える影響を解明するための実験が行われた。なお，55年夏  

作の第2作であるフダンソウ及びソルガムの播種前には，汚泥及び化学肥料とも施用されていな  

い。   

汚泥施用区における植物の生育状況を，無処理区及び化学肥料区と比較すると，次のような結  

果が得られた。なれ 各植物の生育状況の比較基準は，以下のとおりである。   

コムギ（54年度），フダンソウ，ソルガム及びホウレンソウ：地上部の新鮮物収量   

陸稲及びコムギ（55年度）：穂部の乾物収量   

コカプ：根部及び地上部の新鮮物収量   

ナス：果実部の新鮮物収量  

〔無処理区における植物生育との比較〕   

無処理区における植物の収量と汚泥施用区のそれを比較すると，病虫害を受けたⅠ一1ほ場の  

中量年1回区における陸稲収量を除いて，全は場のほぼ全汚泥施用区において無処理区の収量を  

上回る収量となることが明らかにぎゎ，汚泥の肥効が認められた。   



〔化学肥料区における植物生育との比較〕   

化学肥料区における収量と汚泥区のそれを比較すると，汚泥少量区の陸隠多量区のコカプ，  

少量及び中量区のフダンソウ，中量年2回及び多量区のナス（55年度），Ⅰト1は場の中量年2回  

区，同多量区及びⅠト2ほ場全区のソルガム，Ⅰ－1ほ場中量年2回区，同多量区及びⅠト2ほ  

場の中量年2回区のコムギの収量は，化学肥料区の収量と同等となり，中量年2回区及び多量区  

の陸稲，多量区のフダンソウの収量は，化学肥料区の収量を上回ることが明らかにきれた。  

〔汚泥の肥効の発現様式〕   

このように実験開始2年目（汚泥施用回数2－3回）の夏作物として栽培された植物の収量が  

高く，なかでもソルガム及びフダンソウの収量は，化学肥料区の収量と同等ないしそれをやや上  

回る収量となることが明らかにされた。両植物の栽培前には，汚泥も化学肥料も施用されておら  

ず，その生育は，前作のナス及びコカプの生育に用いられた残りの肥料成分によるものである。   

この55年度夏作第2作の栽培結果は，汚泥に含有される肥料成分は，施用後の第1作に肥効が  

発現する部分と，次作に発現する部分とから成り，化学肥料より長期にわたって肥効が持続する  

ことを示すものである。  

〔汚泥の連用が植物の生育に与える影響）   

この実験では，汚泥の連用が植物の生育に与える影響を確認するための実験も行われた。すな  

わち，ⅠⅠ－1及びⅠⅠ－2ほ場に55年度に新規に汚泥の施用が開始された区（初回区）が設けられ，  

ナス，ソルガム及びコムギが栽培された（本報10）。   

その結果，ⅠⅠ－2は場の全汚泥施用区のナス，ⅠⅠ－1は場の多量区のナス，Ⅰト1は場全汚泥  

区及びⅠト2ほ場多量区のソルガム，ⅠⅠ－1ほ場の全汚泥区及びⅠⅠ－2ほ場中量年2回区のコム  

ギに関して，連用区の収量が初回区の収量を上回り， かつ，連用回教の多い区が少ない区の収量  

を上回ることが示され，汚泥の連用によって植物の生育がおう盛になることが明らかにされた。  

ⅠⅠ－1は場の汚泥区における54年度ナスとコムギの収量は，化学肥料区に比べて著しく低く，  

供試4ほ場では最低の収量比であった。しかし，同は場における55年度のナスでは，汚泥中量年  

2回区及び多量区の収量は，化学肥料区とほぼ同等となり，化学肥料区の収量に対する汚泥区の  

収量比は，ⅠⅠ－2ほ場のそれらとはとんど変わらない値を示した。   

このことは，生産力の低い土壌でも汚泥を連用することによって生産力が上昇することを示唆  

している。  

〔汚泥の施用量と植物の収量との関係〕   

次にこの実験から得られたデータを基に，汚泥の施用量と植物の収量の関係をみると，表31に  

示したように，汚泥の施用量の差が収量に反映しない場合が多いことが明らかにされた。また，  

汚泥の施用量の増加に伴って増収する場合も，その増加率は，汚泥り施用量の増加率に対応して  

いないことも明らかにされた。   

しかしながら1－1は場における54年冬作コムギの収量と汚泥の施用量の関係は（統計的には  

区間差が有意でないが），  
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表31汚泥の施用昆と植物の収量の関係  

54年夏作  54年冬作  

ほ 場   ナス  コムギ  55 年 夏 作  55年冬作   

（果実部新鮮物）    （地上部新鮮物）  

陸稲（綾部乾物）  

コムギ僧部乾物）  
Ⅰ－1  L≒M＞S   M2≒L＞S≒Ml   L≒M2≒S  

（Ml病虫害発生）  
L≒M2＞S≒Ml   

コカプ（地上部新鮮物）  

L≒M2，L＞Ml≒S  フダンソウ（地上部新鮮物）  ホウレンソウ（地上  

I－2  L≒M≒S   M2≒L≒S＞M】            M2≒M】≒S   L＞S，L≒Mユ≒M2，   部新鮮軌  
コカプ（板部新鮮物）  M2≒L≒S＞Ml   

L≒M2≒Ml≒S   

ソルガム（地上部新鮮物）  

ナス保実部新鮮物）  
連用区  コムギ僧都乾物）  

L＞S，  連用区  
L＞M2≒Ml≒S  

連用区  
ⅠⅠ－1  L＞M＞S  L≒M2≒Ml   L≒M2＞Ml≒S  L＞M2≒Ml＞S  

（M2＞SMZ≒MIMl去S  
M2≒Ml≒S   55年施用開始区   L＞S）   55年施用開始区  

L≒M2＞S   55年施用開始区  L≒MZ≒S   
L＞M2≒S  

ナス保実部新鮮物）  ソルガム（地上部新鮮物）  コムギ（徳部乾物）  

L＞S，M2＞S           連用区   連用区   連用区  
lI－2  L≒M≒S・  L≒MZ≒Ml   L≒M2＞Ml≒S   L≒MZ，Ml≒M2，Ml≒S，  M2＞L≒Ml≒S  

L≒S．L≒Ml，M2＞S  
Ml≒S   55年施用開始区   55年度施用開始区   55年施用開始区  

L＞M2＞S   L≒M2≒S   L≒M2≒S   

L 多良区15t／b年1回旋用，M2 7．5t／h8年Z回施用．M17．5t／h8年1回施軋S 3．75t／h8年2回施用，M中里区7．5t／h8年1及  

び年2回施用（54年夏作のみ）  

1）コムギの播種前における汚泥施用の有無に関係なく年間の総施用量が同一であればほほ同  

等の収量となること。   

2）年間総施用量の比にほぼ対応した収量差となること（多量区と中量年2回区の収量は・少  

量区と中塁年1回区の収量の2倍となる）  

が明らかにされた。同様の関係はⅠ－1ほ場の54年冬作コムギについても認められた。   

きらに，ローユほ場における55年度夏作ナスの収量と汚泥の施用塁の関係をみると，ナス移植前  

の施用量の差及び総施用量の差が，収量に反映せず，移植前の施用最にそれぞれ2倍の差がある  

少量区と中量年1回区，多量区と中量年2回区は，ほほ同等の収量を示し，多量区は，少量区の  

2倍の収量となることが認められた。   

これらの結果は，汚泥に含有される肥料成分の肥効は，施用後窮1作にその1／2が，次作に残  

り1／2が発現すろことを示唆するものであると考えられる。   

この考え方を適用すると，このほ場試験における収塁と汚泥の施用量の関係は，年間2作の植  
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物が栽培されるとして，   

① 第1作（夏作）多量区＞中量区＞少量区，第2作（冬作）多量区＝中量年2凪区＞中  

量年ユ回区＝少量区，第3作（夏作） 多量区＝中量年2回区＞中量年一回区＝少量区，窮4作  

（冬作） 多量区＝中量年2回区＞中量年1回区＝少量区のよう匠第2作以降の施用量と収量の  

関係は一定になるはずである。   

② 第ユ作の収量の処理区閻差は，それぞれ2倍，第2作以降の差も2倍となる必要がある。  

これは年2作を前捏とした推論である。したがって，1－2，Ⅱ1及びⅡ－2ほ場では，55  

年夏作の第2作として汚泥無施用でソルガム及びフダンソウが，栽培されたために，この推論は，  

ソルガム，フグンソウ，ホウレンソウ及び55年度コムギには適用できなし㌔他の植物についてみ  

ると，第1作けス）では，ⅠⅠ－1ほ場（区間差は2倍にならない）で①の関係が認められ，第  

2作（コムギ）では，ⅠⅠ－1ほ場（区間差2倍）で①と②の関係が認められ，Ⅰ一1ほ場で①の  

関係が認められた。第3作では，1Ⅰ－1は瘍のナスで①と②の関係が認められ，ⅠⅠ－2ほ場のナ  

スについても①の関係が認められた。また，第4作ではⅠ1ほ場のコムギに①と②の関係が認  

められた。   

以上の結果から汚泥中の肥料成分の肥効の発現様式は，年2作と考えた場合，施用後第1作に  

肥効の1／2が発現し，残り1／2が次作に発現すること，第3作には，第1作に鮭川された汚泥の肥  

効は発現しないものと考えられる。しかしながら，55年冬作においても55年夏作にのみ汚泥が施用  

きれた中量年1回区及び多量区において肥効が発現した。以上のように汚泥の肥効は，施用後第  

1作だけでなく，その後栽培された植物にも発現し，かなり長期間にわたって発現し続けるもの  

と考えられる。   

4．3．4 研究課題lの総括   

先に述べたように，この研究課題では，主たる研究対象有機廃棄物を下水汚泥などの汚泥に絞  

り，対象環境を土壌（蝿地）に限定して，汚泥の施用が土壌の性質（物理性，化学性及び微生物  

性）とこれを反映する植物の生育に与える影響を解明することを目的として研究が実施され，多  

くの新しい知見が得られた。とくに，土壌微生物フロラに関しては，詳細な研究が行われ，その  

特徴が明確にきれた。   

これらの研究で得られた知見に既往の研究の成果を加えて，汚泥の施用が，二i二壌の性質と植物  

の生育に与える影響をまとめると以下のようになる。  

1）多量の汚泥の施用によって土壌の物理性は，改善きれるが，乾物として15t／ha以下の汚泥  

の短期の連用では，土壌の物理性に影響を与えない。また，汚泥を多量に施用した土壌の表層は，  

乾燥しやすい。   

2）土壌の化学性の巾では，土壌pIlが最も汚泥の施用による影響を受けやすい。我が国に  
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おける通常の施用量（5－20t／ha）でも影響が発現する。多量のカルシウムを含有する汚泥を施  

用した場合は，土壌pHが上昇し，有機凝集剤を用いた汚泥や凝集剤を含まない汚泥を施用した場  

合は，pHが低下する。このpHの上昇は，植物にアルカリ障害を起こし，pHの低下は，髄性障害  

を引き起こす。すなわち，土壌pHに基づく汚泥の施用限界が存在する。他の化学性の変化に関し  

ては，置換性カルシウム及びマグネシウムの増加と電気伝導度の上昇が認められる。   

3）汚泥の施用が二l二壌微生物に与える影響も顕著に発現し，乾物として15t／haの汚泥の施用は，  

土壌中の微生物数を明碓に増加させる。土壌微生物の中では硝化菌と色素耐性細菌の汚泥施用に  

対する反応が高く，汚泥施用土壌における微生物フロラの特徴として挙げうる。汚泥施用塁の増  

加に伴って土壌の微生物教は増加するが，多量の連用や成分含有量の多い汚泥の施用は，土壌の  

微生物数を減少させる。すなわち，土壌微生物の面からの施用限界が存在する。   

4）汚泥を単独で施用した場合，施用最によっては化学肥料と同等の植物の収量が得られ，汚  

泥は高い肥料としての効果（肥効）を示す。また，その肥効は，長期間にわたって持続する。し  

かし，多量に施用すると，葉菜掛こ薫端の萎縮と壊死などの障害が発現する。すなわち，植物生  

育の面からの施用限界が存在する。   

以上の結果は，優れた肥効をもち，土壌の性質の改善をもたらす汚泥と言えども，施用には限  

界があること，換言すれば，汚泥も土壌のもつ許容量を越えると，土壌環境を破壊し，環境汚染  

物質となりうることを示唆している。   

また，これらの知見は，緑農地への汚泥の適正な施用に役立つと同時に，土壌における汚泥の  

分解や，汚泥中成分の二i二鹿中における挙動に関する研究に多くの情報を提供するであろう。  

4．4 環境汚染物貿の土壌処理に関する研究（研究課題2）   

山口県農業試験場における水Ⅲ二！二壌への汚泥の施月描E厳において，乾物として30t／haの発酵工  

場の廃水処理汚泥を施用した区で，イタリアンライダラスに著しい発芽障害が発生したことが報  

営されている（本報5）。このことは，汚泥といえども施用琉によっては，土壌一植物環境を破壊  

し環境汚染物質となりうることを示すものである。農桝地，緑地等の二上壌を利用した有機廃棄物  

の処理を考える場合には，土壌の持つ処理能力＝分解力を明らかにする必要がある。また，同時  

に廃棄物申に含有される物質が，■土壌をとりまく周辺環境に負荷を与えるかどうかも解明されな  

ければならない。この研究課題では二‡∴壌中における汚泥の分解，分解生成物，あるいは汚泥中成  

分の土壌中での挙動，植物による吸収と畑地二1二壊における地下への潜脱など汚泥の土壌処動こ係  

る問題を解明すると同時に汚泥の減量化の方策に関する研究を実施した。   

4．4．1土動こよる汚泥の分解  

先に述べたようl午，二‖姦の有機物分解力には限群があり，汚泥の土嚢への施用や土壌を用いた  

処分は，この能力の範囲内で行われなければならない。そのためには，土壌のもつ汚泥の分解力  

を把握しておくことが必要である。二Ⅰ二壊中における有機物の分解は，従来，炭素及び窒素の分解   



を指標としてとらえられてきた。本特別研究においてもこれらを指標として汚泥の二l二壌中におけ  

る分解が検討された。   

4．4．1．1汚泥中炭素の土壌中における分解   

土壌に加えられた有機物中の炭素の分解性を実験室的に推測する手段として広く用いられてい  

る方法は，土壌と有機物を混合して，容器に充てんし，任意の水分及び温度条件下で培養した時  

に発生する炭酸ガスを測定するものであるユ3）。この方法は，ビン培養法と呼ばれ，汚泥の土壌中  

における分解に関する報告のほとんどにおいて採用されている。  

（1）汚泥申の炭素の分解過程   

本特別研究では，まず，ビン培養法を用いて汚泥中炭素の土壌におけろ分解が，検討された  

（本報13）。すなわち，、消石灰と塩化第二鉄を脱水助剤とする生活廃水汚泥（T），脱水助剤を含ま  

ない生活廃水汚泥（K），有機凝集剤を含む化学工場廃水処理汚泥（M）及び石油化学工場廃水処  

理汚泥（H）が，淡色黒ポク土に100mg及び500mgC／50g風乾土の割合で添加され，その分解性が  

測定された。   

各汚泥の炭素の分解（COタの発生）は，土壌に添加された宿後から始まり，いったん最大に達  

した後，低下するというパターンを示した。CO2発生量が最大に達するまでの時間は，汚泥によ  

って異なり，化学工場廃水汚泥（M）が最も遅く5－7日を要したが，他の汚泥では2－3日で  

あった。これらの汚泥の淡色黒ポク土における炭素の分解は，1％までの添加率では，汚泥の添加  

量にはば比例して増加し，2週間の分解率は，添加率に無関係に一定であった。25℃，2週間の  

各汚泥の分解率は，9～35％であり，その順位は，汚泥M＞汚泥H＞汚泥T＞汚泥Kであった。  

この囁位は，汚泥の全炭素含有量の頓位と一致し，炭素含有塁の多い汚泥ほど分解率が高いこと  

が明らかにされた。   

下水汚泥申の炭素の分解の経過に関する既往の報告としては，大羽とL。34）の報告がある。彼  

らは，砂丘地，火山灰土等6種の土壌に添加した2種の下水汚泥申の炭素の分解は，添加後1－  

5日間で最大に達し，その後は低下することを報菖している。本特別研究における実験結果はこ  

れを裏付けるものであり，汚泥中の炭素の分角酌ま，土壌添加後初期に急激に起こると言えよう。   

この他，汚泥申の炭素の分解に関しては，高橋18）は，鉱質土壌における下水消化汚泥の分解率  

が，47日間で約20％であること，大羽とLu34）は，15－44％であり，分解率は，土壌によって異  

なること，後藤ら抑は，35－53％であることを報告している。また，汚泥の添加量と分解率に関  

しては，Terryら35・36）は，添加量に比例して分解量が増大することを，Hsiehら37）は，添加量が  

土壌に対して4％までは，添加塁に比例して分解が進むが，8％になると分解率は低下すること  

を報告している。   



（2）汚泥の分解に与える温度の影響   

以上に示した報告は，いずれも，25－30℃の温度における実験の結果であり，自然条件下にお  

ける温度条件とは異なっている。とくに，冬作物に対して施用きれた場合の分解に関しては，こ  

れらの研究は，情報を全く提供しえない。そこで，汚泥の分解に対する温度の影響がビン培養法に  

よって調査きれた（本報13）。   

この実験には，生活廃水汚泥（K）と黒ポク土が用いられ，4，10，23及び30℃における汚泥  

中炭素の分解が測定された。その分解の程度を汚泥添加後5日間のCOヱ発生量で評価すると，  

1）4℃におけるCO2の発生は，こくわずかであり，冬期の低温時にははとんど分解が進まな  

いものと予測される。   

2）温度が上昇するにつれてCO2の発生塁も増大し，10℃から23℃への上昇によってCO2発生  

量が約4倍に増加することが示され，分解には温度が大きく影響することが明らかにされた。な  

お，汚泥の分解に温度の影響が大きいことは，Miller15）も報告している。   

このように汚泥の分解は，二1二凰温度などの条件によって異な，るため，汚泥の施用を行う場合  

には，個々の汚泥について，それらの条件を十分考慮した実験を行い，分解の程度を把握してお  

く必要がある。  

（3）制御環境下における汚泥中炭素の分解（ライシメーター実験）   

以上に示した研究は，いずれも室内の小規模実験に基づくものであり，実際の場面における分解  

に対してどの程度の情報を提僻しうるかについては，検討を要する課題である。本特別研究にお  

いては，自然条件下ではないが，ビン培養法よりきらに大規模なレベルで汚泥中の炭素の分解が  

検討きれている。   

① 小型ライシメーター実験   

温度25℃の自然光温室内に設置され，淡色黒ポク土が充てんされた小型ライシメーター（75×  

75×50cm）の表層（0～10cm）の土嚢に生活廃水汚泥（K）が5段階（0．2－10％）の施用率で混  

合され，表層土の全炭素の経時変化が追跡された（中報7）。   

その結果，二t∴壌中の全炭素量が最低となった添加後75日目における全炭素量から計算した炭素  

の分解率は13－19％であることが示された。   

② 大型ライシメーター実験   

自然光温室内に設置きれ，淡色黒ポクニl二が充てんされた大型ライシメーター（直径170cm．土壌  

厚230cm，深部土壌温度18℃）の表層（0～10cm）の土壌には，乾物として50t／haの割合で生活  

廃水汚泥（T）が約6か月の間隔で，昭和54年9月から施用されている。この土壌の全炭素量が  

測定され6か月間の炭素の分解率が計界きれた（本報15，表9，実験8）。   

汚泥施川裸地区の炭素の分解率は，1回目施用暗が43．5％，2回目が35・1％，3回目が50・7％  

－75－   



（3回の平均が43・1％）であり，植物栽培区では，それぞれ66．9％（この区も1回目は裸凝），55，6，  

40・6％（3回の平均は54．4ヲ£）であった。両区の平均は48．89gとなり施用された汚泥中炭素のお  

よそ1／2が施用後6か月で分解きれるものと推定された。   

自然条件下における汚泥中炭素の分解を追跡した例としては，愛知県農総試の試験がある1S）。  

それによると，鉱質土壌から成るほ場に‾F水消化汚泥を160t／ha施用し，4咋間8作の植物を栽  

培した後の二l∴壌の全炭素量は，汚泥施川当初の土壌中全炭素量より約30％低い値となったことが  

報告されている。この場合も前記ライシメーターの植栽区と同様に栽培作物の遺体の炭素が同時  

に測定されているので実際の汚泥の分解は、これ以上に進んでいるものと考えられる。   

以上に示したような土壌中の全炭素毘から汚泥の分解を求める方法は，汚泥が均一に二1二壌に混  

合されていなければ正確な情報は得られないが，汚泥を二l二壌に均一に混合することは不可能であ  

ろう。   

前田ら38）は，ガラス繊維ろ紙で作製した円筒に土壌と供試有機物を混合したものを充てんし，  

これをは場に埋設しておき，所定の期間後に掘り出してその全炭素塁を測定し分解率を求める方  

法を開発した。これによって測定した下水汚泥中炭素の分解率（6－12月）は，水田」∴威で5Z－  

62‰，畑土填で48－56％であると報告している。   

このように大型ライシメーター実験の結果や前田ら38）の報告からみて，下水汚泥中の炭素は  

畑土壌に施用後6か月間でその1／2が分解きれるものと考えられる。   

以上が既往の報告を含めた研究の進展状況である。本特別研究で行われた研究や我が国におけ  

る研究からは，個々の汚泥について各土壌における分解率を個々の場面を想定して実測する必要  

があるという結論になる。しかし，Terryら35）やHsiehら37）は，分解叱与える要因解析を定式化  

（分解率を時間，温度，水分，汚泥の全炭象 土壌の全炭素等の関数で表わせるようにする）し  

ている。この方法を応用することによって，個々の場面で実測しなくても分解率を予測しうるよ  

うになるものと考えられる。これが今後に残された課題である。このためには，更に系統的な研  

究が必要である。   

4．4．1．2 汚泥中窒素の土壌中における分解（無機化）   

二l二壌中窒素の無機化は，4．4．1．1で述べた炭素の分解の測定に川いられた」二披の無機態窒素を  

測定することによって炭素の分解と同時に沢り定きれる。   

この方法によって測定された前記（4．4．1．1）の4標の汚泥（K，T，M及びH）の淡色黒ポク  

土における無機化率（25℃，2週間）は，それぞれ48－61％（M），41－42％（H），24－29％（T），  

29～31％（K）であり，汚泥によって異なる。また，C／N比の小きい汚泥ほど無機化し易いが，  

汚泥の添加率の違いは，無機化率に影響を与えないことが明らかにされた（本朝13）。   

これは，C／N比の小さい有機物ほどその窒素は，土壌中で無機化され易いという知見39）と一  

致している。   

汚泥中窒素の無機化率に関しては，いくつかの報告柑‾Z3・40）があり，4～49％と土壌，汚泥，  

－76－   



期間，温度等によって異なることが報告されている。窒素の無機化の程度も炭素と同様に汚泥の  

施用に先立って調査しておく必要があろう。   

4．4．2 汚泥に含有される窒素の土壌中における形態変化   

前項（4．4．1．2）で述べたように汚泥に含有される要素（有機闇窒素）は，土壌中で無機態の  

窒紫（NH．」N）に分解され，亜硝酸を経て最終的には，硝酸態窒素（NO，qN）に変換される。こ  

の経過に関する研究は，少なく，詳細は明らかにされていない。汚泥申に含有される窒素の分解  

（無機化）の過程を明らかにすることは，梓物に対する汚泥中窒素の肥効を評価するためにも，  

また二t二壊環境における挙動（地下への浸透，脱窒）を解明するためにも事前に解明されていなけ  

ればならない重安な課題である。本特別研究においては，多くの実験によって各様の士族におけ  

る汚泥中窒素の形態変化が追跡された。これらの実験の概要については，表7（実験3及び4）  

及び表9（実験6，7及び8）に示した。   

4．4．2．1汚泥が初めて施用された土嚢における無機態窒素の経時変化   

汚泥が初めて施用されT：土壌における無機態窒素（NH．－N，NO2－N及びNO3－N）の経時変化  

が，生活廃水処理場の返送汚泥（表6）及び消石灰と塩化第二鉄を脱水助剤とする未消化脱水ケー  

キ（表8）を用いて，制御環境下及び自然環境下で追跡きれた。  

（1）制御環境下の汚泥施用二1二壌における無機態窒素の経時変化   

① 返送汚泥を姫川した砂丘地土の場合（ビーカー実験）   

生活廃水汚泥（返送汚泥，表6）を混合した砂質土における無機態窒素の経時変化が，ビーカ  

ー実験によって追跡された（中報11）。この場合の実験条件は，温度25℃，土壌水分は最大容水量  

の60％，実験期間は5週間（測定は1週間間隔）であった。   

この実験の結果として以下のことが明らかにされた。  

1）NH一一Nの生成は，汚泥施川後甫ちに起こり，施用後1週目には蓄積鼻が最大となること。   

2）その後3週日まではほぼ一定のレベルにあったが，それ以後急激に減少するこキ。   

3）NO2－Nは，2週目にのみ少昂検出されること。   

4）NO3－Nの生成は施用後2過日から起こり，NH．－Nの減少に伴って増加すること。   

このように汚泥中の窒素の分解に伴うNH一一Nの生成とそれに続く硝化作用軋汚泥施用後比較  

的短期間に起こり，硝化作用は段階的に進行するものと考えられる。   

② 返送汚泥を施用ルた黒ポク土の場合（小型ライシメーター実験）   

次に，黒ポク土が充てんされた小型ライシメーター（温度25℃，湿度60％の自然光温室に設置）  

の表層二王∴（0～10cm）に生活廃水汚泥（返送汚泥，表6）を1及び5％施用し，20i馴こわたって  

無機態窒素の経時変化が追跡された（中報8）。   



この実験から得られた結果は次のとおりである。   

1）NH4－Nの蓄積：汚泥施用裸地区及び植栽区ともNH。－Nの蓄積は，施用後1週目に最大と  

なり以後1％施用区では2週目，5％施用区では3週目に施用前のレベルまで急減し，それ以後  

のNH。－Nの蓄積は認められないこと，石灰施用によってpHを補正した区においては非補正区よ  

りNH．－Nの減少が急激に起こること。   

2）NO2－Nの蓄積：蓄積量は少ない（0．5～1．5堵／g乾土）が，NO2－Nが石灰施用区で検出さ  

れ，施用後1週目にNH．－Nと同時に最大値を示すこと，その後急減し，1％施用区では2週目，  

5％施用区では3週目以後の生成・蓄積は認められないこと，pH非補正区においては，NO2－N  

の明らかな蓄積は認められないこと。   

3）NOs－Nの蓄積：1％施用区におけるNOユーNの明確な変化は認められないこと，裸地pH非  

補正5％施用区では，施用後6過日と15週目にピークをもつ変化を示すこと，同補正区では，1  

－2週目に急増し，2－6週目までほぼ一定レベルに保たれた後10週目には急減するが，15週目  

には再び増加し，第2のピークが形成されろこと。植栽区のpH補正区におけるNO。－Nは，2週  

目に，同非補正区のNO。－Nは，3週目にピークに達した後3－6週目に急減し，6－10週目には  

ほとんど検出されないこと。植物が収穫された10週目以降に再びNO3－Nの蓄積が認められること，  

植栽区及び裸地区の10週目以降のNO。一Nの蓄積は，事前のNH一－N，あるいは，NO2－Nの蓄積を  

伴わないが，汚泥施用後初期においては，NH。－NとNO3－Nの昔掛こ時間的なずれがあり，硝化  

作用が段階的に進行するものと考えられること。  

（多 生活廃水汚泥を多量に施用した淡色窯ポク土の場合（大型ライシメーター実験）   

さらに，自然光温室内に設置され，淡色黒ポク土が充てんきれた大型ライシメーターを用いて  

同様の実験が行われた（本報15）。この実験の概要は，表9（実験8）に示した。なお，この実験  

は，植物を栽培しない裸地状態で行われ，無機態窒素の経時変化は，約3か月間にわたって追跡  

された。その結果，明らかにされたことは，以下のとおりである。  

1）N札－Nは，施用直後から増加を始め，施用後3日目には270／∠g／g乾土まで急増した。その  

後2週目まではほほ一定のレベルに保たれていたが，3週目以降急激に減少した。   

2）NO才一Nは，先の袋ポク土の場合よりも多重引こ蓄積され（5叫g／g乾土），施用後2過日がその  

ピークとなり，3－4週目にかけて急激に減少した。   

3）このNO2－Nの減少とともにNO，－Nの蓄積が起こり，5～7週目でピークに達した。その後i9  

週目にかけて減少したが，13週目に再びNO，－Nの蓄積が認められた。   

4）この後斯におけるNO，－Nの革積は，先の小型ライシメーター実験と同様にNH▲－N及びNO2－  

Nの事前の蓄積を伴っていない。   

5）しかし，汚泥施用後初期においては，NH▲－Nの生成・蓄積に続いてNOt－Nの蓄積が起こり，  

最後にNOl－Nが蓄積することが認められ，N札－Nの生成・蓄積とそれに続く硝化作用が段階的に  

進行することが明らかにされた。   



以上示した室内の制御環境下における実験から汚泥施用二】二壌における汚泥中窒素の分解とそれ  

に続く硝化作用は，施用後短期間（6－7週）に起こり，硝化作用は，段階的に進行するものと考  

えられる。  

（2）自然条件下の汚泥施用二f二壌における無機態窒素の経時変化  

（1）の制御環境下における実験に続いて，自然条件下の汚泥施用土壌における無機態窒素の紆時  

変化が，実願ほ場（Ⅰ－1及びⅠ－2ほ場）及び有底枠を用いて追跡された（本報16及び17）。こ  

れらの実験の概要は，表9（実験6及び7）に示した。なお，両実験に用いられた汚泥は，制御  

環境下の大型ライシメーター実験に用いられたものと同一である（表8）。   

これらの実巌で得られた結果は，次のとおりである。  

（む ほ場実験   

図11に，一例として多売施川区（15t／ha）におけるNH．－NとNO，－Nの経時変化を示した0この  

実験から得られた結果は次のとおりである。  

Ⅲ－1ほ場  

化学肥料区  
Ⅲ－2ほ場  

化学肥料区  
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－
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6  8（遇）  

図11汚泥初回施用土壌における無機態窒素の経時変化 －ほ場実験一  

汚泥施用丑（乾物）：15t／ha，化学肥料区：3回連用   

〔NH．－Nの生成・蓄積〕  

1）Ⅱ㌦1は場の汚泥施用区におけるNH一－Nは，汚泥施用後直ちに増加を始め，少量区では2  

過に，中量及び多量区では1週目に最大値を記録した。その後4週目までは緩やかに減少したが  
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6週目には急激に減少し，施用前以下の量となった。その後のNH．－Nの蓄積は認められなかった。   

2）Ⅰ－2ほ場の汚泥彪用区におけるNH．－Nも施用後直ちに増加し，少量区では1週目に，中  

量及び多量区では3日目に最大値を記録した。その後3過日にかけて急減し，4週目以降のNH．－  

Nの蓄積は，認められなかった。   

3）NH．－Nの蓄積には場聞差が認められ，最大値を記録すろ時期は，□一2は場がⅠ－1ほ場  

より早かった。しかし，蓄積量にほ場間差は，認められなかった。   

4）両ほ場とも汚泥多量区の蓄積量が少量区より多く，施用塁の増加に伴って蓄積量も増加す  

る傾向が認められた。  

〔NO2－Nの生成・蓄積〕  

両ほ場の全汚泥施用区ともNO2－Nは，1／ノg／g以下であり，経時変化も示さなかった。  

〔NO，一Nの生成・蓄隠〕  

1）Ⅱ－1ほ場の汚泥施用区におけるNO3－Nは，汚泥施用後1”2週目に最大値を記録し，3  

週目に急減した。その後6過酎こ少量の蓄積が認められた。   

2）Ⅱ－2ほ場の汚泥施用区におけるNO3－Nは，少童区で2週目，中量及び少塁区で1週目に  

最大値を記録し，3週目には急減した。  

3）NO，－Nの蓄積時期については，NH．－Nの場合のようなほ場間差は認められず，両ほ場で同  

時に記録きれた。しかし，NOま－Nの蓄積量は，Ⅱ－2ほ場が多い幌向にあった。   

4）両ほ場とも汚泥多量区の蓄積量が少量区より多く，施用量の増加に伴って増加する傾向が  
認められた。   

以上に示したように，自然条件下における無機態窒素の顕著な変化は，施用後短期間に起り，  

ほぼ4週間（1か月）で終了すること，NHl－Nの蓄積と減少には，ほ場間差が認められ，Ⅰ一2  

ほ場（植物生産力の高いほ場）の蓄積がⅠ－1ほ場（植物生産力の低いほ場）より早いことが認  

められること，］－1は場ではNH．，NとNO3－Nの蓄積が，同時に起こヴたが，［－2ほ場ではNH．－  

Nの蓄積が早く，硝化作用が段階的に進むてとが明らかにされた。この硝化作用の段階的進行は，  

制御環境下における実験で得られた知見と一致した。  

② 有底枠実験   

有底枠実験（本報16）では，計測が細かい間隔で行われていないために，正確に把握できない  

が，NH▲－N及びNO。－Nは，次のような変化を示した。  

1）汚泥億用区のNH．－Nは，各土壌とも汚泥施用後2過日（最初の言十測時）に最大値を記録し，  

以後滅した。   

2）砂質土及び窯ポク土のNO3－Nは，NH．－Nと同様に2過日に最大値を記録したが，沖積土及  

び淡色黒ボク土では，6週目に最大値が記録された。   

以上が，汚泥を初めて施用した土壌における無機態窒素の経時変化に関する研究の成果である0  
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4．4．2．2 汚泥連用土壌における無機態撃素の経時変化   

4．4．2．1に示したのは，汚泥が初めて施用された二j：壊における無機態窒素の消長を追跡した結  

果である。汚泥の施用は，通常，連続的に行われる。そこで，汚泥の連用が，二1二壊中での無機態  

窒素の消長にどのような影響を与えるかに関する研究が，制御環境下及び自然条件下で実施きれ  

た（本報15，16及び17）。  

（1）制御環境下の汚泥多鼻連用土壌における経時変化（大型ライシメーター実験）   

制御環境下の大型ライシメーターには，生活廃水汚泥（表8）が，6か月間隔で連用され，無  

機態窒素の経時変化が追跡された（本報15）。なお，Z回目の汚泥施用以後は，汚泥施用2区のう  

ち一方にコマツナが栽培され，残り一方は，1回目と同様に裸地ときれた（写真4）。この実験の  

結果から次のことが明らかにされた。  

写実4 環境制御大型ライシメーターの地上部（温室）  

汚泥施用裸地区，無処理植栽区，汚泥施用植栽区，無処理裸地区（奥から），  

栽培植物はコマツナ，汚泥施用塁（乾物）・50t／ha  
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1）汚泥蘭用2回目及び3回目とも汚泥施用後におけるNH一－Nゐ増加は，認められず，施用甫  

後が最高値となり，施用後3日目で著しく減少した。この点は，1回目の汚泥施用後3日目にN  

H一－Nが最大となったことと異なっている。   

2）NO2－Nの蓄積は，施用後3日目に認められるが，蓄積量は，施用回数の増加に伴って減少  

した。   

3）NHl－NとNOユーNの変化に裸地区と植栽区の差は，認められなかった。   

4）2回目の汚泥施用後において裸地区のNO3－Nは，11日目と4，7及び10週目に，植栽区の  

それは，11日目，5，7及び11週目にそれぞれピークをもつ変化を示した。   

5）汚泥施用後期におけるNO3－Nの蓄掛ま，事前のNH．－Nの蓄積を伴わないために，汚泥の分  

解によるものではなく，かん水方法の不備によって生じた表土の乾燥のために下層のNO。－Nが，  

表層に移動・乗積したことによると推測される。   

6）かん水方法が変更された3回目の汚泥施用後におけるNO。－Nの変化は，裸地区及び植栽区  

とも施用後1週目に最大蓄積量を記録し，以後急減した。2週目以降顕著な蓄積は，認められな  

かった。   

このように汚泥の連用によってNH．－Nの減少とNO，－N及びNO，－Nの蓄積が早まること，すなわ  

ら，硝イヒ作用が早まること，また，汚泥を連用した場合も硝化作用は，段階的に進行することが  

明らかにされた。  

（2）自然条件下の汚泥連用土壌における経時変化  

（1）で示した制御環境下の汚泥多量連用土壌における無機態窒素の経時変化に関する研究に続い  

て，自然環境下の汚泥連用土壌における経時変化が，ほ場（淡色黒ポク土）及び有底枠（砂質土  

淡色黒ポク下層土，沖積土及び黒ポク土）で追跡された（本報16及び17）。これらの実験の概要は  

表9に示した。   

（D 汚泥連用淡色黒ポク土の場合（ほ場実験）   

Ⅱ一1及びⅠ－2ほ場の汚泥連用区においては無機簡窒素の経時変化が詳細に追跡された（本  

報17）。その結果，次のことが明らかにされた。  

〔無機態窒素の経時変化〕  

1）Ⅰ－1は場の汚泥運用区におけるNH。－NとNO3－Nの蓄積は，多量区（15t／ha）を除いてい  

ずれも同時に起こり，最大値は，汚泥施向後1週目に記録された。多量区においては，NH√Nの  

最大値は，3日目，NO。－Nの最大値は，1週目に記録され，硝化作用が段階的に進行すろことが  

認められた（図12）。   

2）Ⅱ－2ほ場の汚泥連用区においては，NH．－NとNO。－Nの最大値が，記録された時期に差が  

認められ（3日目と1－2週目），硝化作用が段階的に進行することが明らかにされた（図12）。   

3）化学肥料区（連用）におけるNH。－NとNO3，Nの経時変化（図11）と比較すると，IILlは  
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図12 汚泥運用二Ⅰ二壌における無機態窒素の経時変化 一ほ場実験一  

再泥施用窮（乾物）：少鼻区3．75t／ha，申塁区7．5t／ha，多良区15t／ha  

場では，汚泥多量区以外の全区で化学肥料区と同一の変化を示し，多量区では，NOユーNの変化は，   

同一であったが，NH．－Nの減少時期が化学肥料区より早かっT：。tlL2ほ場では，全区のNH．馴  

の減少時期とNO3－Nの覇積時期が，化学肥料区より早いことが明らかにされた。   

4）NH一－N及びNO3－Nの蓄積量（最大値で評価）に，ほ場間差は認められない。  

〔汚泥の施用塁と無機態窒素の蓄積量〕   

汚泥施用鼓とNH．－N及びNO。－Nの蓄積景（最大値で評価）との関係については，以下に示す結  

果が得られた。  

1）汚泥多量区と少量区（3．75t／ha）のNH．－N及びNO，－Nを比較すると，両ほ場とも多量区が  

多く，汚泥施用塁の増加は，NH．－NとNO，－Nの増加をもたらすと言える。   

2）しかし，多量区と中量区（7．5t／ha）及び中量区と少量区との差に関しては，決ずしも明  

確ではなく，汚泥施用量の増加に伴って無機闇雲素の蓄積量が増加するという現象が明確に認め  
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られるのは，汚泥施用塁に大きな差がある場合（この実験では4倍）に限られると考えられる。  

〔汚泥の逆用が土壌中の無機態窒素に与える影野〕   

Ⅶ－1及びⅡ－2ほ場の汚泥初回施用区と連用区のNH．－N及びNO。－Nを比敬し，汚泥の連用に  

よる影響を評価すると，次のようになる。  

1）NH。－N及びNO。－Nの経時変化に関しては，両ほ場の少量区において，NH．－Nの蓄積時期が  

汚泥の連用によって早まった（［－1ほ場では2週目が1週目に，Ⅲ一2ほ場では，1過日が3  

日目に）が，他の区のNH．－N及び全区のNO3－Nの蓄積時期については，連用による影響は認め  

られなかった。   

2）NH4－Nの蓄積量（最大値）は，両ほ場とも汚泥初回施用区が連用区より多く，NO。－Nは，  

逆に連用区が多いことが認められた。  

（む 汚泥を連用した4楳の二王∴壌における無機態窒素の経時変化（有底枠実験）   

4種の土壌が充てんきれている有底枠においては，3回目の汚泥施用後に無機態窒素の経時変  

化（4月下旬－8月上旬）が，詳細に追跡きれた（本報16）。この実験の概要は，表9（実験7）  

に示した。なお，汚泥は，①のは場実験と「司一汚泥が用いられた。その結果，次のことが明らか  

にされた。   

1）各土壌の汚泥施用区においてNH4－Nは，汚泥施用後2日員に最大値を言己録し，3週目以降  

NH4－Nの蓄積は認められなかった。   

2）砂質二i∴及び淡色黒ポク土の汚泥施用区においてNO。－Nは，施用後3週目に最大値を記録す  

るとともに1及び8週目にもピークを形成した。沖積土及び黒ポク土では，8週目に最大値を示  

したはか，1週目にもピークを形成した。また，汚泥施用後後期（8週目）におけるNO3－Nは，  

事前のNH．－Nの蓄積を伴わないことも認められた。   

3）汚泥施用区のNH．－Nの経時変化に土壌間差は認められず，NO3－Nの変化もはば同様であっ  

た。また，化学肥料区についても同様であった。   

4）汚泥施用後初期においては，N11。－Nの生成・蓄積とそれに続く硝化作用が段階的に進行す  

ることが明らかにされた。これは，化学肥料区でも認められた。   

5）汚泥施用区におけるNH．－NとNO3－N蓄積量（最大値）には，土壌間差が認められ，NH。－N  

は，淡色黒ポク土で多・く，砂質土が最低であり，NO3－Nは，黒ボク土＞沖積土＞淡色黒ポク土  

＞砂質土の噸序であった。化学肥料区における蓄積量の土壌間差もほぼ汚泥区に一致する。   

6）汚泥施用区におけるNO2－Nの苦情塁（最大値）は，いずれの二1二壌においても1咤／g乾土  

以下であった  

（3）冬季における無機態窒素の紆時変化   

前項（2）に示したのは，いずれも夏季（春から秋）における経時変化であり，（1）で示した制御環  
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墳下における実験も夏季の温度条件を想定したものである。   

我が匡＝こ掛ナる汚泥の施川は，畑地の場合は，年2臥夏作と冬作前に施用きれる例が多く，  

水田では冬作前に施用され，乾田状態とされる場合がほとんどである。したがって，冬季におけ  

る無機態窒素の経時変化を明らかにすることは，汚泥の肥効の発現時斯や窒素の挙動を解明する  

うえで重要な讃贋である。しかし，この点に関する研究は，これまでほとんど行われていない。  

本特別研究では，冬季における無機態窒素の経時変化を解明するためにほ場実験（本報17）及び  

有底枠実験（本報16）が実施された。その概要は，表9（実験6及び7）に示した。これらの実  

験は，2及び4回目の汚泥施用後に行われたが，施用された汚泥は．表8に示した昭和55年度に  

採取されたものに変更きれた。以上の実験によって得られた結果は，以下のとおりである。  

① ほ場実験   

ほ場実験は，ロー1は場の54及び55年度に施用が開始きれた汚泥年Z回施用区（少量及び中壷  

区）について行われた（本報7）。  

1）NH．－Nは，2～4のピークをもつ変動を示したが，全汚泥区に共通のピークは，施用後初  

期（1－2週目，11月上付）と11週目（1月上旬）に認められた。最大の蓄積i…皇を示す時期は，  

各々の区で異なっていた。   

2）NO。一Nは，晩秋から初冬（1ト12別にかけて最初のピークが克録され，3月にも第2の  

ピークが認められた。最大蓄積矧ま，ほとんどの区において3月に記録された。   

3）NH．－Nの生成・滞積とそれに続く硝化作凧ま，いずれの時期とも段階的に進行することが  

認められた。   

4）化判巴料区におけるNH4－NとNO3－Nの蓄積は，施用後初期のみ認められ，春先において  

は起こらなかった。この区においても硝化作用は，段階的に進行した。   

② 有底枠実験   

有庶枠実験（汚泥4回連用）からは，次のことが明らかにされた。  

1）汚泥施用区のNH。－Nは，2－3のピークをもつ変動を示すが，そのピークは，汚泥施用初  

期（1～4週目，11月）と中期（11週目，1月上旬）及び後期（17週目，2月中旬，淡色黒ポク  

土のみ）に認められた。   

2）汚泥施用区のNO8－Nも，2－3のピークをもつ変動を示し，施用後初期（2－4週，全土  

填）と中期（架ポク土及び沖積二1二）及び後期（砂質土及び淡色黒ポク土）に認められた。硝化作  

用の段階的進行は，施用初掛こは全土填で認められたが，後期では，砂買土及び淡色黒ポク土に  

おいてのみ認められた。   

3）化学肥料区におけるNH．－Nの蓄積は，施用後1週引こ，NOa－Nのそれは4週目に認められ・  

硝化作用が段階的に進行することが認められた。しかし，は場実験の場合と同様に，春先におけ  

るNH。－N及びNO3－Nの蓄積は，認められなかった。  
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以上の冬季における二つの実験を通じて，汚泥施用土壌では，冬季においても汚泥の分解（N  

H▲－Nの生成）とそれに続く硝化作用が起こり，その時期は，施用後初期の晩秋から初冬にかけてと  
翌年の早春であること，また，硝化作用もほとんどの場合，段階的に進行することが初めて明ら  

かにされた。  

（4）汚泥施用土壌における無機態窒素の経時変化に関する研究の総括   

土壌中における窒素の無機化に関する研究は，ほ場レベルでは跡地二1二壊の分析に限られ，詳細  

な無機化の過程の追跡は，ビーカーレベルの室内実験で行われたものがほとんどであり，汚泥の  

場合も例外ではない。このような小規模の実験では，厳密な条件のもとでその過程を追跡し，解  

析しうるという利点をもつが，同時に，土壌の容量が小きいために土壌の性質が急激に変化し易  

いという欠点ももっている。したがって，得られた結果が直ちに実際の場面に応用できるとは考  

えられていなかった。   

本特別研究で初めてど－カー，室内ライシメーター，屋外ライシメーター及びは場レベルにま  

たがる詳細な研究が実施された。その結果，汚泥施用土壌では，NH．－Nの生成とそれに続く硝化  

作用が段階的に進行することが，これらの実験レベルに共通して認められた。また，夏季におけ  

る自然条件下の実験と室内実験において共通して認められる現象は，NH．－Nの生成とそれに続く  

硝化作用の過程が短斯間（1か月程度）で終了することであった。これらの結果は，自然条件下  

の汚泥施用土壌における無機化の過程を室内実験によって把握できることを示唆するものである  

と考えられる。しかし，気温や降雨のパターンが大きく変化すろ自然条件下では，土壌の乾湿，  

降雨による成分の洒脱が起こり，存在している窒素量も変化する。また，無機化に関与する微生物  

数も変化する。このため，自然条件下の無機化過程は，不規則な変化を示すものと思われる。今  

後，これらの要因と無機態窒素の消・長との関係を解析することによって汚泥申窒素の無機化率を  

自然条件下（ほ場レベル）でも評価できるようになるものと期待きれる。換言すれば，室内実験  

で得られた結果をほ場（実際の場面）に適用できるようになるものと期待きれる。   

この自然条件下の汚泥施用土壌における無機懸垂素の消長に関する詳細な研究は，世界的にも  

例がなく，この分野の研究の進展に大きく貢献するものと思われる。また，比較の対照とされた  

化学肥料区における窒素の消長もこの研究によって詳細に解明された。  

4．4．3 汚泥施用土恥こおける水溶性リン酸の蓄積  

下水汚泥には通常2～3％のリン醸が含有されている41三本特別研究においては汚泥施用土壌の  

NO3－Nの測定に用いられた土壌の水抽出推中のリン酸が測定された（本報4，5，6）。  

全リン醸（P205）8．5％を含有するし尿消化汚泥を乾物として15及び30t／ha施用した新潟砂丘地土  

壊（施用後納4か月日）の水溶性リン酸（w－PO4）は，対照区である化学肥料区の17及び65倍  

に，同じく全リン酸1．48％を含有する堆肥化都市下水汚泥を施用した同砂丘地土壌では同じく3  

をいし5倍に増加することが明らかにされた。  
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また，発酵工場汚泥（全リン酸10．6％含有）を施用した山口沖積水田土壌（施用量 乾物とし  

て20及び30t／ha）のwPO4は，化学肥料区の4～7倍，合成樹脂工場汚泥（全リン酸5．87％含  

有）が施用された同士壊は，同じく4．8～5．3倍にそれぞれ増加することが明らかにされた。   

このように汚泥中に含有されるリン酸は，土壌中で植物に吸収される形態（可給態）に変化す  

るものと予測される結果が得られた。   

4．4．4 土壌環境における汚泥中成分の挙動   

4．4．4．1植物による汚泥中成分の吸収   

汚泥が，肥料としての効果（肥効）を示すことは，本特別研究及び馬場と五十嵐42）による汚泥単  

独施用実験並びに多数の化学肥料との組み合せ施用実験によって明らかにされている。しかしなが  

ら，植物が汚泥中の成分をどれだけ吸収したかに関しては，ほとんど注意が払われておらず，わ  

ずかに馬場と五十嵐42）が，三種の汚泥についてその窒素の吸収率について報告しているにすぎな  

い。汚泥施用土壌に生育する植物による汚泥中成分の吸収を把捉することは，それらの土壌環境  

中における挙動を解明する上で極めて重要な課題であると同時に植物生産に有効に利用するため  

にも解明が求められる課題である。本特別研究においては，下水汚泥を単独で施用した土壌に栽  

培した植物による汚泥中成分の吸収に関する研究が行われた（本報9，11，12）。  

① 小型ライシメーター実験   

気温25℃，湿度60％の自然光温室内に設置され，黒ポク土（pH7に補正した区と非補正区）が充  

てんされた′ト型ライシメーターの表層土（0～10cm）に生括廃水汚泥（K）が，0（無処理），1  

及び5％施用され，コマツナが栽培された。コマツナは，播種後26日目及び62日目に収穫され，  

含有成分が分析された（本報9）。   

播種後26日目に収稽されたコマツナの含有成分のうち汚泥の施用によって増加する傾向を示し  

たのは，P．K，Na，Mn（pH補正区及び非補正区とも），Ca（pH補正区）並びにN，Mg，Zu  

（非補正区）であり，減少の傾向を示したものは，C及びSr（両区）とAl（補正区）であった。   

播種後62日目に収稽したコマツナの含有成分で汚泥施用により増加したものは，P，Na，Mn  

（両区の地上部と地下部），N（補正区の地上部）及びFe（補正区の地下部）であり，減少した元  

素は，Ca，Mg及びSr（両区の両部位とも）であった。   

全体を通じては，P，Na及びMnが汚泥の施用によって増加し，Srは減少していること，生育  

前期（26日目）に増加傾向を示した元素のうちCaとMgは，後期（62日目）には，逆に減少し，K  

も施用量との関係が後期には明確でなくなること，汚泥中に多量に含有されるNaが，Kの代わり  

に吸収されている可能性が予想されることなどの結果が得られた。   

また，土壌pH非補正区に栽培されたコマツナによる汚泥中のN，P，K，Ca，Mg及びNaの吸  

収率（62日間）は，それぞれ，30．8と19．5，15．0と9．1，47．5と114，137と36．0，57．9と15．5，12  

．3と8．8％（それぞれ，前者が1％施用区，後者が5％施用区）であり，石灰の施用によって土塊   



pHを補正した区のコマツナのそれは，38．2と26．6，19．6と10．7，429と136，103と43．3，23．0と12  

．9，0．55と10．5％になると計算された。   

このように補正区のNaを除いていずれの成分も汚泥施用量が増加すると吸収率が低下すること，  

N及びPの吸収率は，pH補正区が高く，Mg及びNaは逆であること，コマツナのⅩ吸収率は，100  

％以上となり，汚泥中のKの全てを吸収した上に土壌中から多量のKを吸収することなどが推定  

された。   

② ほ楊試験   

自然条件下の汚泥施用土壌に栽培された植物による汚泥中成分の吸収に関する実験は，先の汚  

泥連用土壌における植物の生育の項（4．3．3．2）で述べたほ場実験で得られた植物（ナス，コム  

ギ，陸稲，コカプ，フグンソウ，ソルガム）の体内成分含有量を測定することによって行われた  

（本報1礼その結果次のことが明らかにされた。  

〔植物の成分含有量〕   

1）汚泥施用区（初臥連用を問わず）に栽培されたナスの地上部（茎葉部及び果実部）のNa  

含有量は，対照無処理区の含有量と比較して著しく高い含有量（測定された10種の元素中最高）  

を示し，多量区（15t／ha）のナスの含有量は，化学肥料区より高含有量とをること。   

2）汚泥施用量と植物体中の成分含有量との聞の関連は．はと■んどの場合認められないが．  

汚泥施用開始後の第1作として栽培されたナス（54年夏作）については．施用量の増加に伴って  

Na，Fe及びZn含有量が増加すること。   

3）汚泥の連用による植物体中成分の増加は，55年度夏作ナスの果実部のCu，ソルガム茎葉部  

のAl及び恨部のCuに関してのみ認められること。   

4）汚泥施用区の植物体中のZn，Cu．Mn，Fe及びAl含有量が，化学肥料区のそれらの含有量  

を上回る場合もあるが、ほとんどの場合，化学肥料区の植物の含有量と大差をいこと。  

〔植物による汚泥中成分の吸収率〕   

汚泥中に含有されるN，P及びKの植牛射こよる吸収率について推測された結果は，  

1）汚泥連用の場合（第3作 ナス，陸軋 コカプ＋フグンソウ），Nが8－34％，Pが3－  

12％であり，汚泥施用量の増加に伴って低下すること。   

2）汚泥の連用は，N及びPの吸収率を上昇させること。   

3）生産力の低いほ場川－1）に栽培された植物による汚泥中のN，P及びKの吸収率は，  

著しく低いが，汚泥の連剛二よって生産力が上昇するとともに吸収率も増加すること。   

4）汚泥中Kの吸収率は．非常に高く，土壌中から多量のK射別又することが示唆されること  

である。  

〔汚泥中成分の残効〕  

1）1回の汚泥施用後2作の植物（次作の栽培前は汚泥無施用）が栽培された区における結果  

から汚泥に含有されるNは，汚泥施用後の第1作だけでなく次作にも吸収され，2作に例文され  
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るNのうち約60％が第1作に，40％が第2作に榔収されると推定されること。   

2）同じくPについては．第1作に約70％が，第2作に残り30％が吸収されると推定されるこ  

と。   

3）N，P及びKの吸・収量は，同一の植物を栽培した場合でもは腸によって異をること。  

〔化学肥料との追い〕   

汚泥区の各植物によるN，P及びKの吸収率を化学肥料区の吸収率（表32）と比較すると．  

Nのそれは，化学肥料区が全植物について高かったが，P及びKの吸収率については，植物，ほ  

場及び施用量によっては，汚泥区のそれが化学肥料区を上回る場合があり，Kは，多くの場合，  

汚泥区の吸収率が化学肥料区のそれを上回ることなどが示された。  

衰32 化学肥料区に栽培された植物（地上部）による窒素（N），リン（P）及び  

かノウム（K）の吸収率（％）  

54年夏作  
ほ  二喝   ナ ス  54 コムギ   55 年 夏 作   

1－1  46．4  108  49．5（陸 稲）   

N  
Ⅰ－2  52．7  109   11．5（フグンソウ）         61．5（コカ7り※  

Ⅰ，1  51．5  52．0  57．3（ナ ス）  36．4（ソルガム）  
Ⅲ－2  63．7  73．3  69．9（ナ ス）   

エー1  4，9  

P  Ⅰ－2  6．3   
［rl   3．6   3．0  5，5（ナ ス）  3．5（ソルガム）  
［－2   4．6   4．2  6，3（ナ ス）  1．6（ソルガム）   

I－1  41．4  282   35．2（陸 稲）   

K  
I－2  126   5．0（7ダンソウ）       238  82，6（コカプ）叉  

ロー1  60．0  109   105（ナ ス）  45．8（ソルガム）  
Ⅲ【2  84，9  134   113（ナ ス）  17，7（ソルガム）   

※ 地上部＋恨部   

③ 有底枠試験  

前項（4・3・3）に示した有底枠に栽培されたナス及びコムギの成分含有量が測定され、植物によ  

る汚泥中成分の吸収が検討された・（本報11）0この実験では無処理区が設けられなカ、ったために化  

学肥料区及び汚泥施用区に生育した植物は，化学肥料，あるいは，汚泥からのみ養分を吸収した  

と仮定され，吸収率が計算された。  
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〔植物の成分含有量〕   

その結果によると，各土壌の汚泥施用区に生育したナス，砂質土淡色黒ポク土及び黒ポク土   

の汚泥区のコムギの成分（10元素）含有量と，化学肥料区の各植物の含有量との間に明らかを差   

は認められをいが，沖積土の汚泥区のコムギのN，P，Ca，Mg，Na及びAl含有量は，化学肥料   

区の含有量より著しく低い含有量を示した。  

〔成分の吸収量〕   

淡色黒ポク土及び黒ボク土の汚泥区におけるナス及びコムギの成分吸収量は，化学肥料区の吸  

収量とほぼ同等であったが，砂質土及び沖積土のコムギでは′Cuを除く全ての成分の吸収量が化  

学肥料区により低値となり，これらの土壌の汚泥区に生育したナスでも多くの成分の吸収量が化   

学肥料区より低値となった。  

〔成分の吸収率〕   

ナス地上部（茎葉部＋果実部）による汚泥中のN，P及びKの吸収率は，それぞれ13．1～31．3  

％，5．4－14．4％及び140～382％であり，コムギ（地上部）のそれは6．7～35．1％，4．8～13．4％  

及び99～586％であること，土壌別では砂質土の吸収率が低く，黒ポク土のそれが高いこと，Kは，  

汚泥中以外に土壌から多量に吸収されていること，ナス及びコムギのN吸収率は，、は場試験の結  

果と同様に化学肥料区のそれが汚泥区より高かったが，P及びKの吸収率は，逆に汚泥区の植物   

による吸収率が高く，Kに関しては，ほ場訊験の汚泥中量年2回施用区における結果と一致する   

ことが明らかにされた。  

④ 既往の報告  

馬場と五十嵐4言ゝ，未消化の都市下水汚泥，堆肥化生活廃水汚泥及びし尿消化汚泥を単独で乾物  
として15及び30t／ha施用した砂丘地土にバレイショ（第1作）及びハクサイ（第2作汚泥無施用  

で栽培）を栽培し，汚泥中Nの吸収率を報告している。それによると1回目の汚泥施用後のバレ  

イショによる下水汚泥中のN吸収率は17．1及び26．8％（前者が15t区，後者が30t区，以下同様），  

連用土壌の第1作バレイショによる下水汚泥中Nの吸収率は，14．5及び19．7％，汚泥堆肥中Nの  

それは2．5及び2．3％，し尿消化汚泥のそれは11．8及び14．2％であった。1年目第2作のハクサイ  

によるNの吸収率は，下水汚泥区で22．0及び11．4％，汚泥堆肥区で6．2及び7．2％，消化汚泥区で  

6・5及び5・7％，2年目のハクサイのN吸収率は下水汚泥区で2．7及び3．4％，汚泥堆肥区で4．3及  

び7．9％，消化汚泥区で15．2及び19．6％であらた。   

以上に示したように汚泥に含有される成分の植物による吸収は，使用する汚泥，施用量，施用  

の方法，植物の種類，栽培時期，土壌等によって異なることが明らかにされた。また，汚泥中成  

分は，施用後の第1作だけでなく次作にも吸収されることが明らかにされた。  

4，4．4．2 畑土壊に施用された汚泥中成分の溶脱  

土壌中の成分は，降雨に伴って下層に移動（洛脱）することが知られている。また，近年，畑  
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土壌から溶脱される成分が，地下水の汚染や陸水域の汚濁原因の一つとして注目され，合理的な  

施肥へ向けて研究が進められようとしている。しかし，汚泥施用土壌からの汚泥中成分の潜脱に  

関する研究は，ほとんどをされていか、。そこで，本特別研究では，土壌に施用された汚泥に含ま  

れる成分の土壌環境中における挙動を解明する研究の一環としてライシメーターを用いた実験に  

より汚泥中成分の畑土壊における溶脱が測定された。   

① 小型ライシメーター実験（Ⅰ）一淡色黒ポク土一一   

気温25℃，湿度60％の自然光温室内に設置された小型ライシメーター（75×75×50cm）に淡色  

黒ボク土が47cmの厚さに充てんされ，その他表面から10cm毎に土壌溶液の採水用にポーラスカッ  

プ（本報31参照）が埋設された。この表層土（0一－10cm）に生活廃水汚泥（K）粉砕物が，0，  

0・2，0・5，2，5及び10％（対風乾土重量％）混合された。各区とも林地とされ，107～267mm／  

月に相当するかん水が約3か月間（53年8月4日～11月20日，108日間）行われた。各層位の土壌  

溶液及びライシメーター底部からの排出水が採水され，その成分含有量（NH4－N，NO2－N，  

NO3LN，PO4，K，Ca．Mg，Na，pH）が測定された（中報7）。   

その結果，汚泥が施用された土層の下端（表面から10cm層）における土壌洛液中の成分は，無施  

用区より高くなること（個々の成分によって時期及び汚泥施用量は異なる），NH。－N，NO2－N，  

NO3－N及びKは，汚泥の施用畳の増加に伴って増加すること及び汚泥施用区のCaは，鐘時的に  

減少することが認められた。  

〔汚泥中成分の下層への移動〕   

汚泥中成分の下層への浸透については，次のことが明らかにされた。  

1）汚泥施用量が少ない場合（0・Z～2％）は－ これらの成分の施用位置から下層土への移行は，  

ほとんど認められないこと。   

2）多量施用（5及び10％）の場合は，NOユーN，Ca，Mg及びNaが，下層土に移動し，105日  

後には，30cm層の土壌溶液中に検出された（無施用区より高濃度になった）。   

3）40cm層の土堤溶液及びライシメーター底部排出水には，汚泥施用の影執ま，現れなかった。   

4）PO4及び重金属は，土壌溶液中に検出されなかった。   

② 小型ライシメーター実験（Ⅲ）－黒ポク土一   

統いて同一の汚泥（K）を用いて黒ボク土における汚泥中成分の挙動が，同じ小型ライシメー  

ターを用いて検討された（中報8）。この実験の概要は，表7に示したが，汚泥施用畳3水準（0，  

1及び5％対風乾土重量％），土壌pH2水準（7に補正及び非補正）及び植栽（コマツナ）の有無  

を組み合せた12処理区で行われ，かん水は，週1［司2日間にわたり35．5mm（ライシメーター1基当  

り201）とされた。土塊溶液の採取位置は，地表面から10，24，32及び40cm（ポーラスカップ採  

水）並びにライシメーター底部であった。実験は，昭和54年7月4日から同年11日Z2EほでのZO  

週間にわたって行われた。測定項目は，NH．－N，NO2LN，NO3－N．PO4，Cl，Na，K，Ca，  
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Mg及びpHであった。この実験の結果が．土壌各層の土壌溶液における負荷量の消長，汚泥施用量  

の増加に対する反応性，土壌pHの相違及び植物栽培の影響等の要因に関して次のようにとりまと  

められた。すなわち，  

1）10cm層において負荷量が，山型カープを描いて消長するもの（NH4－H，NO2PN，NO3r  

N．Ca，Mg，pH）と減少一方のもの（Cl，K，Na）の2種類があること，土壌下層へ負荷が浸  

透していくもの（NO3rN，Cl，Ca，Mg．Na，K．pH）と下層に負荷を及ぼさないもの（NH4  

N，NO2－N．PO4）の2種類があること。   

2）汚泥の施開量比（5％／1％＝5）とほぼ同等の増加率を施用量の増加】に伴って示すもの  

（10cm層；NO2rN，NO3－N，Cl，Ca，Mg，pH，‾F層；なし）と施用量比以上の増加率を示  

すもの（10cm層；NH．－N，Na，K，下層；NO3－N．Cl，Ca．Mg，Na．K）の2種類がある  

ことが判明した。   

3）石灰の施用（土壌pHの補正）により負荷量が著しく増加するもの（10cm層；NO2－N），か  

なり増加するもの（10cm層；NO3－N．Cl，Ca，下層；Ca，Mg，Na）．わずかに増加するもの  

（10cm層；Mg，Na，下層；NO。一N，Cl，K），増加しをいもの（10cm層；PO4，K，下層；pH）．  

減少するもの（10cm層；NH4－N，pH．下層；なし）の5種類があること。   

4）植物に吸収されて土壌中負荷量が著しく低下するもの（10cm層；K．下層；Ca，Mg，Na．  

K），ある程度低下するもの（10cm層；NO3－N，Ca，Mg，pH，下層；NO3－N．Cl，PH），変化  

のないもの（10m層；Cl），植物の存在により増加するもの（全層；PO‘）の4種類が認められた  

ことである。また，   

5）汚泥施用裸地区では15過．目に至ってライシメーター底部の排水孔より流出した流出水中の  

NO3－N，Cl．K，Na，Ca及びMg濃度が無施用区より上昇し．15週間で37cm移動したことが明  

らかにされた。  

③ 主成分分析による汚泥中成分の挙動の解析   

更に，この実験の結果をもとに相関係数行列に主成分分析法を適用し，汚泥成分の土壌中の挙  

動に関する成分相互の関係と汚泥成分の土壌溶液の水質に与える負荷について解析が試みられた  

（本報21）。各成分元索の各主成分に対する因子負荷量から第1主成分は，NO3－N，Ca，Mg，CI  

Na，K，Cの負荷を，また，第2主成分はpHの変動を表現しており，NH4－N，NO2rNは．濃度  

の高（黄土層）低（下層）に応じて第1，第2主成分にそれぞれ関係が深くなることが判明した。  

第1主成分得点の変化から汚泥の多量施用（5％）は，少量施用（1％）よりもはるかに大きい  

負荷を水質に与えるが，これは裸地区の10過日以降に顕著であること，植栽区では，6過日以降全  

層位ともに負荷が消失すること，表層土のpH補正は，非補正区より土壌下層の負荷を増大させる  

ことが明らかにされた。第2主成分得点の変化から10cm層では1週目以降NH4－NとNO2－Nの  

含量の減少とpHの低下が起こり．下層においても順次pHが低下していくことが認められた。   

このように下水汚泥成分の地下浸透過程に主成分分析法を適用した本報の結果は，同じデータ  
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を各測定項目ごとに解析した前報（中報8）の結果を総合的に把掘し，その特徴を明らかにした  

ものと言えよう。   

④ 大型ライシメーター実験一淡色黒ボク土一   

以上に示した実験は，小型ライシメーターを用いた47占mの浅い土層における汚泥中成分の挙動  

に関するものであった。これに続いて．制御環境下の大型ライシメーター（図2）を用いて汚泥  

中成分の地下への浸透状況が汚泥施用後18か月にわたって追跡された（本報22）。この実験の概要  

は，表9（実験8）に示した。かん水量は，雨量相当量（過1回 31m）であった。土壌溶液は，  

ポーラスカップによって採取され，採取位置は，地表面から30，55，80，105，130，155，180及  

び20おmとライシメーター底部（地表面から230cm）であった。分析された成分は，小型ライシメ  

ーター実験（Ⅱ）と同一であった。この実験によって以下に示すことが明らかにされた。  

1）NH4－N，NO2N及びPO4については，汚泥の施用位置から下層土への移動は認められな  

いこと。   

2）施用位置以下の土壌溶液において汚泥の施用によるKの濃度の上昇は，認められか1こと。   

3）土壌溶液中のNO，－N，Cl，Na，Mg及びCaは，汚泥の施用によって濃度が上昇し，その  

影響は，55cm以下の層にも及ぶこと。   

4）汚泥に多量に含有されるClとCa及び汚泥の分解によって多量に生成ぎれるNO3Nの3成  

分は，著しく高濃度（NO3－N240ILg／ml．CllOOJLg／ml．Ca300F｛g／ml）を示す場合があるこ  

と。   

5）NO3－Nの浸透速度は，80cm／年と推定されること   

先の淡色黒ポク土を用いた小型ライシメーター実験でもNO3N，Mg，Ca及びNa（Clは欠測）  

の溶脱が認められた。   

以上に示したように汚泥中に含有されるCa，Mg，Na，Cl及びN（NO3－Nの形態）が下層土に  

移行し，これらは汚泥の施用の増加に伴って移動量が増加し，その増加率は，汚泥の施用量比以  

上となることが明らかにされた。   

⑤ 不飽和浸透機構を解明するためのモデル実験   

これらの実際の土壌を用いた汚泥成分の溶脱に関する研究と同時に不飽和土壌中における物質  

の移動に関する基礎的根討が行われた。   

り）成田砂を用いたカラム実験   

霞ケ浦沿岸の浅層地下水層に関係する主要地層である成田砂を充てんしたカラムを用いて土壌  

吸着性物質（NH4NとPO4－P）及び非吸着性物質（NO3－NとCl）の浸透に関する実験が行わ  

れた（中報6）。この実験においては，これらの物質は，降雨とともに供給された。この実験の結  

果，降雨に伴うこれらの物質の浸透について，次に示すような現象面からの概念が把握された。  
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1）吸着性物質と非吸着性物質とで浸透に対する概念を別個に考える必要があること   

2）非吸着性物質は，浸透中に生物化学的な変化を起さない早い流出過程においては，降雨の  

浸透と同様の機構をもつと考えられる。したがって，これらについては．不飽和多孔体の鉛直浸  

透して扱うことができること。   

3）吸着性物質のうちNHr－Nは，明らかに表土に集中して吸着されることから持続的な供給  

がる場合，表土から順次下方に向って飽和吸着量に達していくとみられること。   

4）NH．一NとPO。－Pとでは吸着特性が異なるために同様の浸透吸着特性をもつとは限らな  

いこと。   

しかし，この実験では，PO4－Pの吸着特性に関しては，明確な現象の把握ができなカ、った。そ  

のために，川砂を用いて吸着特性に関する実験が行われた。  

（2）川砂を用いたカラム実験   

川砂を充てんしたカラム実験（本報18）によって，PO4Pの不飽和浸透に伴う可能吸着量は，  

飽和状態（振とう実験）の吸着量と一致すること及びこの可能吸着量は，溶液の濃度に依存して  

いると考えられることが明らかにされた。また，この実験の中でpO4－Pの吸着量の測定法自体  

に関して検討が必要をこと，吸着現象の把擾には可能吸着屋のみをらず頓着進行過程における時  

間的あるいは空間的な吸着量の分布を明らかにする必要があることが指摘された。   

これらの研究は砂を用いて行われたために実際の農用地土塊への適悶性に関して批判があるか  

もしれか1。しかしをがら，現実には，例えば，砂地の改良に下水汚泥を利用しようとする試み  

もあり，研究が進められている43）。前記の研究は，実際の土壌を用いた研究を展開する上での基  

礎となると同時に砂地等物質移動の超こり易い土壌における廃棄物中物質の移動を把握する上で  

重要であると考えられる。   

4．4．4．3 底泥からの物質の溶出に関する基礎的研究   

4．4．4．2では，畑土壌に汚泥等廃棄物が施用される場合の成分の溶脱に関する研究の結果を示し  

た。一方，水田やハス田のようを土壌への廃棄物の施用も想定され，水田土壊入の汚泥やゴミ堆  
44－50）  

肥の施用試験が行われている 。水田やハス田は直接陸水城と結びついており，汚泥等廃棄物  

に含有される物質の陸水域への負荷が予想される。そこで，本特別研究では，水田への汚泥の施  

用が行われた場合の田面水への物質負荷を明らかにするための基礎的研究として．底泥からの物  

質の溶出に関する基礎研究が行われた。   

り）エンドレス循環水路による溶出機構の解明   

まず，この研究を行うために必要な装置としてエンドレス循環水路が，試作され，この装置が  

流れによる溶出試験を行う上で従来の開水路流れによる方法に比べより一般的な現象を対象とす  

ることができ，計測及び資料整理が容易であることなどの利点を右することが明らかt；された  
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（中報5）。さらに，溶出は，複雑な水理現象であることが確認された。   

また，底質に砂（平均粒径1．25mm）を用い，塩分（NaCl）濃度を溶出トレサーとする実験で，  

次式で表わされる溶出機構が見い出された（eは実験開始時刻lにおける流水（上層）中の平均  

塩分濃度，Coは底質（下層）中の塩分濃度でαとmは定数）。  

C／Co＝Fd・上向   

これに拡散理論を適用すれば，（2）式の関係が導かれることが示された。  

C／Co＝占・fl′2  

（1）  

（2）   

このように溶出機構は（1）式で表現されるが，係数α及び指数仇の水理学的特性を明らかにし，  

（2）式との関連性を検討するための研究が引き続いて行われた（本報19）。   

その結果，溶出現象に伴う流水中の濃度変化は，前出の（1）式で定式化され，式中の係数α及び  

指数mが，実験的に決定された。指数mについて初期濃度の影響を除去することによりm＝ガと  

をることが判明した。この値は，拡散理論から導かれる値と一致し，底質からの物質の溶出機構  

は，拡散過程に従うという結論が導き出された。係数αについて上層の平均流速が増加する程，  

また，上・下層の密度差が減少する程，大きくなることが認められ，溶出速度は，密度流理碍の  

アナロジーとしてとらえうることが示唆された。係数αを普遍関数表示するには膨大を実験資料  

の集積が必要とされる。したがって，それぞれの現地泥を用いた溶出実験によって個々の底質の  

溶出特性を把握することが必要であることが明らかにされた。   

これら溶出に関する研究は，極めて単純化された実験条件下での基礎的研究であり，現実問題  

に直ちに適用されるものではをいが，溶出問題に対して一応の方向付けがなされたと考えられる。  

（2）涜れによる底泥の巻き上げ現象   

底泥からの物質の溶出とならんで水質や生物生態系に大きな影響を与えると考えられる流れに  

よる底泥の巻き上げ現象について底泥の含有物質と土質特性の関係で検冨寸が行われた（中報4）。  

その結果，   

1）帖土の流送を考える上では．涜送限界と破壊限界の二つの限界を定義する必要があり．そ  

れによって帖土の流送形態が三つに大別されること。   

2）流送形態は，底泥の物性と含水比に密接に関係すること。   

3）粘土に有機物が混入することによって粘土の流送抵抗力は変化し，寒天含有により全ての  

粘土の抵抗力が増し．デンプン含有によってほとんどの粘土の抵抗力が低下することが明らかに  

されるとともに，二つの移動限界の眼界掃流力を支配する無次元関係式が求められた。   

また，この研究に引き続いて実施された研究（本報20）において，底泥は，静置状態，流動曲  

線の特徴，流送形態，限界掃涜力と粘土の関係において二つのグループ（カオリン主成分粘土，  
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モンモリロナイト，現地泥のグループとベントナイト主成分粘土のグループ）に分類され，その  

特徴がまとめられた。底泥の限界掃涜力として涜送限界と破壊限界の二つが，定義され，両眼界  

の限界掃流力は，底泥のグループごとに粘度との聞に一定の関係が認められた。また，現地の底  

泥は，第1グループに属し，自然状態では流速に関して内部波的な取り扱いは必要をいと考えら  

れることなどの基礎的な知見が得られた。   

以上は基礎的な研究の成果であるが，汚泥等の有機廃棄物が負荷された水田土壌からの田面水  

への物質の溶出に関する実際の場での研究は，水田用ライシメーターの整備が遅れたために実施  

できず次期特別研究に引き継がれた。   

4．4．5 有機廃棄物の減量化に関する研究   

汚泥等の有機廃棄物の土壌による処理・処分を考える場合，その減量化をはかることも重要な  

課題である。本特別研究では，汚泥の減量化をシマミミズを用いて行うことを目指し，汚泥堆肥  

によるシマミミズの飼育とその結果をもとにした個体群の動態に関するシミュレーションが行わ  

れ，ミミズの収穫，または，汚泥処理のための最適条件が推定された（中報1鳴   

この研究の結果，  

1）10及び20℃におけるシマミミズのふ化率は，70％であったが，25℃または30℃になれば，  

ふ化率は，90％以上に上昇すること。   

2）ふ化に要する目数は，10℃で60日，20℃で30～60日，30℃で30日程度であること。   

3）一つの卵旬から生産された幼体数は，1～7個体，平均約3個体であり，幼体の死亡率は，  

10℃で14％，20℃で5％，30℃で9％程度であること。   

4）汚泥堆肥中における生息密度は，3，000～ZO，000個体／正であること。   

5）卵旬の生産速度と密度効果の関係は，Drosophila型の曲線を示すこと が明らかにされた。   

この結果を用いて個体群の動態に関するシミュレーションが行われ，シマミミズ，または，汚  

泥の処理量を増大させるための条件が検討された。  

シマミミズの収穫数を最大にするためには，シマミミズを15－30日間隔，または，生息密度が  

15，000個体／ポになった時に成体の半数を採取すれぼよいこと及び汚泥処理量を最大にするため  

には，全く成体を採取しない方が良いことが明らかにされた。   

4，4．6 研究課題2の総括   

研究課題1では，有機廃棄物の緑農地における利用がもたらす影響の解明に関する研究が行わ  

れ，土壌の性質や植物の生育に与える影響の面から下水汚泥など汚泥の施用に限界が存在するこ  

とが明らかにされた。これに続いて，研究課題2では，下水汚泥の土壌環境中における挙動（成  

分の分解，士魂中での形態変化と消長，植物による吸収と溶脱）が，制御環境及び自然条件下で解  

明されるとともに挙動に関係する基礎的研究がなされた。また，汚泥を減量化し，土壌に対する負  

荷量を低減させる方法も検討された。  
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この研究課題に関して本特別研究で得られた成果に既往の研究成果を加えて，現在までに得ら  

れた知見を以下にとりまとめた。  

（1）汚泥に含有される炭素の分解   

汚泥が土壌に添加されると，含有される炭素は，土壌中で分解される。この分解は，添加後初  

期に急激に起こり，1－7日で最大となる。その後の分解は，緩やかに進行する。汚泥中炭素の分  

解率は，汚泥の種類，土壌の種類，実験条件（温度，水分，期間等）によって左右されるが，制  

御環境下では．おおむね15～50％であり，自然条件下では．約50％（6か月）であろうと推定される。  

汚泥の分解は，温度に大きく影響され，低温（4℃）では，ほとんど分解されず，温度の上昇と  

ともに分解率も上昇する。とくに，10～23℃への上昇は，分解率を大幅に上昇させる。このこと  

は，冬作物に対して施用された汚泥分解は，施用直後と早春に起こることを示している。   

汚泥の添加量と分解の関係は，添加量が一定の範囲（土壌に対して4％まで）内であれば，分  

解は，添加量の増加に伴って増加する（分解率はほぼ一定）が，その範囲を越える（8％）と分  

解率は，低下する。すなわち，土壌による炭素の分解に限界が存在する。  

（2）汚泥中窒素の無機化（分解）   

汚泥中窒素（有機線）は，土壌中で無機態窒素に変換される。この過程は，制御環境下でも自  

然環境下（夏季）でも炭素の分解と同様に添加後短期間に起こる。また，汚泥の連用は，無機化を  

早める。冬作物に対して施用された汚泥の無機化は，施用直後（晩秋～初冬）と早春に起こる。   

汚泥中窒素の無機化率は，炭素の場合と同様に条件によって変化するが，既往の報告では，おおむ  

ね4～48％であり，本特別研究の結果では，24～61％であった。また，C／N比の小さい汚泥程無  

機化され易い。しかし，汚泥添加量は，無機化率に影響を与えず，ほぼ一定の割合で無機化され  

る。自然条件下における無機化率は，生成した無機懇望素（NO3－N）の溶脱があるため，把捉され  

ていない。  

（3）汚泥中窒素の形態変化   

汚泥中の窒素は，土壌中で有機態N→NH4－N→NO2rN→NO3Nの形態変化を受ける。この  

過程は，制御環境下でも自然環境下（夏季）でも短期間（1か月程度）で終了する。冬季におい  

ては，施用直後（晩秋から初冬）と早春に起こる。NH4NからNO3－Nへの変化（硝化作用）は，  

ほとんどの場合，段階的に進行する。しかし，自然条件下では，NO2－Nの顕著な蓄積は，認め  

られか＼。汚泥の連用は，硝化作用を早める場合がある。  

（4）汚泥に含有されるリン醸の形態変化  

多量のリン酸を含有する汚泥が，リン酸吸収係数の低い土壌に施用された場合，多量の水溶性  

リン醸の蓄積が認められる。   
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（5）汚泥中成分の土壌一植物系における挙動   

汚泥に含有される成分（N，P，K，Ca，Mg，Na，Cu，Fe，Mn，Znなど）は，植物によって  

吸収される。植物による吸収率は，汚泥の種類（質）や土壌，植物種によって異なるが，Nの吸  

収率は，おおむね3－34％，Pの吸収率は，3～15％である。汚泥中のN及びPは，施用後の第  

1作の植物だけでなく，第2作以降の植物によっても吸収される。また，施用畳の増加に伴って  

吸収率は，低下する。しかし，汚泥の連用は，N及びPの吸収率を増加させる。   

植物のK吸収率は，ほとんどの場合100％以上の値とをる。これは，汚泥中のKが，植物の要  

求量以下（不足）であることを示すと同時に，植物は，土壌から多量のKを吸収していることを  

示している。また，植物種によっては，多量のNaを吸収する。   

汚泥中に含有されるCa，Mg，Na，Cl及びN（NO3一－Nの形態）は，降雨に伴って施脚立置か  

ら下層に移動する。そのうち，NO3Nの移動速度は，淡色黒ポク土において，およそ80。m／年で  

ある0これらの成分の移動量（濃度）は，汚泥施用量の増加に伴って増加するが，その増加率は，  

施用量比以上の顕著をものである。   

土壌に吸着される物質でも持続的な供給がある場合は，土壌の表層から下層に向って順次飽和  

吸着量に達していくため，次第に一卜層に移動して行く。非吸着物質は，浸透の過程で生物化学的  

な反応を受けをい場合は，その浸透は，降雨の浸透機構と同一であると考えられる。   

底質から水域への物質の溶出（水田を想定）機構は，複雑な水理現象であり，その溶出特性は，  

底質によって異なることが予想される。底質から水域への物質の供給には，溶出と並んで底質そ  

のもの（底泥）の巻き上げ現象がある。これに関しては，底泥の限界掃流力には涜送限界と破壊  

限界があり，両限界の限界掃流力と底泥の粘度との間に一定の関係が認められ，これによって底  

泥は，二つのグループに大別される。  

（6）汚泥の減量化   

ミミズを利用して汚泥の減量化を行う場合，もっとも効果的に行う（処理量を最大にする）に  

は，ミミズの成体を全く採取しない方が良い。一方，ミミズの収穫量を最大にするには，15～30  

日間隔，または，生息密度が，15，000個体／dになった時に成体の半数を採取すればよい。   

ミミズを利用した汚泥の減量化は，土壌にかかる負荷を軽減するという意味から有効であると  

同時に，4．3．1，3に示したように，ふん土が施用されると，土壌の微生物数を富化させるという土  

塊の性質の改善につながるものと考えられる。   

以上に示した知見の大部分が，本特別研究で得られた成果によるものである。とくに，（2）及び  

（3）の自然条件下における研究や汚泥の連卿二関する研免（5）のN吸収率以外の全項目，そして（4）  

及び（6）の成果は，本特別研究によって初めて明らかにされたものである。   

これらの成果の中から汚泥の緑農地利用に際して注意すべき点が浮かび上った。すなわち，  

1）汚泥中炭素及び窒素の全てが土躾中で分解されるわけではなく，連剛二よって次第に蓄積  

してくること。また，一回の施用でも分解に限界が存在すること。  
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2）汚泥の単独施用では，植物が必要とするKを供給できか、。したがって，Kの供給が必須  

であること。   

3）畑土壊の場合．汚泥中のCa，Mg，Na，Cl及びN（NO3LNの形態）の溶脱が起こり，地下  

水へ到達する可能性があること。  

である。とくに，3）は，汚泥の緑農地への施用が，土壌環境以外の環境に影響を及ぼすことを  

示唆するものであり．重要封旨摘であろう。   

これらの成果は，個々にみても，それぞれの分野における研究の進展に対して貢献するものと  

考えられるが，個々の成果の相互関連性が解明されれば，汚泥の緑農地利陶が及ぼす環境影響を  

考える上で多大を貢献をするものと考えられる。この相互関連性の解明が，今後に残された課題  

である。   

4．5 土壌環境における有椴廃棄物随伴重金属等の影響と挙動に関する研究（研究課題3）   

下水汚泥をはじめ各種の有機廃棄物には，重金属等の有害金属元素が含有されていることが知  
9j  

られており，農業資材としての有効利用上の問題点として広く認識されている。そして．土壌に  

施用された場合の植物による吸収・蓄積に関する多数の研究成果が，蓄積されている。また，多  

量の重金属を含有する汚泥を施用した砂丘地土において植物に重金属の過剰陸曹が発生すること  

42J が報告されている 0   

本研究課題では，廃水の生物処理過程で発生する汚泥中の重金属に注目し，その由来，生物処理  

過程における挙動を明らかにすることに重点を置き研究を展開するとともに，重金属による土壌  

汚染に関する基礎的な研究，生汚廃水汚泥を単独で施用した土壌における植物の重金属吸収など  

に関する研究を展開した。  

4．5．1生活廃水中における重金属の由来と生物処理過程における挙動   

4．5．1．1生活廃水汚泥中の重金属の由来と生物処理過程における濃縮   

まず，下水及び下水汚泥中の重金属濃度，生活廃水中の重金属の由来が調査された（中報12）。   

生活廃水中に含まれる微量の重金属は．廃水の生物処理（活性汚泥法）の過程から発生する汚泥  

に濃縮（生憎廃水中の約5．000倍）され，生活廃水由来の下水汚泥中の重金属濃度は，おおむねFe  

30－000，Znl，000，Mn 500，Cu200，PblOO，Cr及びNi30，As 5，Go 4，Cd 3皿9／  

ss・k9であることが明らかにされた。   

また，これらの重金属は，用水，食品，医療品，紙，洗ヲ乳化粧品などに由来するが，なかで  

も使用量の多い用水と食品の占める割合が高いこと（食品は，個々に含有濃度が異なるが，摂取  

量の多い米が食事による重金属の全摂取量の50％以上を占めるものと考えられる），し尿中の重金  

属と台所廃水からくる重金属は，生活廃水に対する重金属負荷の50％程度を占めることが明らか  

にされた。  
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4．5．1．2 家庭用浄化槽汚泥の重金属濃度   

この活性汚泥法による下水処理汚泥中の重金属濃度の調査に続いて，家庭用浄化槽の汚泥の重  

金属含有量が調査された（本報23）。   

それによると，調査した東京都及び千葉県下10か所の浄化槽汚泥の平均重金属含量は，Cr22  

．8（14．5～31．4），Cu 200（134～344），Zr）1，030（718～1，730），Fe 9，000（6，290～11，580），  

Mn136（79．0～217），Pb 59．6（7．0～125）m9／ss・kgであった。   

この値は，東京都と千葉県下の限られた地域の値であるが，工場廃水に由来する重金属を全く  

含有していをいために，生活廃水のみを処理した場合に発生する汚泥中の重金属濃度を示してい  

ることになる。したがって，この調査を全国規模で進めることによって生活廃水汚泥の重金属レ  

ベルの最低値（バックグラウンド）が把掘できるものと考えられる。   

4．5．1．3 生物膜汚泥中の重金属濃度   

さらに，回転円板法を利用した家庭用浄化槽（東京都及び千葉県下の3か所）の生物膜汚泥の重  

金属含量が調査された（本報25）。   

それによると，Cr 20，Cl】140．Zn 610，Mn 430，Fe 8，300m9／ss・k9であることが報告  

された。これらの値を前記浄化槽汚泥中の含量と比較すると，Znがやや低値であった以外は，  

全ての元素とも前記の濃度範囲内に入っていた。   

4．5．1．4 汚泥中の微小動物に対する重金属の影響   

このような汚泥中の重金属含量の調査と同時に廃水の生物処理過程における重金属の挙動を解  

明する上で重要かつ基礎的を研究が実施された。   

その‾つは，微小貧毛類に関する研究である（本報24）。この生物は．早期聞ばっ気活性汚泥法や  

浸滴ろ床，回転円板をどの生物膜法による水処理過程にしばしば大量に出現する環形動物である。  

この微小貧毛類を廃水の生物処理過程における重金属の挙動を解明するための実験材料とするこ  

とと水処理系におけるこれらの役割を明らかにする目的でその大量培養法が検討された。その結  

果，増殖に対する最適水温（25～33℃），同じく適性塩濃度の上限（リン酸緩衝液濃度として，  

1／150～1／7，500M），かくはん強度の影響，有機物濃度，特定の細菌群と汚泥成分の存在の影響等  

の条件が明らかにされ，最適条件下における1mgあたりの個体密度が種ごとに明らかにされた。   

また，廃水中に存在する重金属が，廃水の生物処理に出現する微小動物に与える影響に関する  

研究も行われた（本報25）。   

この研究では，まず，室内実験が行われ，廃水の生物処理過程で出現頻度が高く，二者培養に  

成功した微小後生動物の中で最適培贅条件が明らかにされている種類51）について重金属の影響  

が調査され，続いて，フィールド実験によって家庭用浄化槽における重金属の微小動物に与える  

影響が調査された。   

その結果，実験に用いられた輪虫類（Pん〃仇石丸αSp・）のEC50（此増殖速度が50％低下する濃度）  
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は，Cu 5．4，Crl．6，Zn 9．2，Mn33mg／Ⅰ，微小貧毛顆の一種である〃扇j sp．では，それ  

ぞれ1．3，0．03，4．3，7．6mg／m】，同じく微小貧毛顆であるdeoJogmα ゐempγfcゐ∫では，それぞ  

れ0．9，0．03．3．4，14mg／mIであった。   

このように微小後生動物は，Cr（6価）によって増殖が大きく阻害されることが明らかにされ  

た。微小後生動物に対する毒性の順位は．おおむねCr＞Cu＞Zn＞Al＞Mn＞Feとなること，ま  

た，前記3か所の貫庭用浄化槽の回転円仮の生物脹汚泥における重金属含量では．これらの生物の  

生存には影響が認められないこと，浄化槽流入水中の重金属濃度は，前記三種の生物について室  

内実験で得られたEC50値よりもかなりの低値であることが明らかにされ，生活廃水中に含有さ  

れる程度の重金属濃度では，生物処理に働く微小動物の生育に影響を与えをいことが明らかにさ  

れた。   

生活廃水処理場から発生する汚泥の重金属含有量については．多数の報告があり．それらを参照  

されたい。しかし，家庭用浄化槽汚泥や回転円板生物膜汚泥の重金属含有量については，これま  

でほとんど報告されていない。   

これらの浄化槽汚泥や生物膜汚泥中重金属のなかでZn，Cu及びPbの含有量は，土壌中のこ  

れ・ら元素の含有量（Zn 平均50（10～300）ppm，Cu 平均20（2～100）ppm，Pb 平均10（2～  

200）ppm）を上回っている。  

4．5．2 汚泥中正金属の植物による吸収と土壌中での挙動   

4．5．2．1 植物による吸収  

汚泥施用土壌に栽培された植物による汚泥中重金属の吸収に関しては，我が国においても多数  

の研究があり，植物によって吸収されることが明らかにされている。また，汚泥中の存在形態や  

吸収の様式についても多くの知見が集積されつつある。本特別研究では，生活廃水汚泥が単独で  

施用された土壌に栽培された植物による汚泥中東金属の吸収について若干の検討が行われた。  

（1）コマツナによる汚泥中重金属の吸収（小型ライシメーター実験）   

生活廃水汚泥（返送汚泥）を施用した黒ポク土に栽培したコマツナ（自然光温室内の小型ライ  

シメーター実験，表9）によるFe，Mn及びZnの吸収（本報9）についてみると，播種後26日  

目（全植物体）では，土壌pHを補正せず．1及び5％の汚泥を施用した区のMn，同5％区の，  

Zn．同1％区のFeは，対照無処理区の含有量より明らかに高く，Mn及びZnは，施用量の増加に  

伴って増加した。一方，石灰を施用し，土壌pHを補正した汚泥1％施用区のFe，5％区のMnは  

対照無処理区より高い含有量を示したが，施用量との間に一定の関係は見い出せなかった。   

播種後62日目の植物体についてみると，茎葉部では，pH補正5％区のFe・非補正1及び5％  

区のMnが，根部では，pH補正1及び5％区のMn及びZn，非補正1及び5％区のMn，補正5％  

区のFeが，それぞれ対照区より高含有量を示し，非補正区のⅣh含有量は，汚泥施用真の増加に伴  

って増加した。一方，非補正1％区のFe含有量は，‘対照区より減少した0  
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（2）各種植物による重金属の吸収（ほ域実験）   

消石灰を脱水助剤とする生晴廃水汚泥（表8）を施用した淡色黒ポク畑土壊に栽培された植物  

（ナス，コムギ，陸稲，コカプ，フグンソウ，ソルガム）については，前項（4．4．4．1）で述べた  

ように対照無処理区より汚泥施陶区の植物のFe，Mn，Cu及びZn含有量が高くなる場合と，逆  

に，減少する場合とがあること，化学肥料区の植物の含有量と比較して高含有量となる場合は，  

非常に少ないことが明らかにされれた（本報12）。   

また，同じ汚泥を施用した4種の土壌（右底枠試験）に栽培されたナス及びコムギについても  

同様の結果が得られている（本報11）。   

このように乾物として3．75～15t／haの石灰含有汚泥の2～3回の連用では，植物体中の重金属  

含有量は，化学肥料区のそれより高含有量となる場合は，非常に少ないことが明らかにされた。  

これは，この汚泥に含有されるカルシウムによって土壌pHが上昇し，汚泥中に含有される重金属  

が不可給態化することによると考えられる。   

4．5．2．2 土壌中での挙動   

汚泥中に含有される重金属の畑土壌における下層土への移行に関しては．生活廃水汚泥（返送  

汚泥，表6）及び石灰凝集生活廃水汚泥（表8）を施用した淡色黒ポク土及び黒ポク土（大型及  

び小型ライシメーター実験）の土象溶液中の重金属分析によって追跡された（中報7及び8，本  

報22）。   

これらの実厳によって土壌溶液中の重金属濃度は上昇せず，土壌洛掛こ溶解した形態では移動  

しをいことが明らかにされた。   

このように石灰を多量に含有する汚泥が土壌に施用された場合は，土壌pHが上昇するために  

含有される重金属が植物によって多量に吸収されることは，少ないものと考えられる。   

ヰ．5．8 有害金属元素による植物の生育障害に関する基礎的研究   

4．5．3．1 水田土壌におけるヒ素の挙動   

ヒ素（As）の植物毒性は，還元状態で発現するとされており，汚泥の水田土壌への施用に伴っ  

て含有されるヒ素による生育障害の可能性を明らかにする目的で水田土染におけるヒ素の挙動に関  

する基礎的研究が実施された。従来，ヒ素の毒性は還元条件下で生成される亜ヒ酸によるものと  

考えられていが3）。しかし，最近，土壌や底泥に生樺するカビや細菌がヒ素をモノメチルアル  

ソン酸（以下MMAと記す）やジメチルアルシン酸（以下DMAと記す）を経てアルシンまで還元  

気化することが明らかにされた封‾58）               。このような反応が水田土壌で起こるものであれば非常に  

毒性の高い7ルシンが水稲根を痛め，水や養分の吸収を阻害する可能性も考えられる。土壌や底  

泥試料に適用しうるMMAやDMAの分析法が確立され，各地のヒ素汚染土壊の分析がなされると  

ともに現地水田土壌におけるヒ素形態の季節変化が追跡され報告されている59）0   

本特別研究では，汚染地土壌を用いたポット試験によってDDM，MMA，亜ヒ酸及びと醸の土  
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壌中での変動や田面水への溶出並びに水稲の生育状況が調査された（本報26）。   

その結果，DMA，MMA及び亜ヒ酸は，稲わらを加えたヒ素汚染地の水田土壌で摘発に生成さ  

れ，湛水下で生成されたDMAとMMAの嚢は，現地水田土壌における最高値の約40倍に，亜ヒ酸量  

は，約2倍に達すること，落水後，DMAは急速に減少したが，MMAは，その後もしばらく漸  

増を続けること，湛水下でニンニク様の刺激臭をもつアルシンと思われる揮発性のヒ素化合物が  

発生すること，田面水中のAs濃度は，湛水直後に非常に高くなり，無機Asに対してDMAやMMA  

の占める割合が土壌中に比べて5～10倍ほど高くなることが明らかにされた。さらにヒ素汚染水  

田におけるアルシンによる水稲の生育阻害の可能性が指摘された。   

4．5．3．2 植物の元素吸収に対するヒ素の影響   

この実験に続いて現地ヒ素汚染水田で採取された水稲及びヒ素汚染土を用いたポット試験で栽  

培された水稲の成分（K，Ca，Mn，Fe，Cu，Zn，As，Br，Rb，Sr及びPb）分析が行われ，  

ヒ素の存在によって吸収阻害を受ける元素の解明が行われた（本報27）。   

その結果，水稲によるMn，Cu及びZnの吸収は，Asによって抑制されるようであるが，他の  

元素の吸収に与えるAsの影響は明確でないこと，多量のFeが，根面を被う酸化物として蓄積さ  

れること，AsとCa，Sr，Zn，MnあるいはPbの一部は，Fe酎ヒ層に吸蔵されていると考えら  

れること，この根面のFe酸化層は，Asによって減少させられ，その構造も粗となることが明ら  

かにされた。   

土塊中の亜ヒ酸量や酸化還元電イ立がほど同じであっても土壌中に有機物が豊富に存在すると生  

育阻害が，顕著に現れることも把握されており601，ヒ素を豊富に含んだ有機廃棄物を水訃二施  

用した場合や，ヒ素汚染地に有機廃棄物が施用された場合には，この現象が，再現される可能性  

がある。このように有機廃棄物を農耕地に施用する場合は，可能な限り含有される有害成分を低  

下させることが必要であろう。   

4．5．4 研究標題さの総括   

この研究課堰では，生活廃水の生物処理過程で発生する汚泥に含まれる重金属について，その  

由来と処理過程における挙動，汚泥中の濃度，土壌に施用した場合の土壌一植物系における挙動  

を解明することを目的として研究を実施するとともに，有害金属元素の土壌中における挙動と植  

物に対する影響に関する基礎的研究を行った。   

これらの研究によって得られた主要な成果は，以下のとおりである。  

1）生活廃水に含まれる微量の重金属は，廃水の生物処理（活性汚泥法）の過程から発生する  

汚泥に濃縮（廃水中の約5．000倍）される。   

生活廃水中の重金属は，用水，食品．医療品，紙，洗剤．化粧品などに由来するが．なかでも，  

使用量の多い用水と食品の占める割合が高い。また，し尿中の重金属と台所廃水からくる重金属  

が．生活廃水に対する重金属負荷の50％程度を占める。  
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2）生活廃水の生物処理過程から発生する汚泥（活性汚泥法，家庭用浄化槽，生物膜汚儀）中  

の重金属濃度は．Feを除いてはぼ同じ濃度を示す。このうち．Zn．Cu及びPbは，土壌中の含有  

量を上回る。  

・3）生物処理過程で発生する微小後生動物に対する重金属の毒性は，Cr（6価）がもっとも高  

くFeが最低である。   

4）汚泥中に含有される重金属元素は．植物によって吸収される。しかし，多量のカルシウム  

を含有する汚泥の場合，植物体中の重金属含有量は，化学肥料を施用した場合の植物体中含有量  

を上回る場合は少なし－と考えられる。しかし．土壌中の重金属含有量は，汚泥の施用によって上  

昇する。   

5）汚泥に含有される重金属は，土壌溶液に活解した形態では，土壌中を移動しか－。   

6）稲ワラを添加したヒ素で汚染された水田土壌において，ジメチルアルシン酸（DMA），モ  

ノメチルアルソン酸（MMA）及び亜ヒ酸が活発に生成される。また，7ルシンと推測される揮  

発性のヒ素化合物の発生が認められる。田面水中のヒ素濃度は，湛水後に非常に高くなり無機ヒ  

素に対するDMA及びMMAの割合は，土壌中より5～10倍高くなる。   

7）水稲の根面に形成される鉄の酎ヒ層は，ヒ素の存在によって減少させられ，その構造も粗  

となる。   

以上に示したように・生活廃水だけを処理した汚泥でも土壌に含有されるより多量のZn，Cu，  

Pbを含有している。このことは，これらの汚泥を多量に，かっ長年施用することは土壌の汚  

染につながることを示唆している。   

汚泥の農耕地での利用にあたって，諸外国では，適正な利用のためのガイドラインが設けられ  

ており52）．我が国においても肥料取締法の中で有害成分の規制が設けられているほか，北海道，  

群馬，大分の各道県では，施用指針が，制定されており，環境庁からも指針が出される予定であ  

る。汚泥の農耕地での利用を進めるに当たっては，土壌汚染を引き起こすことのないよう．これ  

らの指針に従って注意深く利用することが必要である。   

また，カルシウムを多量に含有する汚泥を単独で施用した場合，含有される重金属は，化学肥  

料だけを施用した場合より多量に吸収されるということは，少をいと考えられる結果が得られて  

いる。しかし，土壌中の重金属量は，施用によって増加する。汚泥の施用が，何らかの原因で中  

止された場合（例えば土壌pHの上昇），我が国の様な多雨気候では降雨によってCaが溶脱され  

るため，土壌pHが低下し，蓄積した重金属が可溶化するために，植物の生育障害の発現は否定  

しえか1。従って，汚泥を農耕地で利用するためには，可能な限り重金属含有量を低下させること  

が必要であろう。   

4．6 土壌・底質環境における合成有機化合物の分析と挙動に関する研究（研究課題4）   

本研究課題においては有機廃棄物に含有される合成有機化合物や農耕地に散布される農薬の土  

壌・底質環境における挙動と有機廃棄物の土壌における分解に与える合成有機化合物の影響を解  
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明することを目的として研究が展開された。右横廃棄物に含有される合成有機化合物としては，  

汚泥の凝集剤として使用される合成高分子凝集剤が，農薬としては除草剤が．それぞれ対象とさ  

れた。   

4．6，一 合戌高分子凝集剤が植物の生育に与える影響   

合成高分子凝集剤は，1950年代に初めて開発され，園油分離能が良いため次第に従来の無機凝  

集剤に替わり使用量が，増加しつつある。高分子凝集剤は，アクリルアミド，アクリル酸及びこれ  

らの類縁化合物の重合によって製造されたものが多く，有機物を含む廃水処理には，多価アニオ  

ン交換体としての性質を付与されたカナオン性のものが，使用されるのが一般的である。高分子  

凝集剤は，処理水中に残存することによって．あるいは．汚泥とともに廃水処理の系外に出される  

ことによって環境とのかかわりをもつことになるが，多くの場合，生物に対して無害に近いものと  

考えられていた。例外的に淡水魚顆に対してカナオン性凝集剤が，有害であることが知られてい  

る。   

栗原と渡辺61）は．アブラナ科植物を用いてポット試験（土耕）を行い，高濃度のカナオン性凝  

集剤が雷を及ぼすという結果を得た。しかし，低濃度では，箸が出をかったために，植物に対し  

ては，事実上無害に近いという見方が，一般的になっていた。しかしながら，この見方は十分な  

研究の蓄軌二基づくものではなく，かつ，高濃度に添加した場合に発現する障害の原因に関して  

も．不純物として存在する未重合のアクリルアミドによるものとする推論にすぎなかった。この  

ようを情況を踏まえて本特別研究では高分子凝集剤の植物影響が詳細に見直された（中報1及び  

本報28）。  

（1）植物の発芽と初期生育に与える影響   

高分子凝集剤の製品は，多種類にのぼるため，その植物影響を簡易に，正確に，しかも短時間  

でスクリーニングする方法の開発が，試験に先立って必要であった。微生物や植物細胞をどの培  

養に用いられている液体振とう培養法が植物種子の発芽と初期生育にも適用できることが明らか  

にされた。この方法が．植物の生育に対する凝藁科の影響の解明に用いられ次のことが明らか  

にされた。すなわち，  

1）凝集剤は，植物種子の発芽には影響を及ぼさないこと。   

2）ノニオン性及びアニオン性の凝集剤は，高等植物の根の伸長に影響を与えないが，カチオ  

ン性凝集剤は．低濃度で根の伸長を阻督すること。   

3）カナオン性凝集剤は、カチオン基導入率が高い程．イオン交換容量の大きい程．毒性が強  

いこと。   

4）カチオン性凝集剤の毒性は．透析膜を隔てて作用せず．絹製によって毒性が強まることか  

ら不純物によるものではなく，凝集剤そのものが毒性をもつことをどである。  
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（2）植物生育に与える影響   

これに続いて行われた水耕栽培試験においてカチオン性凝集剤は，根とともに地上部の生育低  

下，葉の黄化等の書を低濃度から引き起こすことが見い出された。   

さらに，土耕試験においてもある種の凝集剤は，ゴマに対して50－100mg／kg土壌の施用量で書  

を及ぼすことも明らかにされた。   

また，凝集剤添加土壌に栽培されたコカプの成分分析の結果から，茎葉部では，鉄含量が低下  

し，細根部では，嗣含量が異常に高くなること，根の細胞観察の結果から根の細胞伸長が抑制さ  

れていることが明らかにされ，これに加えて，カナオン性凝集剤が，藻類田此間血町紬＝p．）  

の生育を低濃度で阻害することも明らかにされた。   

これらの結果から植物に対するカチオン性凝集剤の書は，1）凝集剤と植物根のイオン結合によ  

る根細胞の伸長阻害。 2）鋼の過剰とそれに伴う鉄欠乏による全植物体の生育低下と棄の黄化が  

特徴であると推察された。   

前記の栗原と渡辺Zl）や園田ら62）もカチオン性凝集剤（アクリルアミドポリマー）のみが植物に  

書を及ぼすことを見い出し，その原因として製品中に不純物として混入している兼重合のアクリ  

ルアミド（モノマー）をあげている。しかしをがら，製品中のモノマーは，0．2％以下であり，  

含有量からみて，また，本特別研究の幼植物試験の結果からみても，モノマーが原因とはなりえ  

をい0また，同様に含有される可能性のあるアミン類についても同様に影響が認められていか、。  

さらに，カナオン性ポリマーの毒性は．透析膜を隔てて作用せず，かつ，絹製によって毒性が  

強まることから，カチオン性ポリマー自体が，植物の生育を阻害すると結論されよう。   

4．6．2 土壌中における高分子凝集剤の分解   

力チオン性凝集剤のをかには，メチレンブルー法63）によって定量しうるもの（アクリルアミ  

ドポリマー，分子量約6×106）がある。このカナオン性凝集剤の土壌微生物による分解性に関  

する検討が行われた（中報2）。   

土壌微生物を接種したカチオン性凝集剤の水溶液を用いるモデル実験から．凝集剤が，土壌微生  

物によって分解され，含有される有機能窒素は，無機態窒素に分解されることが明らかにされた。   

栗原と渡辺61）は．高分子凝集剤添加土壌に栽培した植物の生育が．後期に良好になることを見  

い出し，その原因は．含有される窒素の無機化によることを明らかにした。ここに示した実験結  

果は．栗原と渡辺61）の結果を裏付けるものである。   

4．6．3 土壌中における汚泥の分解に与える高分子凝集剤の影響   

土壌に施用された汚泥の分解に対する凝集剤の影響が，生活廃水汚泥（凝集剤を含まをい）を  

添加した淡色黒ポク土にカチオン性凝集剤（分子量 約6×106，添加量10，30及び50m9／1009  

乾土）を加えて検討された（中報2）。この実験では，汚泥中の窒素の無機化率が指標とされた。  

14日間の培養実験の結果．この凝集剤は，汚泥中窒素の無機化を抑制せず，それ自身の窒素も  
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無機化されることが明らかにされた。   

この研究に続いて同一汚泥（施用率5g／2009土壌）と同一凝集剤（添加率0．12％，対乾燥汚  

泥添加率4．3％）を黒ポク土に添加し，4週間の培養中に発生するCO2を測定することによって  

汚泥中炭素の分解に対する高分子凝集剤の影響が検言寸された（本報13）。   

その結果，凝集剤の添加によって5日目までのCO2発生量は，30％程度抑制されたが，4週目に  

は，無添加の場合のCO2発生量とはぼ同等まで回復することが明らかにされた。   

このように1mg／g土壌のカナオン性凝集剤の添加によって黒ポク土における汚泥中炭素の初期  

の分解が抑制されることが明らかにされた。   

このほか．土壌のりレァーゼ活性に対するカナオン性凝集剤の影響が検言寸されている（中報2）  

が，その影響は小さく，1mg／g土壌の添加率でも阻害率は10％程度であることが明らかにされ  

ている。   

4．6．4 土壌中におけるトリアジン系除草剤の挙動   

水田に広範．かつ，多量に使用されているS－トリアジン系除草剤のうちシメトリンについて土壌  

中における挙動の解析が二種の水由土壌（二日市及び筑後土塊）を用いて検討された（本報2弧  

それによると，1）シメトリンの吸着能は，雨土壌とも粘土，シルトの画分で最も高く，画分の  

粒径が粗くなるに伴い漸次低下すること。2）分画されをい土壌では，埴壌土（筑後土壌）は，砂  

壌土（二日市土壌）より13倍も高い吸着能を示すこと。 3）両土壌の粗砂画分から分離された植  

物遺体の吸着能は同程度やあり，腐朽稲わら，とくに，新鮮な稲わらのそれよりも著しく高いこと，  

4）吸着されたシメトリン中の水可溶部分（土壌粒子，土壌中の植物遺体から容易に脱着し，土壌  

水中に移行する植物に吸収され易いシメトリンに相当する）の割合は，両土境とも画分の種類に  

よって異なり，粒径の粗い画分で高く，粒径の細かい画分で低いこと， 5）吸着されたシメトリ  

ン中の水・有機溶媒不溶部分（水のみでは脱着が困難であるシメトリンに相当する）の割合は，  

水可溶部分とは逆の傾向が認められること， 6）両土境の植物遺体は，いずれも腐朽稲わら，と  

くに新鮮稲わらに比べて水可溶部分の割合が極めて低く，水・有機溶媒不溶液部分の割合が高い  

ことをど除草剤の水田土壌中における挙動に関する基礎的な成果が得られた。   

4．6．5研究課題4の総括   

合成高分子凝集剤（以下高分子凝集剤と記す）は，固液分離能が良いために，汚泥の凝集剤と  

しての使用が増加しつつある。このうち，アクリルアミドポリマーについては，動物に対して毒  

性を示すこと（魚類に対しては急性毒性を示す）が知られていた。そして，これを使用した汚泥  

の肥料化が企画された当時，いくつかの研究が行われ，土壌に対して高濃度に添加した場合は，  

植物の生育に障害が発現することが見い出されていた。しかしながら，低濃度添加の場合に障害  

が発現しなかったために，汚泥に含有される量では，障害が発現しないとされた。そして，毒性  

の詳細が解明されないまま無害であるとされてきた。  
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本特別研究では，高濃度で植物毒性を示すこと及び魚類に対して急性毒性を示すことに着日し  

て，高分子凝集剤の植物毒性が再検討された。また，同時に，土壌中での挙動と汚泥の分解に与  

える影響も検討された。   

こ方，農薬は，土壌の微生物や物質代謝に影響を与えることが知られている尉）0したがって，  

有機廃棄物の土壌中における分解や成分の挙動に対して影響を与えることが予想される。そこで，  

使用頻度の多い除草剤を対象として，その土壌中での挙動についての基礎的研究が行われた。   

これらの研究によって，1）高分子凝集剤のをかには，植物に生育障害を起すものが存在す  

る（カチオン性凝集剤）ことが明らかにされ，凝集剤の性質と障害の強さ，障害の原因（凝集剤  

自身が毒性をもつ），生育障害の特徴（発芽後初期では根の伸長阻害，幼植物段階では根の伸長  

阻害と菓の黄化），その発現濃度（極めて低濾度）が，溶液栽培によって明らかにされた。2）土  

壌に添加された場合でも，カチオン性凝集剤のをかには，ゴマに対して低添加率50－100mg／kg  

土壌）で生育阻害を示すものがあることが明らかにされた。これらの研究成果に基づいて植物毒  

性の特徴は，①凝集剤と植物根のイオン結合による根の伸長阻害，②鋼の過剰とそれに伴う  

鉄欠乏による生育低下と葉の黄化であろうと推察された。 3）これらの結果は，従来，カチオ  

ン性凝集剤（アクリルアミボポリマー）の植物毒性は，不純物（未重合のモノマー）が原因であ  

るという説5刷 を否定し，カチオン性ポリマー自体が植物の生育を阻害するということを初めて  

明らかにした。   

これらの結果は，高分子凝集剤そのものを，添加した実験によって得られたものであり，汚泥  

に含まれる高分子凝集剤に関するものではをい。高分子凝集剤の植物に対する作用機構からみて  

通常の条件では，高分子凝集剤を含む汚泥が，植物に書を及ぼす可能性は，少をし－と考えられる。  

しかし，高分子凝集剤を含む汚泥が，鋼汚染地に施用され，凝集剤に対して感受性の高い植物が  

栽培された場合に影響が発現するかどうかについては興味ある課題である。また， 4）カナオ  

ン性凝集剤が，土壌微生物によって分解されることが，初めて見い出され，含有される有機憩室  

素が，無機憩室素に分解されることも明らかにされた。さらに， 5）カチオン性凝集剤は，汚  

泥に含まれる嚢素の土壌中における無機化には，影響を与え射－が，汚泥中炭素の初期の分解を  

抑制する（40日後には回復する）ことが，明らかにされた。この炭素の分解を抑制することば，  

カナオン性凝集剤を含む汚泥の炭素の分解を見直す必要があることを示唆している。加えて，  

6）カチオン性凝集剤が低濃度で藻類の生育を阻害することも明らかにされた。これは，廃水処  

理場の放流水に汚泥と未反応の凝集剤が含まれる場合は，河川や湖沼の生態系に影響を与えるも  

のと考えられる。   

除草剤に関しては，土壌中で吸着される画分に関して解明がをされ主として粘土及びシルト  

に吸着されることが明らかにされた。これらに吸着された除草剤が有機物の分解にどのようを影  

響を与えるかに関しては，今後の課題である。  
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5．全体の総括と今後の研究課題   

本特別研究の目的は，有機廃棄物の緑農地における利用に伴って生ずる現象を，多角的な立場  

から解明することにあった。3年間にわたる研究によって数多くの新しい知見が得られ，この分  

野の研究の進展に大きく貢献するものと考えられる。個々の研究課題で得られた成果については  

前章4で詳細に報告した。全課題を通じて共通の研究対象とされ，詳細な研究が展開された生活  

廃水汚泥に関する研究の成果を，総合的に考察した結果を以下に示した。   

生活廃水汚泥は，単独で施用された場合，かなりの植物生産力を示し，優れた肥料としての効  

果（肥効）を発揮した。その発現の様式についてみると，自然条件下の土壌における窒素の無機  

化は，施用後短期間に起こり．その硝化過程も化学肥料とはぼ同時に進行することから速効性の部  

分をもつと考えられる。また，肥効は，施用後第1作の植物だけでなく，第2作以降の植物にも  

発現し，長期間にわたって効果が持続することから遅効性の部分もあることが明らかにされた。   

汚泥の施用は，土壌の性質（物理性，化学性，微生物性）を改善することが明らかにされた。  

しかし，土壌の物理性や土壌pH以外の化学性に変化がもたらされるためには，多量の汚泥の施  

用が前提となる。この多量施用に問題がある。それは， ①消石灰を脱水助剤とする汚泥の施用  

は，土塊pHを顕著に上昇させ，有機凝集剤を用いた汚泥の施用は，土壌pHを低下させる。こ  

れは，植物にアルカリ，または，酸性障害を引き起し，土壌pHの低下は，汚泥に含有される重  

金属の可溶化を起こし，植物に捌又されるものと考えられる。①多量の汚泥の施用は，土壌中の  

微生物数を減少させると同時に，植物種子の発芽を阻害する。 ③また，土壌のごく表層の乾燥  

を助長し，植物種子の発芽を阻害することが予想される。このように，多量の汚泥の施用は，土  

壌一植物系に好ましからぎる影響を与えるものと考えられる。すなわち，土壌の性質とそれを反  

映する植物生育の面から汚泥の施用に対して限界が存在する。しかし，その限界施用量は，確定  

されていない。   

汚泥は，優れた肥効を示すが，植物による肥料成分の吸収の面からみると，カリウムに問題が  

ある。すなわち，汚泥に含有されるカリウムでは，植物の要求量を満たすことができず，汚泥単独  

施用土壌に生育する植物は．土塊から多量のカリウムを吸収している。これは，土壌のカリウム  

を減少させることを示しており，土壌環境の悪化と言えよう。したがって，■汚泥を施用する場合  

は，カリウムの供給が不可欠となる。このことは，一方で，汚泥の成分組成がアンバランスであ  

ることを示している。この不均衡によって植物に生育障害が現れる場合がある。この意味からも，  

汚泥の成分不均衡を補うことが必要である。   

植物による汚泥成分の吸収率をみると，Kを除いて一般に低い。これは，どこに行くのであろ  

うか。大部分は，土壌の施用位置に残存していると考えられるが，汚泥に多量に含有されるCa，  

Mg，Na，Cl及びN（NOユーNの形態）の一部は，降雨に伴って施用位置から下層に潜脱される。  

これは，地下水の水質や地下水を通じて水域に負荷を与えることを示唆するものと考えられる。  

この面からも合理的な利用を考える必要があろう。  
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重金属含有量の面からみると，純生活廃水を処理している家庭用浄化槽の汚泥や生物膜汚泥及  

び括性汚泥法による処理場の汚泥に含有される重金属の中には，土壌の重金属含有量を上回るも  

のがある。これは，廃水中に微量に存在する重金属が，極めて高い倍率で汚泥に濃縮されるため  

である。重金属に視点を当てた汚泥の施用指針（ガイドライン）が，我が国におけても準備され  

ている。施用にあたっては，この指針に従って，注意深く施用することが肝要である。   

この研究は，今後解明されかナればならをい課題を抽出した。その主要なものを以下に示した。  

1）汚泥の長期連用に伴って発生する現象の捉把と個々の現象の相互間適性に関する解析。   

2）汚泥に含有されている成分の土壌一植物系を通じての物質収支の把捉．土壌から水域への  

成分移動と水質及び水域の汚濁負荷の評価。   

3）土壌に施用された汚泥中成分の大気環境への移行とその評価。   

これらの課題は，昭和56年度より開始された特別研究「汚泥の土壌還元とその環境影執こ関す  

る研究」によって解明される予定である。この研究の成果に基づいて適正な汚泥の施用基準が提  

案されるものと期待される。   

本特別研究は，もう一つの目的をもっていた。それは，本研究の場として用いられた土壌環境  

実験棟及び実験ほ場の施設を研究の場として使用できるように整備することであった。3年間に  

わたる研究期間の大半がこれに費やされ，これらの施設をフルに活用した研究が開始されたのは，  

54年度後半及び55年度であった。そのため研究の終了は，56年度になった。  
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国立公害研究所特別研究成果報告   
第1号 陸水域の富栄養化に関する総合研究一霞ケ浦を対象域として一昭和51年度．（1977）   

第2号 陸上植物による大気汚染環境の評価と改善に関する基礎的研究一昭和51／52年度研究報告  

（1978）  

（改 称）  

国立公専研究所研究報告   
第3号 A comparative study of adults andimmature stages of nineJapanese species of the  

genus Chironomus（Diptera，Chironomidae）．（1978）  

（日本産ユスリカ科Cbironomus層9種の成虫，サナギ，幼虫の形態の比較）   

第4号 スモッグチャンバーによる炭化水素一窒素酸化物系光化学反応の研究一昭和52年度 中間報  

告．（1978）   

第5号 芳香族炭化水素一望葉酸化物系の光酸化反応機構と光酸化二次生成物の培養細胞に及ぼす影  

響に関する研究一昭和51／52年度 研究報告．（1978）   

第6号 陸水域の富栄養化に関する総合研究（1）一存ヶ浦を中心として．一昭和53年度（1979）   

第7号 A morphological5tudy of adults andimrnature stages of20Japanese species of the  

family Chironomidae（Diptera）．（1979）  

（日本産ユスリカ科20車重の成虫，サナギ，幼虫の形態学的研究）   

第8号 大気汚染物質の単一および複合汚染の生体に対する影響に関する実験的研究一昭和52／53  

年度 研究報告．（1979）   

第9号 スモッグチャンバーによる炭化水素一窒素酸化物系光化学反応の研究一昭和53年度中間報  

告．（1979）   

第10号 陸上植物による大気汚染環境の評価と改善に関する基礎的研究一昭和51／53年度特別研究  

報告．（1979）   

第11号 Studies on the effects ofair po）lutants on plants and rnechanisms oE phytotoxicity．  
（1980）  

（大気汚染物質の植物影響およぴその植物毒性の機構に関する研究）   

第12号 Multielement analysis studies by flame andinductively coupled plasma spectroscopy  

utilizing computer・COntrOlledinstrumentation．（1980）  

（コンピュータ制御装置を利用したフレームおよび誘導結合プラズマ分光法による多元賛同  

時分析）   

第13号 Studies on chironomidmidges of the Tama River．（1980）  

Partl．The distribution of chironomid speCiesin a tributaryinre）ationtothed曙ree  

of pollution with sewage water．  

Part2．Description of20species of Chironominae recovered from a tributary．  

（多摩に発生するユスリカの研究  

一 筋1報 その一支流に見出されたユスリカ各種の分布と下水による汚染度との関係 －  

－ 第2報 その一支流に見出されたChironominae亜科の20様について －）   

第14号 有機廃棄軌 合成有機化合物，重金属等の土壌生態系に及ぼす影響と浄化に関する研究 一  

昭和53，54年特別研究報告．（1980）   

第15号 大気汚染物質の単一および複合汚染の生体に対する影響に関する実験的研究 一 昭和54年  

度特別研究報告．（1980）   

第16号 計測車レーザーレーダーによる大気汚染遠隔計測．（1980）   

第17号 流体の運動および輸送過程に及ぼす浮力効果 一 臨海地域の気象特性と大気拡散現象の研  

究 一 昭和53／54年度特別研究報告．（1980）  
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■  

第18号 Preparation．arLalysis and certificationofPEPPERBUSH standard referenceTnaterial・  

（1980）  

（環境標準試料「リョウ70」の調製，分析および保証値）  

霞ヶ浦（西浦）の潮流 一 昭和53～54年度．   

霞ヶ補流域の地形，気象水文特性およびその湖  

（1981）  

霞ヶ浦流入河川の涜出負荷量変化とその評価－  

第19号 陸水域の富栄養化に関する総合研究（m）－  

（1981）  

第20号 陸水域の富栄養化に関する総合研究（Ⅳ）一  

水環境に及ぼす影響 一 昭和53／54年度．  

第21号 陸水域の富栄養化に関する総合研究（Ⅴ）  

昭和53－54年度．（1981）  

第Z2号 陸水域の富栄養化に関する総合研究（Ⅵ）  

－54年度．（1980  

第23号 陸水域の富栄養化に関する総合研究（Ⅶ）  

昭和53～54年度．（1981）  

第Z4号 陸水域の富栄養化に関する総合研究（Ⅷ）  

る研究一昭和53…54年度．（1981）  

第25号 陸水域の富栄養化に関する総合研究（Ⅸ）  

～54年度．（1981）  

第26号 陸水域の富栄養化に関する総合研究（‡）  

～54年度．（1981）  

第27号 陸水域の富栄養化に関する総合研究（刀）  

第28号 複合大気汚染の植物影響に関する研究一  

策29号 Studies on chjronomidmidges of the  

1∴霞ヶ捕の生態系の構造と生物現存量一昭和53   

－抑召の富栄養化状態指標に関する基礎的研究   

一番栄養化が湖利用に及ぼす影響の定量化に閲す   

一九licrocystis（藍麓類）の増殖特性 一 昭和53   

一藻類増車試験法によるAGPの測定一昭和53  

一研究総括一昭和53－54年度．（1981）  

昭和54－55年度特別研究報告．（1981）  

Tama River．（1981）  

Part3，Species of the5ubfamily Orthocladiinae recorded at the summer survey and  
their distr・ibutionin relation to the po）1tJtion with5eWage WaterS．  

Part4．Chironomidae recorded at a winter survey．  

（多摩川に発生するユスリカ類の研究  

一 第3報 夏期の調査で見出されたエリユスリカ亜科Orthocladiinae各種の記載と，その  
分布の下水汚染度との関係について ▼  
－ 第4報 南浅川の冬期の調査で見出された各種の分布と記載 －）  

第30号 海域における菖栄蕃化と赤潮の発生機構に関する基礎的研究一昭和54／55年度特別研究報  

告．（1982）  

第31号 大気汚染物質の単一および複合汚染の生体に体する影響に関する実験的研究【昭和55年度  

特別研究報告．（1981）  

第32号 スモッグチャンパーによる炭化水素一重葉酸化物系光化学反応の研究一環境大気中におけ  

る光化学二次汚染物質生成機梢の研究（フィールド研究1）一昭和54年度特別研究中間報  

告．（1982）  

第33号 臨海地域の気象特性と大気拡散現象の研究一大気運動と大気拡散過程のシミュレーション  

一昭和55年度特別研究報告．（1982）  

第34号 環境汚染の遠隔計測・評価手法の開発に関する研究一昭和55年度特別研究報告．（1982）  

第35号 環境面よりみた地域交通体系の評価に関する総合解析研究．（1982）  

第36号 環境試料による汚染の長期モニタリング手法に関する研究一昭和55／56年度特別研究報告  

（1982）  

第37号 環境施策のシステム分析支援技術の開発に関する研究・（19S2）  

第38号 Preparation，analysisandcertificationofPOND SEDIMENTcertiEiedreEerence  
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material．（1982）  

（環境標準試料「地底質」の調製，分析および保証値）  

第39号 環境汚染の遠隔計測・評価手法の開発に関する研究一昭和56年度特別研究報告．（1982）  

第40号 大気汚染物質の単一および複合汚染の生体に体する影響に関する実験的研究一昭和56年度  

特別研究報告．（1983）  

第41号 土塊環境の計測と評凧こ関する統計学的研究．（1983）  

第42号 底泥の涼送辞性に関する研究．り983）  

第43号 Studies on chironomid midge50f the Tama River．（1983）  

Part5．An observation on the distribution oE Chironominae along themain streamin  

June with descriT）tion of15 new speci（・S．  

Part6．Description of species oE the subfaTnily Orthocladiinae recorded from the  

main streamin theJune survey．  

Part7．Additionalspecies collectedin winter from the Tr）ain stream，  

（多摩川に発生するユスリカ類の研究  

一 第5報  

一 第6報 多摩本流より6月に採集されたエリユスリカ亜科の各種について 一  

一 幕7報  

第44号 スモッグチャンバーによる炭化水素一塁素酸化物系光化学反応の研究一  

昭和54年度特別研究中間報告一環境大気中における光化学二次汚染物質生成機構の研究（フィール  

ド研究2）．（1983）  

第45号 有機廃棄物，合成有機化合物，重金属等の士族生態系に及ぼす影響と浄化に関する研究一  

研究総括一昭和53～55年度．（1983）   



Report of Specia）ResearcIlthe NationalInstitute for EnvironmentalSttJdies  

No・1●・Manactivityartd aquatic environmentLWith specialreferences to Lake Kasumegaura－  

Progres5reportin1976．（1977）  

No．2’Studies on evaluation and ane）ioration of air poIlution by plants－Progress reT）Ortin  

1976－1977．（1978）   

〔Starting with Report No．3，the new title for NIES Report was changed to＝〕  

Research Report from the NationalITIStitute for EnviroT）mentalStudies  

No・3 Acomparativestudyofadultsandimmaturesta革eSOfnineJapanesespeciesofthegenus  

Chironomus（Diptera，Chironomidae）．（1978）‘  

No．4●smog ehamber studies on photochemicalreactions ofhydrocarvoTl・nitrogen oxides system  

－Pro即eSS repOrtin1977．（1978）  

No．5●studies on the photooxidation products of the alkylbenzene・nitrogen oxidessystem，andon  

their effeets on Cultured Ce）1s－Research reportin1976－1977．（1978）  

No．6●Man activity and aquatic environment－With specialreferencestoLakeKast・rr．igaura－Pro・  

gress reportin1977－1978．（1979）  

No．7 A morphologica）study of adults andimmature stagesof20JapanesespeciesofthefamiIy  

Chironomidae（Dipter8）．（1979）  

No．8●Studies on thebiolo即Caleftects of single and combined exposure of air pollutants－  

Research reportin1977－1978．（1979）  

No．9’Smog charnber studies on photochemicalreactions ofhydrocarvon－Jlitrogen oxides systeTn  

－Progre5S repOrtin1978．（1979）  

No．10’studies on evaldation al（d amelioration of air pollution by plans－Progress reportin  

1976－1978．（1979）  

No．11Studies on the eEfects of air pollutants on plants and mecharnism50f phytotoxicity．  

（1980）  

No．12 Mt）ltielement analysis studies by flame andinductively coupled plasma spectroscopy  

utilizi口g COmPuter・COntrOIled jnstrumentation．（1980）  

No．13 SttJdies on chironomid midges of the Tama River．（1980）  

Partl．The distribution of chironomid speciesin a tributaryinrelationtothedegree  

of polll】tion withe se、Ⅴ叩e、VateT．  

Part2．Description of20specie50f Chironominae recovered from a tributary・  

No．14’studies on the effect of organic wastes on the 50i】ecosystem－Progress reportin  

1978－1979．（1980）  

No．15●stlldies on ttle biologicaleffects of single and combined exposl】re Of air pollⅥtantS－  

Research reportin1979．（1980）  

No．16●Remote meastJTement Of air pollution by a mobilelaser radar．（1980）  

No．17●Influence of buoyancy on fluid motions and transport proce5SeS－Meteorologica）charac・  

kristics andatmQSpheric diffusion phenQmenain tbecoastalregion－Progressreportin  

1978－1979．（1980）  

No．18 Preparation，analysis aTld certification ofPEPPERBUSHstandardreferencematerial・  

（1980）  

No、19■Cornprehensive studies orLthedutrophication of fresh－Water areaS－Lake current of  

Kasumigaura（Nishiura）－1978－1979・（1981）   



No．20 Comprehensive studies on the eutrophication of fresh－Water areaS－Geomorphological  

and hydrometeorologicalcharacteristics of Kasumigaura watershed as related to the  

lake environment－1978－1979．（1981）  

No．21’comprehensive studies orL the eutrophication of fresh－Water areaS－Variation of pollu・  

tantload byinfluent rivers to Lake Kasumigaura－1978－1979．（1981）  

No．22■comprehensive studies on the eutrophication offresh－WaterareaS－Structureofecosys・  

tem and standing cropsin Lake Kasumigaura－1978－1979．（1981）  

No．23●comprehensive studies on the eutrophication of fresh－Water areaS－AT）plicability oE  

trophic stateindices forlakes－1978－1979．（1981）  

No．24●comprehensive studies on the eutrophication of fresh－WaterareaS－Quantitative arLalysis  

of etltrOphication efEects on rnan’s utilization oflake water resources－1978－1979．  

（1981）  
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